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第 1 節 計画の策定方針 
 

第 1 計画の目的 
 

 この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条及び柏市防災会議条

例第 2 条の規定により、柏市防災会議が作成する計画であり、柏市で発生する災害に対し、

柏市、県、防災関係機関、公共的団体及び市民が総力を結集し、市民の生命、身体及び財産

を災害から守るために実施すべき対策と今後の方向性を示したものである。 

 なお、本計画においては、災害の影響によって行政機能が低下した場合であっても市の業

務を実施・継続し、早急に復旧させるための業務継続計画についても盛込んだ内容とした。 

 

第 2 計画の概要 
 

(１) １ 計画の基本方針 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、東北３県を中心に未曾有の被害をもた

らした。柏市においても多くの被害が発生するとともに、帰宅困難者対応、燃料の確保、停

電対策、情報伝達、県外からの避難者の受け入れ、放射性物質への対応等、想定の枠組みを

超えた課題が顕在化した。 

 平成 28 年 4 月 14 日に発生した熊本地震においては、車中泊避難者の急増、国からの支

援と現地のニーズとの不一致、物資受け入れ対応の不行き届き、罹災証明発行の長期化など

が課題となった。 

 市ではこうした教訓を今後の対策に生かすため、次の視点により、住民、地域住民組織、

防災関係機関、行政が一体となって取組むもの者とする。 

 人命保護を優先した体制の構築 

 自助・共助の育成による被害の軽減 

 男女共同参画の視点に立った計画と障害者等の要配慮者への気遣い 

 広域的な応援や受援体制の構築 

 想定外の事態にも対応可能な体制の構築 

 

(２) ２ 計画の位置付け 

 柏市地域防災計画は、災害対策基本法のもと、国の「防災基本計画」（中央防災会議）及び

千葉県地域防災計画、防災関係機関が策定する防災業務計画との整合性を有する計画である。 

 

 

 

 

 

防災基本計画 

千葉県地域防災計画 柏市地域防災計画 

（業務継続計画含

む） 

防災業務計画 

災害対策基本法 
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(３) ３ 計画の構成 

震災編、風水害等編、大規模事故編、放射性物質事故編の４つで構成する。 

また、業務継続計画（ＢＣＰ）の考え方を盛り込むとともに、予防計画では目標値を掲げ、

応急対策計画では時間目標を掲げる等、計画の実効性向上を目指す。 

 

 

 
柏市地域防災計画                   

 
震 災 編               

 

     

  

・震災対策（予防計画、応急対策計画、復旧・

復興計画） 

資 

料 

編 

 

   
付編（東海地震） 

  

    

 

・東海地震注意情報発表から警戒宣言発令に

伴う対策  

  
風 水 害 等 編 

  

   

  ・風水害等対策（治水、雪害、水防、土砂災害等） 

  
大 規 模 事 故 編 

 

   

  

・事故対策（大規模火災、危険物、航空機、鉄道、

道路、水道水） 

  
放射性物質事故編 

 

  

 

(４) ４ 計画の修正 

 この計画は、防災に関する恒久的な基本計画であり、災害対策基本法第 42 条の規定によ

り、毎年検討を加え、必要があると認めるときは、防災会議において修正し、県に対して報

告する。 

  

 

【地域防災計画と業務継続計画（BCP）の関係】 

地域防災計画は、防災に関し、処理すべき業務などを総合的に定めるもので、職員が満足

に参集でき、庁舎が機能しているなど、必要資源が被害に遭わないことを前提としている。 

一方ＢＣＰは、災害時の応急対策業務に加えてサービスを継続すべき通常業務も視野に入

れ、上記の災害対応資源が制限された状況で、特に重要性の高い業務を抽出し検討する。

BCP は、地域防災計画をより実効性のあるものに補完するためのものである。 
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第２節 防災関連機関の役割と業務大綱 
 

各機関は、防災対策の検討等を通じて、お互いに平時から災害時の対応についてコミュニ

ケーションをとる等し、「顔の見える関係」を構築して信頼感を醸成するよう努める。 

 

１ 市 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

市 

１  防災に関する組織の整備に関すること 

２  市の防災会議及び災害対策本部に関すること 

３  防災思想の普及並びに市内にある公共的団体及び自主防災組織の育成、 

指導に関すること 

４  防災知識の普及、教育及び防災に関する訓練の実施に関すること 

５  防災都市づくりの推進に関すること 

６  防災に関する物資等の備蓄、整備に関すること 

７  防災に関する施設及び設備の設置、並びに点検及び整備に関すること 

８  避難情報避難の勧告、指示及び誘導に関すること 

９  災害に関する情報の収集、被害の調査、報告及び災害に関する広報に関

すること 

10 その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置に関すること 

11 被災者に対する救助及び救護措置に関すること 

12  災害対策要員の動員、雇上げに関すること 

13  災害時の医療及び助産救護、被災動物ペットの救護、給水等の応急処置

に関すること 

14 緊急道路と緊急輸送の確保に関すること 

15  公共的施設及び設備の応急復旧に関すること 

16  清掃、防疫、その他の保健衛生に関すること 

17  災害を受けた乳幼児、児童及び生徒の文教対策に関すること 

18  生活困窮者に対する保護及び救助に関すること 

19 義援金品の受領及び配布に関すること 

20 被災者の生活再建支援に関すること 

21 災害復旧の実施に関すること 

22 管内関係団体が実施する災害応急対策等の調整に関すること 

23 災害対策における近隣市等協力機関・団体との相互応援協力に関すること 
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２ 県 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

県 

１  千葉県防災会議及び県災害対策本部に関すること 

２  防災に関する施設及び組織の整備並びに訓練に関すること 

３  災害時における災害に関する被害の調査報告、情報の収集及び広報に関

すること 

４  災害の防除と拡大の防止に関すること 

５  災害時における防疫その他保健衛生に関すること 

６  災害応急対策用資材及び災害復旧資材の確保と物価の安定に関すること 

７  被災産業に対する融資等の対策に関すること 

８  被災県営施設の応急対策に関すること 

９  災害時における文教対策に関すること 

10 災害時における社会秩序の維持に関すること 

11 災害対策要員の動員、雇上げに関すること 

12 災害時における交通、輸送の確保に関すること 

13 被害施設の復旧に関すること 

14 市が処理する事務及び業務の指導、指示及び斡旋等に関すること 

15 災害対策に関する自衛隊への派遣要請、国への派遣要請及び隣接都県市

間の相互応援協力に関すること 

16 災害救助法に基づく被災者の救助、保護に関すること 

17 被災者の生活再建支援に関すること 

18 市町村が実施する災害応急対策の補助及び市町村間の総合調整に関すること 

 

 

 

 

東葛飾地域 

振興事務所 

１  災害対策事務及び事業の指導、連絡調整に関すること 

２  災害に関する情報の収集・伝達及び指示に関すること 

３  災害救助に係わる連絡・調整に関すること 

４  その他災害の防除と拡大の防止に関すること 

 柏土木事務所 １  県管理に係わる河川、道路、急傾斜地及び橋りょうの保全に関すること 

２  水防に関すること 

 

 

 

柏警察署 １  災害情報に関すること 

２  被災者の救出及び避難に関すること 

３  死体（行方不明者）の捜索並びに検視に関すること 

４  交通規制に関すること 

５  交通信号施設等の保全に関すること 

６  犯罪の予防その他社会秩序の維持に関すること 

 東葛飾農業 

事務所 

１  県管理に係る農業用施設の保全に関すること 

２  農地及び農業用施設の被害調査結果のとりまとめと災害復旧の指導に関

すること 
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３ 指定地方行政機関 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

警察庁関東管区

警察局 

１  管区内各県警察の災害警備活動の指導及び調整に関すること 

２  管区内各県警察の相互援助の調整に関すること 

３  他管区警察局及び警視庁並びに管区内防災関係機関との連携に関すること 

４  警察通信の確保及び警察通信統制に関すること 

財務省関東財務局

千葉財務事務所 

（立会関係） 

１  主務省が行う災害復旧事業費の査定の立会に関すること 

（融資関係） 

１  災害つなぎ資金の貸付（短期）に関すること 

２  災害復旧事業費の融資（長期）に関すること 

（国有財産関係） 

１  市が防災上必要な通信施設等の応急措置の用に供する場合における普通

財産の無償貸付に関すること 

２  市が災害による著しい被害を受けた小・中学校等の施設の用に供する場合

における普通財産の無償貸付に関すること 

３  市が水防、消防その他防災に関する施設の用に供する場合における普通財

産の減額譲渡又は貸付に関すること 

４  災害の防除又は復旧を行おうとする事業者に対する普通財産の売払又は

貸付に関すること 

５  市が防災のための集団移転促進事業の用に供する場合における普通財産

の譲与等に関すること 

（民間金融機関等に対する指示、要請関係） 

１  災害関係の融資に関すること 

２  預貯金の払い戻し及び中途解約に関すること 

３  手形交換、休日営業等に関すること 

４  保険金の支払及び保険料の払込猶予に関すること 

５  営業停止等における対応に関すること 

厚生労働省関東

信越厚生局 

１  管内の災害状況の情報収集及び通報に関すること 

２  関係職員の派遣に関すること 

３  関係機関との連絡調整に関すること 
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機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

農林水産省関東

農政局 

（災害予防対策） 

１ ダム・ため池、頭首工、地すべり防止施設等の点検・整備事業に関すること  

（応急対策） 

１  農業関係、卸売市場及び食品産業事業者等の被害状況の把握に関すること

管内の農業・農地･農業用施設の被害状況の情報収集及び報告連絡に関す

ること 

２  応急用食料・物資の支援に関すること飲食料品、油脂、農畜産物、飼料及

び種子等の安定供給に関すること 

３  食品の需給・価格動向の調査に関すること農作物・蚕・家畜等に係る管理

指導及び病害虫の防除に関すること 

４  飲食料品、油脂、農畜産物等の安定供給対策に関すること営農技術指導、

家畜の移動に関すること 

５  飼料、種子等の安定供給対策に関すること災害応急用ポンプ等の貸出しに

関すること 

６  病害虫防除及び家畜衛生対策に関すること応急用食料・物資の支援に関す

ること 

 

７  営農技術指導及び家畜の移動に関すること 

８  被害農業者及び消費者の相談窓口に関すること７ 農業水利施設等の被

災に起因する二次災害防止対策に関すること 

 

９  農地・農業用施設及び公共土木施設の災害復旧に関すること８ 食品の需

給・価格動向や表示等に関すること 

 

10 被害農業者に対する金融対策に関すること９ 関係職員の派遣に関する

こと 

（復旧対策） 

１ 農地・農業用施設等の復旧事業に係る災害査定と査定前工事の承認に関す

ること 

２ 災害による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関すること 

（その他） 

 災害時の政府所有米穀の供給に関すること（農林水産省生産局） 

林野庁関東森林管

理局 

１   国有林野の保安林、保安施設（治山施設）等の維持、造成に関すること 

２   災害復旧用材（国有林材）の供給に関すること 
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機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

経済産業省関東

経済産業局 

１  生活必需品、復旧資材など防災関係物資の円滑な供給の確保に関すること 

２  商工業の事業者の業務の正常な運営の確保に関すること 

３  被災中小企業の振興に関すること 

経済産業省関東東

北産業保安監督部 

１  火薬類、高圧ガス、液化石油ガス、電気、ガス等危険物等の保安の確保に

関すること 

国土地理院関東地

方測量部 

１  災害時等における地理空間情報の整備・提供に関すること 

２  復旧・復興のための公共測量の指導・助言に関すること 

３  地殻変動の監視に関すること 

国土交通省 

 関東運輸局 １  災害時における自動車輸送業者に対する運送の協力要請に関すること 

２  災害時における被害者、災害必要物資等の輸送調整に関すること 

３  災害による不通区間における迂回輸送等の指導に関すること 

 千葉国道事務所 

柏維持修繕出張所 

１  国道の維持修繕工事（工事、監督を含む）及びこれらの施設の保全に関す

ること 

 関東地方整備局 （災害予防） 

１  防災上必要な教育及び訓練等に関すること 

２  通信施設等の整備に関すること 

３  公共施設等の整備に関すること 

４  災害危険区域等の関係機関への通知に関すること 

５  官庁施設の災害予防措置に関すること 

（災害応急対策） 

１  災害に関する情報の収集、災害対策の助言・協力及び予警報の伝達に関す

ること 

２  水防活動、避難誘導活動等への支援に関すること 

３  建設機械の現況及び技術者の現況の把握に関すること 

４  災害時における復旧資材の確保に関すること 

５  災害発生が予測されるとき又は災害時における応急工事等に関すること 

６  災害時のための応急復旧資機材の備蓄に関すること 

７  災害時相互協力に関する申合わせに基づく適切な緊急対応の実施に関す

ること 

（災害復旧） 

１  災害発生後、できる限り速やかに現況調査を実施し、被災施設の重要度、

被災状況を勘案のうえ、二次災害の防止に努めるとともに、迅速かつ適切

な復旧を図るものとする。 
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 利 根 川 上 流 河

川 事 務 所 守 谷

出張所 

１  国土交通省の所管に係る河川管理施設保全に関すること 

２  洪水予報、水防警報その他水防に関すること 

 利根川下流河川

事 務 所 北 千 葉 

導水路管理支所 

 江戸川河川事務

所運河出張所 

気象庁東京管区

気象台 

（銚子地方気象台） 

１  気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表に伴う災害に対する気

象資料の提供に関すること 

２  気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る）及

び水象予報及び警報等の防災情報の発表、伝達及び解説・通報に関するこ

と 

３  気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備災害発生時における気象

観測資料の提供に関すること 

４  市が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること 

５  防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に関すること 

総務省関東総合

通信局 

１  非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営に関すること 

２  災害対策用無線機及び災害対策用移動電源車の貸し出しに関すること 

３  非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、周波

数等の指定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等により許認可

を行う特例措置の実施（臨機の措置）に関すること 

４  電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供に関すること 

厚生労働省千葉

労働局 

１  工場、事業所における労働災害の防止に関すること 

２  労働力の確保及び被災者の生活確保に関すること 
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４ 自衛隊 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

陸上自衛隊 

第１空挺団 

（習志野） 

１  自衛隊災害派遣計画の作成に関すること 

２  防災資機材の整備及び点検に関すること 

３  地域防災計画及び自衛隊災害派遣計画にふん合した防災に関する各種訓

練に関すること 

４  災害派遣時の救援活動のための防衛省の管理に属する物品の無償貸付及

び譲与に関すること 

陸上自衛隊需品学

校（松戸駐屯地） 

１  災害派遣部隊による救助、水防活動等 

２  人員・救援物資等の緊急輸送等に関すること 

海上自衛隊 

下総教育航空群 

１   災害派遣部隊による救助、消防及び水防活動 

２   人員・救援物資の緊急輸送等に関すること 

航空自衛隊航空

システム通信隊 

（柏送信所） 

１  災害情報通信等の協力に関すること 

 
 

５ 指定公共機関 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

東日本電信電話㈱ 

㈱NTT ドコモ 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 

１  電気通信施設の整備に関すること 

２  災害時における緊急通話の取扱いに関すること 

３  被災電気通信施設の応急対策及び災害復旧に関すること 

日本赤十字社 

千葉県支部 

１  災害時における救護班の編制並びに医療及び助産等の救護の実施に関すること 

２  災害救助の協力奉仕団の連絡調整に関すること 

３  義援金の募集及び受付に関すること 

日本放送協会 

（ＮＨＫ） 

１  市民（県民）に対する防災知識の普及と警報の周知徹底に関すること 

２  市民（県民）に対する災害応急対策等の周知徹底に関すること 

３  社会事業団体等による義援金品の募集及び配分に関すること 

４  被災者の受信対策に関すること 

東日本高速道路㈱ １  東日本高速道路の保全に関すること 

２  東日本高速道路の災害復旧に関すること 

３  災害時における緊急交通路の確保に関すること 

東日本旅客鉄道株式

会社柏駅及び我孫子

１  鉄道施設等の保全に関すること 

２  災害時における救助物資及び避難者の輸送の協力に関すること 
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機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

保線技術センター ３  帰宅困難者対策に関すること 

日本通運株式会社 

千葉支店 

１  災害時における貨物自動車（トラック）による救助物資及び避難者の輸送

の協力に関すること 

東京電力パワー 

グリッド㈱ 

１  災害時における電力の供給に関すること 

２  被災施設の応急対策と災害復旧に関すること 

日本郵便株式会社 

（柏郵便局） 

１  災害時における郵便事業運営の確保 

２  災害時における郵便事業に係る災害特別事務取扱い及び援護対策 

（１）被災者に対する郵便葉書等の無償交付に関すること 

（２）被災者が差し出す郵便物の料金免除に関すること 

（３）被災地あて救助用郵便物の料金免除に関すること 

（４）被災者救助団体に対するお年玉付郵便葉書等寄附金の配分に関すること 

（５）被災者の救援を目的とする寄附金の送金のための郵便振替の料金免除に関

すること 

３  災害時における郵便局窓口業務の維持に関すること 

ＫＤＤＩ㈱ １  電気通信施設の整備に関すること 

２  災害時等における通信サービスの提供に関すること 

３  被災電気通信施設の応急対策及び災害復旧に関すること 

ソフトバンク㈱ １  電気通信施設の整備に関すること 

２  災害時等における通信サービスの提供に関すること 

３  被災電気通信施設の応急対策及び災害復旧に関すること 

 

６ 指定地方公共機関 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

手賀沼土地改良区 １  防災ため池等の施設の整備と管理に関すること 

２  農地及び農業用施設の被害調査と災害復旧に関すること 

３  たん水の防排除施設の整備と活動に関すること 

京葉ガス株式会社 

京和ガス株式会社 

１  ガス施設の防災対策及び災害時における供給対策に関すること 

東武鉄道株式会社柏駅 

首都圏新都市鉄道株式会社 

１  鉄道施設の保全に関すること 

２  災害時における救助物資及び避難者の輸送の協力に関すること 

３  帰宅困難者対策に関すること 

一般社団法人千葉県トラック協会 １  災害時における貨物自動車（トラック）及び旅客自動車（バス）
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機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

一般社団法人千葉県バス協会 による救助物資及び避難者の輸送の協力に関すること 

公益社団法人千葉県医師会 １  災害時の医療及び助産活動に関すること 

２  医師会と医療機関との連絡調整に関すること 

一般社団法人千葉県歯科医師会 １  歯科医療活動に関すること 

２  歯科医師会と医療機関及び歯科関係団体との連絡調整に関する

こと 

一般社団法人千葉県薬剤師会 １  調剤業務及び医薬品の管理に関すること 

２  医薬品等の需給状況の把握及び情報の提供に関すること 

３  地区薬剤師会との連絡調整に関すること 

公益社団法人千葉県看護協会 １  医療救護活動に関すること 

２  看護協会と医療機関等会員施設との連絡調整に関すること 

千葉テレビ放送株式会社 

株式会社ニッポン放送 

株式会社ベイエフエム 

１  市民に対する防災知識の普及と警報の周知徹底に関すること 

２  市民に対する災害応急対策等の周知徹底に関すること 

３  社会事業団体等による義援金品の募集及び配分に関すること 

 

７ 公共的団体その他防災上重要な施設の管理者 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

一般社団法人柏市医師会 １  災害時の医療及び助産活動に関すること 

２  医師会と医療機関との連絡調整に関すること 

３  救護本部の運営及び指揮統制に関すること 

一般社団法人柏歯科医師会 １  災害時の歯科医療活動に関すること 

２  歯科医師会と医療機関との連絡調整に関すること 

一般社団法人柏市薬剤師会 １  医薬品の調達、供給に関すること 

２  薬剤師会と薬剤師との連絡調整に関すること 

公益社団法人千葉県柔道整

復師会 

柏・我孫子支部 

１  災害時の接骨救護活動に関すること 

２  柔道整復師会と接骨師との連絡調整に関すること 

柏市社会福祉協議会 １ 要配慮者支援に関すること 

２ 被災者生活支援に関すること 

３ 災害ボランティアセンターの設置・運営に関すること 

４ 救援ボランティアの受入・派遣に関すること１  災害ボランテ

ィアセンターの設置・運営 
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機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

２  救援ボランティアの受入・派遣 

利根土地改良区 １  農地及び農業用施設の被害調査と災害復旧に関すること 

２  たん水の防排除施設の整備と活動に関すること 

市川市農業協同組合 

ちば東葛農業協同組合 

１  災害時における食糧及び物資の供給に関すること 

２  被災組合員に対する融資及び斡旋に関すること 

柏商工会議所 

大規模商業施設 

１  災害時における物価安定についての協力に関すること 

２  救助物資、復旧資材の確保、斡旋についての協力に関すること 

柏市赤十字奉仕団、婦人会等社

会教育関係団体 

１  被災者に対する炊出し、救援物資の配分等の協力に関すること 

２  その他災害応急対策についての協力に関すること 

柏市建設関連 

防災ネットワーク 

１  仮設住宅、トイレの建設の協力に関すること 

２  倒壊住宅等の撤去の協力に関すること 

３  その他災害時における建設活動の協力に関すること 

柏市防火安全協会 １  防災対策の充実と危険物の安全確保に関すること 

２  地域における防災活動の向上に関すること 

病院等管理者 １  避難施設の整備と避難訓練の実施に関すること 

２  災害時における負傷者の医療と助産救助に関すること 

社会福祉施設管理者 １  避難施設の整備と避難訓練の実施に関すること 

２  災害時における収容者の保護に関すること 

金融機関 １  被災事業者等に対する資金の融資に関すること 

北千葉広域水道企業団 １  取水・導水施設及び送水・配水に関すること 

２  応急給水用水の供給に関すること 

柏市管工事協同組合 １  管路施設に関すること 

２  応急給水活動に関すること 

公益社団法人日本水道協会

千葉県支部 

１  応急給水活動に関すること 

２  応急復旧活動に関すること 

３  他水道事業体と水道関連団体との連絡調整に関すること 
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８ 住民及び事業所等  

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

住   民 

１  自らの生命・身体・財産の被害を食い止めるため住宅の耐震診断・改修

等震災の予防を図ること 

２  食糧、飲料水等の備蓄、非常持出品の準備、家具・大型家電の転倒防止、

ガス機器等適切な取扱い等の出火防止など、各家庭での身近な震災発生

時に備えを講じること 

３  住民は町会・自治会・区等の構成に参加しその活動に協力すること 

４  知事及び市長等が実施する防災対策に協力するとともに、積極的に防災活動に参

加し、災害の未然防止、被害の拡大防止及び災害の復旧等に寄与すること 

町会・自治会・区等 

１  自主防災活動の推進に関すること 

２  避難誘導、救出救護の協力に関すること 

３  初期消火活動の協力に関すること 

４  被災者に対する炊き出し、救援物資の配分等の協力に関すること 

５  被害状況調査等災害対策業務全般についての協力に関すること 

事 業 所 

１  事業所における防災対策の充実と従業員の安全の確保に関すること 

２  地域の防災活動に積極的に参加し、災害の未然の防止、自主防災組織、

町会・自治会・区等との連携を図るなど、地域における防災力の向上に

関すること 

３  集客施設を保有する施設にあっては、来客者の安全確保に関すること 

４  災害時に重要業務を継続するための事業継続計画(BCP)の策定に努める

こと 

５  帰宅困難者発生の抑制に関すること 

ボランティア団体 
１  平常時から構成員間の連携を密にした活動体制の整備に関すること 

２  災害時の救援救護活動の迅速な実施に関すること 
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第 3 節 市の概況と災害環境 
 

第 1 自然環境 
 

(１)１  位 置 

本市は、東京都心から 30km 圏の千葉県北西部に位置し、東西約 18km、南北約 15km、

面積は約 114.74ｋ㎡であする。東に我孫子市及び印西市、利根川を挟んで茨城県取手市及

び守谷市、南に鎌ケ谷市及び白井市、西に松戸市及び流山市、北に野田市が隣接する。 

 

(２)２  面積及び地形 

東西約 18km、南北約 15km、面積は 114.74km2 で、周囲は約 92km である。本市は

下総台地の北西部に位置し、その大部分は台地上にある。市の北東部には利根川が流れ、利

根川沿いには沖積低地が広がっている。約 7 割を占める台地面と 3 割の沖積面の割合で、階

段状の形をしている。標高差は、最大 32ｍでほぼなだらかな地形である。 
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(３)３  地 質 

本市のほとんどが「下総台地」にあたり、更新世の下末吉期の海進時に形成された、砂が

ちの海成層からなる下総層群（成田層群）と、その上位の層厚 2ｍ～5ｍの関東ローム層に

よって構成されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏市における微地形区分図 
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第 2 社会条件 
 

(１) １ 人 口 

(１) ア 人口と世帯 

東京都心からわずか 30km 圏にある柏市は、我が国経済の高度成長期以降、東京圏への

人口集中の影響を直接受け人口が著しく増加し、平成元年には 30 万人を、平成 22 年に

は 40 万人を突破した。 

平成 27 年 10 月 1 日（国勢調査）現在の人口は 413,954 人、世帯数は 175,691 世

帯であり、平成 2 年比で 35.7％増加している。この間の人口増加の傾向をみると、人口

10 万人から 20 万人へは 10 年を要したのに対し、20 万人から 30 万人へは 14 年、30

万人から 40 万人へは 22 年かかっており、人口増加の勢いは次第に緩やかになってきて

いる。また、「柏市の将来人口推計（平成 30 年 4 月）」によると、2025 年の 433,481

人をピークに減少することが見込まれている。平成 32 年をピークに人口は減少に転じる

ことが予想されている。 

なお、平成 17 年 3 月 28 日に沼南町と合併し、平成２０年４月からは、中核市の指定

を受けた。 

人 口 

（人） 

世帯数 

（世帯） 

人口密度 

（人／km2） 

１世帯当人口 

（人／世帯） 

４２１９，６０００７０ １８２９０，９２３０５８ ３，６７４７３９．４５ ２．３ 

※ 平成３０令和元年年１１０月 1 日現在 千葉県柏市毎月常住人口 

イ (２) 昼夜間人口（単位：人） 
夜間人口 

（Ａ） 

流出人口 

（Ｂ） 

流入人口 

（Ｃ） 

昼間人口（Ｄ） 

(Ａ)－(Ｂ)＋(Ｃ) 

404１３，012９５４ １１３４，２７６８２５ ７２５，２０５０３０ 362３７４，941１５９ 

※平成２２７年国勢調査結果 

※流出人口とは、市内に常住する者で、昼間市外に従業・通学する者 

※流入人口とは、市外に常住する者で、昼間柏市に従業・通学する者 

 

(２) ２ 交 通 

ア (１) 道 路 

柏市域を東西に国道 6 号、南北に国道 16 号が市を 4 分割するように通っている。また、

常磐自動車道が市北部を通り国道 16 号と交差する場所に柏インターチェンジが設置され

ている。これらの間を県道、市道が縦横に配置されている。国道、県道の舗装率は約 100％、

市道は 86.３％（平成 2９年 3 月 31 日現在）となっている。 

災害発生時には、県指定の常磐自動車道、国道 6 号、国道 16 号、国道 464 号等が緊

急輸送道路となる。 
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イ (２) 鉄 道 

柏駅を中心に東西に東日本旅客鉄道㈱（常磐線）、南北に東武鉄道㈱（東武野田線アーバ

ンパークライン）が通っており、駅はそれぞれ 3 駅、6 駅の合計 9 駅が設置されている。

また、市北部に首都圏新都市鉄道㈱（つくばエクスプレス）が通っており、2 駅が設置さ

れている。この他、市南端に北総鉄道㈱（北総線）が通っているが、駅は無い。 

中でも柏駅は、東日本旅客鉄道㈱（常磐線）と東武鉄道㈱（東武野田線）が交差したタ

ーミナル駅となっている。 

 
(３) ３ 産業経済 

ア (１) 商 業 

柏市には市街地に加え、幹線道路沿いにも多様な商業施設が数多く集積し、周辺市から

の購買力も吸引するなど商業機能が充実している。しかし近年、柏駅周辺地区の商業施設

の勢いがやや頭打ちとなっていることなどを背景に、年間商品販売額はわずかながら減少

傾向にある。今後も年間商品販売額は高水準を維持するものの、全国的な人口減少や都市

間競争の激化などを背景に緩やかな減少基調で推移することが想定される。 

 

イ (２) 工 業 

本市には十余二工業団地など８9 つの工業団地が立地しているが、その多くが昭和 40 

年代に形成されたもので、老朽化が進んでいる。また、近年の市内からの工場移転の動き

なども背景に、本市の製造業は、従業者数、製造品出荷額等ともに減少傾向にある。 

 

ウ (３) 農 業 

本市は、有数の野菜産地として都市農業が盛んである一方、農業従事者の高齢化や後継

者不足による農地の耕作放棄地化などの問題が深刻化している。 
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第 3 震災履歴     

 

江戸時代以降、柏市に影響を及ぼしたと推定される主な地震は、次のとおりである。 

発生日：西暦（日本歴） 震源域・規模 被害状況 

1703 年 12 月 31 日 

（元禄 16 年） 

房総沖 

M7.9～8.2 

（元禄地震） 

 関東地方の南部の広い範囲で震度 6 相当の揺れがあり、房総半

島や相模湾の沿岸部に津波が襲来する。全体として、死者 10，000

人以上の被害となる。 

170７年 1０月４日 

（宝永４年） 

紀伊半島沖 

M8.4～8.7 

（宝永地震） 

 東海地方沿岸部から四国にかけての広い範囲で震度 6 以上の揺

れがあり、太平洋沿岸部を中心に大津波が襲来する。少なくとも、

死者 20，000 人以上と言われる。東葛飾郡誌には「この地方一

帯大地震、暴風と重なる」と記述がある。49 日後には富士山が噴

火し、船橋で３～４寸の降灰があった。 

1855 年 11 月 11 日 

（安政 2 年） 

東京湾北部 

M7.2 

（安政江戸地震） 

 東京都東部、千葉県北西部、埼玉県東部などで震度 6 相当の揺

れが生じ、各所で火災、液状化が起きる。全体として死者 7，000

人以上の被害となる。 

1923 年 9 月 1 日 

（大正 12 年） 

相模湾 

M7.9 

（関東大震災） 

 関東地方の南部を中心に広い範囲で震度 6 を観測。地震直後に

発生した火災が被害を大きくし、東京、神奈川を中心に 10 万人以

上の死者を出した。千葉県内の死者は 1，335 人。 

 【柏市史による被害の記述】 

○根戸下・呼塚中間地点で貨車が脱線し東京との往来途絶、流言蜚

語流れ人心動揺す 

○地割し、噴水、堤防の亀裂、陥落、石碑の倒壊、屋根瓦の落下、

家屋の損傷実に甚し、幸い人畜に死傷なかりし 

○土村に於ける震災被害程度は、建物に僅に毀損せしのみにして人

畜其他に被害なかりき 

○運河堤塘大亀裂、堤塘復旧に着手して五千数百の人夫を費す 

1987 年 12 月 17 日 

（昭和 62 年） 

九十九里浜付近 

M6.7 

（千葉県東方沖地震） 

 山武、長生郡市を中心に、崖崩れ、道路の亀裂、陥没、堤防の沈

下、液状化現象等が多数発生した。千葉県全体で死者 2 人 

2011 年 3 月 11 日 

（平成 23 年） 

三陸沖 

M9.0 

（東日本大震災） 

 東北沿岸部に大津波が襲来。東京湾沿岸部等で液状化。 

（全体被害） 

千葉県内の死者は 20 人（行方不明 2 人）。柏市では震度 5 強を

記録し、鉄道の運行停止により多くの帰宅困難者が発生。 

 ○ 人的被害 死者１人 中等症６人 軽症１６人 

 ○ 建物被害 全壊１棟、半壊１６棟、一部破損４，７５０棟 

 ○ 道路損壊 １４３件 

 ○ 水道被害 ２８件 

（平成 2９年４月 1 日現在） 
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第 4 被害等の想定 
 

(１) 1 想定地震の設定 

 柏市がある南関東地域は、陸地の北米プレートの下に南方からフィリピン海プレート、東

方から太平洋プレートが潜り込む地域であり、プレートの境界面やプレートの内部で様々な

タイプの地震が発生し、大きな被害を引き起こしてきた。関東地方は、陸地の北米プレート

の下に南方からフィリピン海プレート、東方から太平洋プレートが潜り込んでおり、大変複

雑な構造をしている。大地震は、それらのプレート境界に長年蓄積した歪みが一気に開放さ

れることにより、発生している。特に、北米プレートとフィリピン海プレートの境界は、関

東地方の直下の比較的浅い深度に存在することから、ここで大地震が発生すると、大きな被

害が発生すると考えられている。 

  

 柏市被害想定防災アセスメント調査（平成 1831 年 3 月）では、国の中央防災会議で今

後 30 年以内に発生する確率が高い地震として想定及び検討した地震のうち、柏市に特に影

響があると考えられる、次の 23 つの地震を想定地震として被害の推計を行った設定した。 

・ア ①東京湾北部柏市直下地震(マグニチュード 7.3) 

・本市において最大最悪の被害をもたらすと想定されるプレート内地震 

イ ②・千葉県北西部直下茨城県南部地震(マグニチュード 7.3) 

・市川市から千葉市を震源域とする地震（千葉県地震被害想定調査（平成 28 年 3 月）

における対象地震） 

ウ ③大正関東地震(マグニチュード 8.2) 

・内閣府の想定(平成 25 年)による地震のうち、本市に最も影響を及ぼすおそれのある

プレート境界地震 
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これらの対象地震の震源分布は下記の通りである。これらのプレート境界で発生する地震

のタイプ以外では、平成 7 年兵庫県南部地震(マグニチュード 7.3)のように活断層で発生

するタイプが考えらるが、柏市内及び周辺においては、活断層が確認されていない。 

 

★: 破壊開始点 ●: 柏市役所 ■,●: 強震動生成域 (SMGA)
 

 

 

 

 

破壊開始点:  

断層面の中で最初に破壊が開始する位置。順次隣接する小断層面を破壊が伝播する。 

 

強震動生成域 (SMGA):  

断層面の中で特に強い地震波（強震動）を発生させる領域。 
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 しかしながら、国の中央防災会議では、地表で活断層が確認できなくても、地下に活

断層が存在し、地震を引き起こす可能性があることから、こうした地震に対しても、主要

な地域（都心、政令指定都市など）で想定を行っている。 

 こうしたことから、柏市直下でも活断層の地震が発生するとして、次の地震も設定し

た。 

・柏市直下地震(マグニチュード 6.9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除 
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(２) ２ 被害想定のまとめ 

 想定した 3 つの地震のうち、被害が最も深刻となる柏市直下地震を地域防災計画策定の想

定地震とする。 

平成 30 年度防災アセスメント調査の結果（１） 

 

柏市直下地震（Mw7.3） 千葉県北西部直下地震

（Mw7.3） 

大正型関東地震（Mw8.2） 

震
度 

   

液
状
化
危
険
度 

   

建
物
被
害
（
全
壊
・
焼
失
） 

全壊・焼失棟数：11,637 棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全壊・焼失率（分布図） 

全壊・焼失棟数：891 棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全壊・焼失率（分布図） 

全壊・焼失棟数：3,711 棟 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全壊・焼失率（分布図） 
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平成 30 年度防災アセスメント調査の結果（２） 

※建物の倒壊数は揺れによるもの。全壊数と半壊数は、揺れと液状化によるもの。 

※建物の全壊数には、揺れによるものを含む。 

※要救出者数は、建物に閉じ込められた者。死者、重傷者及び軽傷者数を含む。 

※都市ガスの供給停止世帯数は、京葉ガス供給エリアのみを対象として算定。 

※罹災者数及び罹災世帯数は、建物全壊及び焼失した者の数。 

※帰宅困難者数は、柏市へ通勤・通学してきた人のうち、地震により帰宅できなくなる

者。 
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大項目 柏市直下地震 千葉県北西部直下地震 大正型関東地震

規模 7.3 7.3 8.2

震度6弱～6強 震度6弱 震度6弱
6,975 555 3,041

11,811 2,489 7,558
冬5時 6 1 1

夏12時 6 1 2
冬18時 19 4 5
冬5時 898 4 4

夏12時 1,215 4 8
冬18時 4,658 332 666

上水道 65.1 38.1 45.1
下水道 4.9 3.1 3.2

都市ガス 70.5 0.3 55.5
電力 91.9 78.7 81.8
電話 90.7 78.2 82.7

大規模損傷 16 1 0
中規模損傷 18 9 20
小規模損傷 14 36 27

常磐線 3 0 0
野田線 3 0 0

つくばエクスプレス 2 0 0
冬5時 235 20 94

夏12時 73 7 32
冬18時 250 13 60
冬5時 367 33 148

夏12時 227 21 98
冬18時 243 30 108
冬5時 1,332 241 746

夏12時 897 116 439
冬18時 900 159 494

冬5時
42,384

(16,954)
8,227

(3,291)
20,314
(8,126)

夏12時
43,618

(18,096)
8,227

(3,587)
20,331
(8,864)

冬18時
57,340

(22,936)
9,550

(3,820)
22,984
(9,194)

冬5時
99,633

(59,780)
33,315

(19,989)
54,424

(32,654)

夏12時
100,375
(60,225)

33,315
(19,989)

54,440
(32,664)

冬18時
110,042
(66,025)

34,489
(20,693)

56,710
(34,026)

冬5時
64,677

(45,274)
13,467
(9,427)

30,532
(21,373)

夏12時
65,686

(45,980)
13,467
(9,427)

30,549
(21,384)

冬18時
77,690

(54,383)
14,761

(10,333)
33,106

(23,174)

廃棄物 1,452,010 148,780 582,270

23,832
62,788
16,200

災害廃棄物[t]

人的被害

揺れ

重傷者[人]
(風速8m/s)

1日後の避難者[人]
(風速8m/s)

(括弧内は避難所外避難者)

2週間後の避難者[人]
(風速8m/s)

(括弧内は避難所外避難者)

1ヶ月後の避難者[人]
(風速8m/s)

(括弧内は避難所外避難者)

帰宅困難者（柏市への通勤・通学者）[人]

帰宅困難者（柏市からの通勤・通学者）[人]

帰宅困難者（柏駅周辺の滞留者）[人]

地震発生直後の機能支障率[％]
地震発生直後の機能支障率[％]

地震発生直後の回線不通率[％]

道路橋梁被害[箇所]

地震発生直後の不通駅間数

道路

鉄道

負傷者（重傷者+軽症者）
(風速8m/s) [人]

主な震度階
マグニチュード

小項目(前提条件)

死者[人]
(風速8m/s)

全壊数[棟]
半壊数[棟]

地震発生直後の機能支障率[％]
地震発生直後の停電率[％]

炎上出火件数
(風速8m/s)

焼失棟数
(風速8m/s)

火災

 

 

ライフラインの復旧予測（柏市直下地震の場合） 

種類 応急復旧日数 
電力 6 日 1 週間 

都市ガス 14 日 1 か月 
LP ガス 約 3 日 

上水道 約 7０日 1か月後に 90.7%が回復 
電話 1週間後に99%以上が回復１４日 
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(３) ３ 職員の参集予測 

 

ア (１)参集率の考え方 
(ｱ) ①居住地から市役所までの距離 

 執務時間外に大規模地震が発生した場合、参集可能な職員数を時系列で把握するため

に、職員の居住地から市役所までの距離を把握した。また、居住地から市役所までは徒

歩で行うものとし、歩行速度は時速 3km/時と仮定して到着時間を算出した。また 20km

以上の場合には、発災後１日以内の参集は困難とし、２日目から参集可能とした。 

 

距離（km） ～3 ～6 ～9 ～12 ～15 ～20 20～ 

合計 到着時間 

（時間） 

～１ ～２ ～３ ～４ ～５ ～7 ２日目 

職員数 555 635 423 344 212 159 317 2,645 

％ 21% 24% 16% 13% 8% 6% 12% 100％ 

※平成 24 年度の調査結果を基に、平成 2９年 4 月 1 日現在の職員数で算出。 

 

(ｲ) ②参集困難者の割合 

 本人・家族の被災や救出・救助活動への従事により参集を開始できない（参集できな

い）職員の割合を、過去の災害データを考慮した「千葉県業務継続計画（震災編）」の値

に準じて設定した。 

【参集を開始できない職員の割合】 

経過日数 ～１日 ～３日 １週間 

参集不能率 30％ 20％ 2％ 

理由 
発 災 直 後 の 負 傷や

混乱等による 

発 災 直 後 の 負 傷 や

混乱等による 

本人の重症等による 

 

イ (２)参集の予想 

 前項の考え方に基づいて参集数を算出した結果を下記に示す。 

 

 １時間 ３時間 ５時間 ７時間 １日 ３日 １週間 

参集人数 370 1,137 1,270 1,402 1,613 2,116 2,592 

参集率 14 ％ 43％ 48％  53％  61％  80％  98％ 

※平成 24 年度の調査結果を基に、平成 2９年 4 月 1 日現在の職員数で算出。 

 

※算出数値は、平成 24 年度に実施した参集訓練の結果を引用したものです。 
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自助 

共助 
公助 

町会･自治会･区等 ふるさと協議会 

平
常
時 

安
全
対
策 

◆建物の耐震化 

◆家具等転倒防止策 

◆消火器の配備 

◆危険箇所の把握 

◆防災資源の把握 

 

 ◆防災情報の提供 

◆防災マップの配布 

◆耐震化等の助成 

 

備
蓄 

◆水・食糧の備蓄 

 (最低３日分) 

◆ライフライン寸断対 

 策(懐中電灯、ラジオ、

非常用トイレ袋 等) 

◆非常持ち出し品の準 

備(家族に合わせた準備) 

◆防災資機材の備蓄 

 (組織活動で必要なもの) 

 ◆食糧の備蓄 

 (想定避難者１日分) 

◆資機材の備蓄(避難所で

必要となる大型資機材) 

◆民間などからの調達体

制構築 

被
災
対
策 

◆家族のルールづくり 

 (集合場所、避難ルート、

連絡方法等) 

◆防災組織づくり 

◆要配慮者の把握と見守

り 

 

◆防災組織づくり 

◆近隣センター(地区災害

対策本部)との連携 

◆防災組織づくり支援 

◆近隣センター(地区災害

対策本部)の体制強化 

◆情報通信機器の整備 

◆避難場所・避難所の確認 ◆避難場所・避難所の選定 

◆避難所運営組織の結成 

◆避難場所・避難所の選定 

◆避難所運営組織の結成 

◆避難場所、避難所の拡充 

◆避難所運営組織の結成

支援 

講
習
・
訓
練 

◆防災講習会への参加 

◆防災訓練への参加 

 

◆防災講習会の実施 

◆防災訓練の実施 

◆防災講習会の実施 

◆防災訓練の実施 

◆防災講習会の実施支援 

◆防災訓練、防火指導の実

施支援 

 

 

自助・共助・公助のイメージ 

大規模な災害がいつ、どのような状態で発生するかを予想することはできない。大規模な災害

が発生し、混乱した事態の中で、被害を最小限にとどめるためには、市を中心とする防災関係機

関が、迅速な防災活動を開始するための事前の予防対策を行うことが重要である。 

また、住民一人ひとりが、災害に対する事前の備えとして町会・自治会・区等の地域の防災活

動に積極的に参加し、日常の活動を通して共助の意識を育むなどの取組も重要である。 
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第 1 節 災害に強い人と地域をつくる 
 

第１ 自助・共助の育成 
担当部局 関係機関 

総務部、地域づくり推進部、こども部、 

学校教育部、消防局 

町会・自治会・区等、ふるさと協議会、消防団、

学校、各種事業者 

 

現状と課題 

◆ 災害から命と財産を守るためには、住民一人ひとり、隣近所、地域住民組織の活動が不可

欠である。 

◆ 町会・自治会・区等の中で、自主防災組織を結成している割合が約８割である。 

 

基本方針 

● 防災情報の提供、防災教育の充実により、防災知識の普及、意識の高揚に努める。 

● 地域防災力向上のため、自主防災組織の結成と活性化を支援する。 

 

施策方針 

(１) １ 自助の育成 

住民は、「自分の身の安全らの命は自分がら守る」という「自助」の観点にたち、日頃から

災害についての認識を深め、備えをしておくことが必要である。このため、個人や家庭、学

校、事業所等で取り組むべき事柄について、災害時あんしんマップ（防災情報面）の活用な

ど、参考にできる情報について、防災講習会等を通じて積極的に周知を広報活動の充実強化

を図る。災害時あんしんマップは、転入手続き等の機会に住民へ配布することを継続する。 

 

ア (１) 個人・家庭 

命を守るために 

 家の点検を行い、耐震補強をする。（市の支援制度を活用） 

 家具・家電を倒れないよう工夫する。（特に寝室、高齢者世帯・障害者世帯

（市の支援制度を活用）は重要） 

 ブロック塀・門柱の倒壊を防ぐ。 

 消火器を設置する。 

被 災 生 活 に 備 え

るために 

 最低３日、推奨１週間分の食糧や飲料水を備蓄する。 

 家族に合わせた備蓄をする。（乳幼児、妊婦、介護用品、常備薬等） 

 ライフライン寸断に備えた準備をする。（懐中電灯、ラジオ、非常用トイ

レ袋、風呂の残り湯等、電気を使わない調理器具等） 

 非常持出品を準備する。（各自リュック一つ分） 

 ローリングストック（備蓄したものの期限を確認し、適宜使用し、補充す

ることを繰り返す）を実施する。 

 ペットの避難生活に必要な物資（ケージ，リード，食器，フード、常備薬

など）を備蓄するとともに、しつけやマナーを徹底する。 

 市が獣医師会と連携して行うペット同行避難関連の講習等に参加する。 
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災 害 時 に 慌 て な

いために 

 居住する地域のどこで、どのような災害が発生するリスクが高いのかを把

握しておく。 

 避難場所、避難所を把握しておく。 

 災害時の適正行動を把握しておく。（身を守る方法等） 

 災害時の緊急情報の入手環境を整える。 

 家族間で災害時のルールを決めておく。（災害時の連絡方法、災害用伝言ダ

イヤルの使用方法、集合場所の設定、それらを記載した「防災カード」（柏

市ＨＰから入手可能）の携帯など） 

 防災訓練に参加する。 

【高層住宅の場合】 

 建物の耐震性やライフライン設備、エレベーター設備を理解する。 

 一定階ごとの備蓄（個人・共有）や受水槽、高架式水槽等を活用し必要な備えを講じる

ことで、外部と孤立した場合の避難生活を回避する。 

上記の項目も含め、住民や管理組合に対してマンション防災に関する知識の普及啓発を推

進していく。 

 

【自動車に乗車中だった場合】 

■ 道路以外の場合に停車（駐車）し、緊急車両等の通行の妨げにならないようにする。 

■ 道路上に停車（駐車）しなければならない場合は、左側に寄せて、鍵を付けたままで自動

車から離れる。 

 

【非常持出品リスト】 

 常に準備しておくものの一例 

 ・非常食品（乾パン、缶詰、栄養補助食品、水、水筒、皿、コップ、割り箸、缶切、家族

構成にあった食品等） 

 ・応急医薬品（ばんそうこう、傷薬、解熱剤、消毒薬、目薬、常備薬等） 

・生活用品（衣類、タオル、ウエットティッシュ、マスク、手袋、雨具、ライター、ビニ  

ール袋、生理用品、紙おむつ、簡易トイレ、家族構成にあった生活用品） 

 ・その他：携帯ラジオ、懐中電灯、予備の電池、非常持ち出し袋 

 災害時に非常持ち出し品とあわせて持ち出すものの一例 

・貴重品等（現金、預貯金通帳、カード、印鑑、免許証、権利証書、健康保険証、お薬手帳 

（診察券とセット）、携帯電話、充電器） 

 

 

 イ (２) 学 校 
(ｱ) ①幼稚園・保育園・こどもルーム 

 園児・児童の安全を第一に考え、日頃から防災教育や訓練の実施を励行する必要があ

るため、訓練等の実施に必要な資機材を提供し、その充実を支援する。 

 親が市外へ働きに出ている等すぐに子どもを引き取ることが困難な場合を想定し、一

定期間子どもを預かることのできる支援対策を構築する。 
 

(ｲ) ②小・中・高等学校 

 児童・生徒の安全確保を第一に考え、日頃から防災教育や訓練の実施を励行する必要

がある。また、全ての学校が避難所に指定されていることから、避難者を受け入れる体
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制を日頃から整備しておくことが求められる。このため、訓練等の実施に必要な資機材

を提供し、その充実を支援するとともに、学校と地域住民との連携体制が構築できるよ

う調整を行う。 

児童・生徒の安

全確保 

 日頃から学校敷地内や通学路等の危険箇所を把握するとともに、下校困難（帰

宅困難）時に備え、食料等の備蓄を励行する。 

 災害時は避難誘導や保護者等への引渡しを行い、児童・生徒の安全確保を徹

底する。平時より、学校と保護者との間で、児童・生徒の引き渡しに関する

ルールを設定しておく。 

 保護者等への引き渡しができない場合は、校内の安全な場所又は他の安全な

避難所に誘導し、安全確保を行う。 

防災教育・訓練

の実施 

 教職員や児童・生徒等への防災教育・避難訓練を積極的に実施し、災害対応

力の向上を図る。特に、土砂災害のリスクがある学校等については、毎年、

梅雨や台風の時期を迎える前までを目途に防災教育・避難訓練を実施する。 

地域との連携推

進 

 避難所の自主運営体制の構築と開設・運営時の混乱防止と円滑化を推進する

ため、日頃から自主防災組織・町会・自治会・区等との協力体制を確立し、

避難所運営訓練を実施しておく。 

避難所機能の強

化 

 初動期に必要な最低限の物資・資機材を配備する。 

・備蓄品の配備（市が用意） 

毛布、ペットボトル飲料水、発電機、投光器、非常用トイレ袋 

・避難所開設・運営資機材の配備（市が用意） 

  照明器具、文房具など 

 要配慮者へ配慮した物品の整備に努める。 

 マンホールトイレを整備する。 

 洋式トイレの整備に努める。 

 平時より教育委員会と学校の連絡体制を確立しておく。 

 

(ｳ) ③大学 

 学生の安全確保を第一に考え、帰宅困難時に備えた食糧等の備蓄を実施する必要があ

る。また、避難所に指定されている大学については、避難者を受け入れる体制を日頃か

ら整備しておくことが求められる。更に、市は学生が行うボランティア活動との連携体

制の構築を目指す。 

学生の帰宅困難

対策 

 日頃から学生の帰宅困難時に備え、食料等の備蓄を励行する。 

 災害時は学内の安全な場所又は他の安全な避難所に誘導し、安全確保を行う。 

学生ボランティ

アの育成 

 学生が行う災害ボランティア活動を積極的に支援する。 

 市は災害時に学生との連携した活動ができるよう、日頃からその体制構築に

努める。 

地域組織との連

携推進 

 避難所の開設・運営時の混乱防止と円滑化を推進するため、日頃から町会・

自治会・区等との協力体制を確立しておく。 

避難所機能の強化 

 初動期に必要な最低限の物資を配備する。 

・柏市備蓄品の分散配備（市が用意） 

毛布、ペットボトル飲料水、発電機、投光器、非常用トイレ袋 

・避難所開設・運営資機材の配備（市が用意） 

照明器具、文房具など 
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ウ (３) 事業所 

 事業所は、従業員や施設利用者の安全を確保するため、日頃から予防対策を講じるとと

もに、地域における重要な防災資源であるとの認識に立ち、地域住民との連携を強化して

おく必要がある。事業所内での自主的な対策と地域住民との連携体制が推進されるよう広

報活動の充実・強化を図る。また、帰宅困難者の発生を抑制するため、従業員や施設利用

者に無理な移動をしないよう一斉帰宅の抑制に努める。 

事業所内対策 

 施設･設備の安全対策を行う。（耐震化、ロッカーの転倒防止等） 

 避難場所・避難所を把握し避難経路を設定する。 

 従業員、施設利用者等の安全確保のための訓練・研修を実施する。 

 最低３日、推奨１週間分の食糧・水、ライフライン寸断に備えた準備をする。 

 業務継続計画（ＢＣＰ）を策定する。 

地域住民組織と

の連携 

 地域の防災訓練などへ参加する。 

 災害時には資機材を提供し、人的支援を行う。 

 

(２) ２ 共助の育成 

 住民は、「自分たちの地域は自分たちが守る」という「共助」の観点にたち、日頃から災

害についての認識を深め、備えをしておくことが必要である。そのため、地域住民組織や事

業所等が取り組むべき事柄について、広報活動をとおして協力の呼びかけを行う。 

 

ア (１) 隣近所（「近助」） 

災害発生時、個人・家庭での応急措置が終了次第、まずは隣近所の安否を確認する必要

がある。消火や救助が必要な場合は、周囲にその状況を伝え、協力して活動することが重

要となる。 

 

イ (２) 町会・自治会・区等 

 町会・自治会・区等は、令和元年 7 平成 2９年４月 1 日現在、２９7４団体が組織化さ

れている。災害対策においては、その組織力を生かして「共助」の中心的な役割を担うこ

とが求められる。日ごろの地域活動の機会をとらえて、下記のような災害対策に関する活

動を盛り込んでいくことが重要である。 

協力体制の確立

のために 

 多様な地域住民や来街者を積極的に地域へ受け入れ、日ごろからコミュニケー

ションを密にとる。 

地域住民を守る

ために 

 災害上の短所（危険な場所等）や長所（防災上有益なもの、有資格者等）を把

握する。 

 要配慮者を把握し、日頃から見守りと交流を行う（「柏市防災福祉Ｋ－Ｎｅｔ」

に登録し、活動する。）。 

 学校、事業所、消防団等との協力体制を整える。 

被 災 生 活 に 備

えるために 

 組織的活動で必要な資機材を用意しておく。 

 防災倉庫・給水所等の防災施設の情報を確認しておく。（柏市ｗｅｂ版防災・ハ

ザードマップ、柏市災害時あんしんマップ、柏市地域別防災カルテ参照） 

災 害 時 に 慌 て

ないために 

 避難場所、避難所を選定しておく。（一時的な空間地、指定緊急避難場所、指定

避難所） 

 地域の災害リスクを確認し、地区別避難マップ等を作成する等しておく。（柏市
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ｗｅｂ版防災・ハザードマップ、柏市災害時あんしんマップ、柏市地域別防災

カルテ参照） 

 防災組織をつくり、活動する。 

・情報収集伝達、消火、救出救護、避難誘導、給食給水 

・避難所の開設・運営の組織づくりへの協力 

・防災訓練の実施、防災チラシの回覧など、防災知識・技術の普及 

 地域防災リーダー講習会へ参加し、「防災推進員」として災害時に防災活動を行

う上で必要な知識、経験並びに技能を学ぶとともに、地域内で知識を共有する。 

【自主防災組織】 

①①結成と運営支援 

 組織の設立費と次年度以降の運営費を助成し、自主防災組織の結成促進と活動の強化を支

援する。 

②②基本構成等 

基本構成 活動内容 活動資機材 

情報収集伝達班 被害状況、防災情報の収集、広報活動 ヘルメット、笛、ハンドマイ

ク、ラジオ、消火器、バケツ、

救急セット、三角巾、バール、

ハンマー、ロープ、はしご、

ジャッキ など 

消火班 出火防止・初期消火の実施 

救出・救護班 負傷者の救出・救護 

避難誘導班 高齢者・障害者の保護、避難誘導 

物資班 給食・給水・救援物資の配布 

③③防災推進員の指名 

 自主防災組織の活性化を目的に平成１０年度から各組織３名以内の「防災推進員」を指名

している（任期は２年）。「防災推進員」が地域の防災リーダーとして活躍できるよう講習会

を開催する等、知識と技術の習得を支援し、地域防災リーダーの着実な人材育成を図する。 

④④関係機関との連携支援 

 自主防災組織の活性化及び地域防災力の向上を推進するため、地域の消防団や事業所と連

携できる体制を支援する。 
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【避難所運営組織づくり】 

 発災直後の混乱期に避難所が迅速に開設され、避難者への支援がより円滑に行なわれるた

めには、避難所となる学校と避難所を利用する住民により、予め避難所運営組織を形成して

おき、避難者による自主的な運営を行うくことが必要である。 

 組織づくりにあたっては、市（総務部）は、町会・自治会・区等と学校の調整、マニュア

ル作成や訓練実施を通して組織の設立を積極的に支援するものとする。 

 また、体育館や防災倉庫の鍵の所持を町会・自治会・区等にも委ね、避難所の迅速な開設

体制を整えるものとする。 

＜避難所運営組織の役割＞ 

 ・避難施設の点検：施設管理者や市職員が不在の場合、目視により施設を点検（外壁、天井、 

          窓、ライフライン等） 

 ・避難所の開設：施設管理者及び市職員と協力し、施設を開錠し安全を確認 

 ・市との情報連携：避難所開設状況・避難者数・被害状況等をとりまとめ、市へ情報提供 

 ・避難所の運営：避難者台帳の作成、部屋割り、食事の提供・管理、傷病者の把握等 

＜組織の構成（例）＞ 

○総務チーム  ○保健・衛生チーム   ○施設管理チーム  ○食料・物資チーム 

○情報チーム  ○要配慮者支援チーム  ○支援渉外チーム 
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ウ (３) ふるさと協議会 

 ふるさと協議会は、市内２０２１のコミュニティエリアごとに昭和５５年度から組織さ

れており、エリア内の町会・自治会・区等や様々な団体で構成され、住みよい地域づくり

のため、様々な事業を実施している。（柏の葉コミュニティエリアは未設置（令和元年１

１月現在）。） 

 災害時に被害の軽減と被災者支援を効果的に進めるため、近隣センターに設置される地

区災害対策本部との協力体制の構築に努める。 

 

【男女共同参画の推進】 

 災害時における男性女性それぞれのをめぐる諸問題を改善するため、各組織には女性の多

様な人材を積極的なに登用するとともにと、男女共同参画の視点に配慮した防災対策を推進

するよう働きかける。 

 

エ (４) 消防団 

消防団は、地域密着性及び要員動員力の特性を活かし、地域防災力の中核として町会・

自治会・区等との連携強化の促進が必要となる。防災力の充実強化のため、消防団は、女

性や若者の入団を促進する。 

市（総務部、消防局）は、消防団と町会・自治会・区等との顔の見える体制の構築づく

りを支援し、地域における救急救命訓練、初期消火訓練、避難誘導訓練等の充実・強化を

図る。 

 

 

【地区防災計画の策定】 

地域防災力を向上させ、地域コミュニティの維持・活性化を図るために、市内各地域の特性

に応じ、その地区の居住者や事業者による「災害時に、誰が、何を、どれだけ、どのようにす

べきか」などを規定する「地区防災計画」を策定することができる。 

なお、地区防災計画は、ふるさと協議会及び町会・自治会・区等の地域組織の活動に資する

ものであることとし、市の防災会議に提案（計画提案）することにより、市の地域防災計画と

して規定する場合がある。 

計画策定の促進に当たっては、各地域の特性(被害の様相、地域住民の視点)を踏まえて災害

対応等を取りまとめ、住民一人ひとりに周知することが重要である。地域の被害の様相を把握

するために、市の「地域別防災カルテ」を活用するよう働きかける。 

市は、住民・地域のそれぞれが災害時にとるべき行動を検討する契機となるよう、地区防災

計画策定の支援を積極的に行う。 
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目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成30年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 

(平成 32 年度) 
指標の説明 

自主防災組織の結成 ７５．５％８

２．０％ 

８５％ 町会・自治会・区等（２９４２９7 団体）

の内、自主防災組織を結成している割合 

地域防災力の中核的存在 

協働の呼びかけ 

 

 

消防団 

ふるさと協議会 

町会・自治会・区等 

 住民 

柏市 

専門的知識や 

経験を持つ人 

学校 

地域で活動する団体 

民生委員 

児童委員 

事業所 



震災編 第 2 章 予防計画 第 1 節 災害に強い人と地域をつくる 

震－37 

  

第２ 自助・共助・公助の連携 
担当部局 関係機関 

全部局 町会・自治会・区等、ふるさと協議会、消防団、学校、 

各種事業者 

 

現状と課題 

◆ 災害時は市と地域住民組織との連携が不可欠であるが、協力体制が十分に確立されていない。 

◆ 安否確認や避難所の開設体制等について、平常時から協力体制を確立する必要がある。 

 

基本方針 

● 「自助」「共助」「公助」の役割を明確化する。 

● 市と町会・自治会・区等との具体的な協力体制を確立する。 

 

施策方針 

(１) １ 役割の明確化 

 災害による被害を最小限に抑え、早期に復旧・復興するためには、個人・地域・市のそれ

ぞれが役割を認識し、相互に協力し合う体制や仕組みづくりが必要である。市は、災害時に

おける行政の限界線を広く周知することで、連携体制の構築に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
公 助 

国や県、市が市民や事
業所等を災害から守
る。 

 

 
共 助 

自主防災組織や隣近
所が地域で助け合っ
て互いに災害から守
る 

 自 助 

市民や事業所等は、発
災直後において、自ら
の命は自ら守る 
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(２) ２ 災害時の協力体制の確立 

情報の収集と伝達 

 災害時に迅速な情報集約ができるよう町会・自治会・区等から被害状

況、安否情報を収集できる体制を確立する。 

 市が発する災害時の緊急情報は、町会・自治会・区等を通して回覧や

掲示等により周知できる体制を整える。 

避難所運営組織 

 （避難所運営組織に関しては、第２章第１節第１「自助・共助の育成」

参照） 

 市は、地区住民の意見も取り入れながら避難所運営マニュアルの見直

しを積極的に行っていく。 

物資の運搬体制 

 防災備蓄倉庫から指定避難所への物資運搬が円滑に行なえるよう、各

コミュニティエリア（２０２1 エリア）内において、エリア内の事業

者等との連携により、運搬体制を確立する。 

応急給水体制 
 災害時に応急給水拠点での飲料水の供給が円滑に行なえるよう、ふる

さと協議会との協力体制を確立する。 

要 配 慮 者 の支 援 体

制 

 （第２章第３節第４「要配慮者支援体制」参照） 

防災訓練の実施 
 上記の協力体制を推進・強化するため、各種訓練の実施を支援し、体

制の検証を繰り返し実施する。 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

避難所運営組織の結成 １０．０％ １００％ 指定避難所に対する避難所運営

組織の結成割合 
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第３ 人材の育成・確保 
担当部局 関係機関 

総務部、地域づくり推進部、保健福祉部、 

都市部 

柏市社会福祉協議会、大学、千葉県建築士会、 

千葉県建築士事務所協会、柏市国際交流協会 

 

現状と課題 

◆ 発災時には、人命救助や被災者支援など多くの人手が必要となる。 

◆ 災害ボランティアを受け入れるための、体制や人的支援体制が必要となる。 

 

基本方針 

● 災害時に必要となる人材育成・確保に努める。 

● 災害ボランティアの受け入れ体制の強化に努める。 

● 職員の活動体制を強化する。 

 

施策方針 

(１) １ 人材の育成・確保 

災害時に必要となる有資格者の育成と確保に努めるとともに、市社会福祉協議会やNPO法

人、民間の災害支援団体等との協定締結を促進する。また、上記の法人・団体と連携し、災

害ボランティアコーディネーターの養成を支援する。 

また、応急危険度判定や被災宅地危険度判定については、市職員や建築士等にコーディネ

ーター訓練や県の応急危険度判定士講習会等への参加を促し、市外の建築士等も含めての協

力体制を確立しておく。 

被災建築物の判定 被災建築物応急危険度判定士（市職員）の育成・確保 

被災宅地の判定 被災宅地危険度判定士（市職員）の育成・確保 

被害調査 被災家屋調査員（市職員）の育成・確保 

障害者・介護者支援 介護ボランティア、手話通訳者、通訳翻訳ボランティア等の確保 

外国人支援 通訳者、翻訳者の確保 

災害対策総合支援 千葉県災害対策コーディネーター、防災士の把握・活用体制の確立 

自主防災組織 防災推進員の育成・確保 
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(２) ２ 災害ボランティア活動の推進 

 柏市社会福祉協議会やNPO法人、災害支援団体は、平時から市と連携して災害ボランティ

ア活動に関する意識・知識の普及・啓発を図り、上記団体のボランティアを交えた対策訓練

を実施するとともに、災害時におけるボランティアの受け入れ体制を強化する。 

啓発事業 

 毎年１月１７日の「防災とボランティアの日」及び１月１５日から２１

日までの「防災とボランティア週間」を中心に啓発事業を実施し、市民

等のボランティア意識の醸成を図る。 

訓練 

 毎年９月１日の「防災の日」及び８月３０日から９月５日までの「防災

週間」を中心に、災害ボランティアセンターの設置・運営訓練等を実施

し、災害時の対応力強化に努める。 

学生ボランティア

の確保 

 大学における学生ボランティアの把握と協力体制を確立する。 

ボランティア受け

入れ体制強化 

 災害ボランティアセンターの運営体制を強化するため、災害ボランティ

アコーディネーター養成講座を継続的に実施する。 

 

【災害ボランティアセンター】 

 災害時のボランティア活動を効率よく推進するため、次に掲げる役割を担う。 

 災害ボランティアの調整と活動支援。 

 災害ボランティアの情報の収集と発信。 

 

 

【災害ボランティアコーディネーター】 

 災害発生後、被災者側の「支援を求めるニーズ」と支援者（災害ボランティア）側の「被災 

 者の役に立ちたい」というニーズを結びつける役割を担う。 

 

(３) ３ 職員体制の強化 

 職員の防災意識の高揚と災害対応力の向上を目指し、年度当初に各部局及び各所属に次の

担当を指名する。各リーダーの指名は、防災における男女共同参画の視点を反映させるため、

防災リーダーへの女性を含めた幅広い人材のを積極的なに登用に努めする。 

 また、指名された職員が防災に関する間教育・訓練の実施をとおし、将来にわたり職場に

おける防災推進者として活躍できる環境の整備と人材の育成にも努める。 

本部連絡員 

 災害対策本部と各部局間の調整を円滑、適切に実施するため、各部局に１

名の本部連絡員を配置する。 

 本部連絡員は、本部員の活動を補佐するとともに、各部局の所管に係る災

害情報及び応急対策の実施状況等を本部に報告、本部からの指示又は連絡

事項を各部局内に伝達する。 

危機管理・防災統括

リーダー 

 各部局における応急活動を迅速かつ円滑、適切に実施するため、各部局に

１名の統括リーダーを配置する。 

 統括リーダーは、平常時は、部局内における防災対策に関する事項を調整

及び処理するとともに、防災安全課との連絡調整、行動マニュアルの作成

及び周知等に努めるものとする。 
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危機管理・防災 

リーダー 

 各所属における応急活動を迅速かつ円滑、適切に実施するため、各所属に

１名のリーダーを配置する。 

 リーダーは、平常時は、危機管理・防災統括リーダーを補佐し、所属内に

おける防災意識・技術の向上に努めるものとする。 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

女性防災リーダーの指名 8.3１３．

６％ 

２５％ 危機管理・防災統括リーダー（管

理職）の内、女性が占める割合 
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第４ 災害対応力の強化 
担当部局 関係機関 

全部局 全防災関係機関 

 

現状と課題 

◆ 災害の規模が大きくなるほど、初動期は対応できる職員が不足する。 

◆ 大地震と他の災害が同時に起こった場合は、被害が甚大となる。 

 

基本方針 

● 行動マニュアルの整備とそれに伴う実践的な訓練を継続的に実施する。 

● あらゆる災害に対応できるよう危機事象を洗い出し、事前に対策を検討する。 

 

施策方針 

(１) １ 活動マニュアルの整備 

 市（各部局長）は、この計画に基づき各部局の実情に応じた具体的な行動計画を定めた災

害時活動マニュアル（以下「マニュアル」という。）を作成定期的に見直するものとする。 

なお、マニュアルは災害時に役立つよう簡潔・明瞭なものとし、チェックリスト欄を設け

る等、実効性の確保に努める。 

 

ア (１) 市各部局マニュアルの必須事項 

□課別職員数一覧 □参集基準・参集心得 □活動目標（時間目標） □活動内容 

□想定危機事象と対応策 □防災行政無線の通信統制 □活動別職員配置数一覧 

□報告先一覧 □連絡先一覧 □チェックリスト □様式集 

 

イ (２) 市地区災害対策本部マニュアルの必須事項 

□地区災害対策本部員一覧 □参集基準・参集心得 □施設開錠方針 

□活動目標（時間目標） □想定危機事象と対応策 □防災行政無線の通信統制 

□活動内容（時間軸設定） □報告先一覧 □連絡先一覧 □チェックリスト □様式集 

 

【自主防災組織等へのマニュアル作成支援】 

災害時に自主防災組織活動が円滑に行えるよう、役割分担や活動内容を明確にしたマニュア

ル作成を支援し、災害時のスムーズな協力体制の構築につなげる。 

 

(２) ２ 防災訓練の実施 

災害時により迅速・適切な行動をとるためには、災害を想定した訓練を実施することが重

要である。その際、人命保護を優先した考え方に基づき、要配慮者や男女ニーズへの配慮を

考慮した訓練の実施に努める。また、訓練実施後は、すみやかに反省・検証・評価を行い、

その結果を組織体制や防災マニュアルの改善に活用する。 
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ア (１) 地域住民の訓練 

災害時の状況を想定した実践的な訓練を定期的に実施できるよう、積極的に支援する。 

地区防災訓練 
 ふるさと協議会、町会・自治会・区等を単位とする訓練を防災関係

機関の指導協力のもと実施し、地域の防災力を向上させる。 

要配慮者訓練 
 Ｋ-Net 登録者等、要配慮者への声かけ、避難所への避難支援、安

否情報の集約を行う。 

避難所開設・運営訓練 

 学校と連携し、体育館への避難者の誘導、物資の配給、名簿の作成

等を行う。 

 高齢者や障害者の方が避難する状況、ペットの同行避難者がいる状

況を想定した訓練を実施する。訓練時には、上記の方が積極的に参

加するよう呼びかける。 

ＤＩＧ訓練 

 ＤＩＧ（ディグ）は Disaster（災害）、Imagination（想像）、 Game

（ゲーム）の略で、地域の防災上の特性を再発見し、地域の災害対

策を考える機会として行う。 

情報取得訓練 
 各種広報媒体から、被害の情報や避難所の情報等を取得する訓練を

行う。 

 

イ (２) 市の訓練 

 各防災関係機関及び住民と連携協力して、迅速・的確な初動対応活動をはじめ防災に関

する以下の各種訓練を実施する。 

総合防災訓練 
 住民や市・自衛隊・警察・医療機関・ライフライン機関等の防災関

係機関が連携した総合的な訓練を実施する。 

地区災害対策本部訓練 
 地区災害対策本部とふるさと協議会、自主防災組織等との連携訓練

を実施する。 

各部局訓練 
 各部局の災害時の所掌事務を実際に行い、地域防災計画や行動マニ

ュアルの確認検証・改善に重点を置く。 

参集訓練 
 交通機関、自家用車等の利用を一部制限又は全部禁止するなどのほ

か、勤務時間内外のさまざまな条件を加味して実施する。 

通信訓練 
 防災行政無線、衛星携帯電話を使用して、市役所本庁舎と各施設、

防災関係機関との情報伝達訓練を実施する。 

帰宅困難者対応訓練 
 「柏駅周辺帰宅困難者対策等ネットワーク」のメンバーを中心に、駅

周辺の混乱防止と利用者の安全確保を目的に訓練を実施する。 

図上シミュレーション訓練 
 会議室等を利用し、災害発生後に起こる様々な事象を参加者に付与

し、その場で対応を考え、判断する訓練を行う。 

 

【実働訓練と図上訓練】 

□ 実働訓練・・・資機材・機器の操作能力の向上、対策実技の実施能力の向上、活動手順

への習熟等を目的に実際の動きを模擬して行う訓練。 

□ 図上訓練・・・緊急時の状況予測・判断能力、情報の収集・連絡、意思決定能力の向上

を目的に、実際の災害時と同様の条件設定において行う訓練。 
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ウ (３) 関係機関の訓練 

小中学校訓練  教育委員会の指導のもとに行う。 

社会福祉施設訓練  入所者等の安全確保、避難訓練実施や地域の訓練に参加する。 

警備・交通規制訓練  警察署により、市や防災関係機関と連携した訓練を実施する。 

災害対応医療訓練 
 医師会等をはじめとする医療関係者の参加を中心とした、実践的で実

効的な災害対応医療訓練を実施する。 

ライフライン訓練  電力、都市ガス、電話等の各機関により、応急・復旧訓練を実施する。 

 

(３) ３ 調査・研究の実施 

 大規模な災害が発生するたびに新たな課題が発生している。このため、過去の災害事例や

教訓を伝承し、災害対策に生かす必要がある。 

 また、国や県の動向や、最新の研究成果に注視し、市の特性に合わせた効果的な災害対策

を検討し、実施していく。 

ア (１) 災害資料の整理 

市域における災害をはじめ、大規模災害に関する資料、文献を整理し、災害の教訓等の

公開、伝承に努める。 

 

イ (２) 災害防止に関する調査 

市と防災関係機関は、地震災害防止に関する調査研究を行い、その成果を相互に共有す

る。 

 また、災害発生に伴う間接的被害（暴力・性犯罪）についても情報の収集・調査を行い、

市、関係機関、住民との間で情報を共有するよう努める。 

 

ウ (３) 被害想定調査 

想定地震の規模や被害予測等、様々な機関で分析が継続されているため、国や県の動向

を踏まえた上で、必要に応じて新たな想定調査を実施する。 

 

(４) ４ あらゆる災害への対応 

ア (１) 危機事象の洗い出し 

 災害に備え、あらゆる事態を想定する必要があるが、災害時は予期せぬことが起こるこ

とが常である。できる限り「想定外」をなくすことで減災に取り組まなければならない。

このため、市は、応急対策のそれぞれの活動において、できる限り危機事象を洗い出し、

その対応策を検討するものとする。なお、想定危機事象と対応策については、前述のマニ

ュアル記載の必須事項とする。 

 

イ (２) 複合災害対策 

 水害発生時や台風接近時の大規模地震など、複合災害が発生すると被害は更に甚大とな

ることが予想される。このため、想定の枠組みを超えた災害が発生した際の対応に混乱が

生じないよう、想定される複合災害に対し、主管部局と活動方針を定め、より迅速・適切
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な対応を目指す。 

 なお、複合災害発生時は、災害の状況に応じて災害対策本部で応急活動体制を再構築し、

被害の最少化を目指すものとする。 

 また、複合災害は地震に起因する連鎖災害と、全く別の災害が同時に発生するという２

つのタイプが想定される。地震に起因する連鎖災害については、ある程度想定が可能であ

ることから、その対応方針を具体的に検討し、前述のマニュアルに記載するものとする。 

種類 主管部局 想定危機事象 活動内容 

大規模爆発火災 消防局 

危険物施設火災、同時多発火災、

市域広範囲断水、可燃性ガス噴出、

ガスタンク等爆発 

避難指示、出火防止、延焼

拡大防止、河川・沼等から

の取水（延長）、広報 

危険物流出事故 消防局 火災発生危険、多数傷病者発生 

避難指示、出火防止、延焼

拡大防止、危険物の除去、

広報 

大気汚染 環境部 

劇薬物流出事故、工場事故（特定

物質及びばい煙等拡散）、有毒ガ

ス発生（地中、廃棄物処理場など）、

富士山噴火 

避難指示、汚染物質の特

定・除去要請、広報 

土壌汚染 環境部 上に同じ 
避難指示、汚染物質の特

定・除去要請 

放射線汚染 環境部 

原子力発電所事故、放射性物質使

用工場事故、及び運搬車両事故（空

気・土壌・水質汚染） 

避難指示、除染作業 

水質汚染 

水不足 
水道部 

地下水及び河川汚染（危険物流出、

放射性物質汚染） 
給水停止、応急給水 

ウィルス発生 保健所 
食中毒患者多数発生、避難所感染

症患者多数発生 

感染者の特定、ウィルスの

特定、発生元の特定 

停電 企画部 
市内全域停電、突発停電・計画停

電、自家用発電機用燃料供給不足 

東京電力との連絡調整 

長期停電に備えた公共施

設等への発電機配備 

既定の優先順位に沿った

電源供給、電源車の派遣 

燃料不足 経済産業部 燃料供給停止 燃料確保・供給 

洪水 

都市型水害 
土木部 堤防損壊、台風・豪雨 避難指示 

治安悪化 総務部 暴動発生、窃盗等各種犯罪発生 広報 

通信障害 

情報遮断 
企画部 

電話・インターネット・情報シス

テム・防災行政無線障害発生、テ

レビ不通 

代替媒体の確保 

多数傷病者 

発生事故 
消防局 

鉄道事故、航空機事故、大型ビル・

マンション倒壊 

人命救助、避難指示、出火

防止、延焼拡大防止、広報 

 
  

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

ＤＩＧ訓練実施 ２０％ １００％ ふるさと協議会中、ＤＩＧ訓練を実施し

た割合 
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第 2 節 災害に強いまちをつくる 
 

第１ 耐震化・不燃化等 
担当部局 関係機関 

都市部、土木部、水道部、

消防局 

一般社団法人千葉県建築士会、公益社団法人千葉県建築士事務所協

会、柏市建設関連防災ネットワーク、柏市管工事協同組合、北千葉

広域水道企業団、鉄道施設、電力施設、都市ガス施設、電話施設 

 

現状と課題 

◆ 市有建築物の耐震化は約９７％（平成 31２９年４月１日現在）となったが、日頃から多

くの住民が利用し、災害時は防災拠点となることから耐震化は急務である。 

◆ 民間建築物については、建て替え等により耐震化は進行しているが、昭和５６年以降の新

耐震基準を満たす住宅は約８３％（平成２９年４月基準、ただし、数値は平成２５年度住

宅・土地統計調査（総務省統計局）を基にした推計値による。）となっている。 

◆ 橋りょうについては、老朽化の点検を行い、必要に応じて架け替えや改修を行う必要がある。 

◆ 上水道の耐震化は約２６％、下水道は同約４１％（いずれも平成２９年３月３１日現在）

となっており計画的な耐震化対策が必要である。 

 

基本方針 

● 人命を守るため公共施設の耐震補強を優先して計画的に実施するとともに、民間施設につ

いては耐震補強の促進に努める。 

● ライフラインについては、耐震化と合わせて、応急対応や早期復旧の体制を整える。 

● 被災後の円滑な復旧・復興に備え、施設の整備データを整理し、保存しておく。 

 

施策方針 

(１) １ 建物の安全対策 

人命を守るためには建物の耐震性向上が不可欠な要素となる。市では「柏市耐震改修促進

計画」（平成 2030 年 34 月）、「地震防災緊急事業 5 箇年計画」に基づき、耐震性の向上を

目指す。 

市有建築物の耐震化 

 災害時の拠点となる庁舎、指定避難所等について、耐震対策等により発災

時に必要と考えられる高い安全性を確保するよう努めるものとする。 

 児童・生徒の安全を確保するため学校教育施設を優先して改修する。 

 耐震改修工事未実施の、市有建築物は優先順位を定めて計画的な改修

を実施する。 

民間建築物の耐震化 

 「簡易耐震診断相談会」の開催や耐震診断及び耐震改修の促進を図る

ための啓発事業を行う。 

 現行の耐震基準に適合しない木造住宅の耐震診断費と耐震改修費を助
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成し、耐震診断や耐震改修を促進する。 

 多数の者が利用する特定建築物の所有者に対し、必要に応じて指導、

助言、指示及び公表等を行う。 

重点道路等沿道地域

に対する施策 

 緊急輸送道路及び避難路を重点道路とし、その沿道における建築物の

耐震化の促進を図るよう啓発する。 

 

(２) ２ 道路・橋りょう・鉄道の安全対策 

道路、鉄道等は、災害時においては、緊急車両の通行、物資の輸送、避難路、延焼遮断帯

等の重要な役割を担っていることから、耐震対策を実施し、安全確保に努める必要がある。 

幹線道路の整備 

 広域幹線道路…国道のバイパス整備や立体化、東西・南北幹線道路

の整備の具体化等を関係機関に要請していく。 

 都市間幹線道路…主要地方道、一般県道等の都市軸道路の整備促進

を関係機関に要請していく。 

 市内幹線道路…都市計画道路を中心に駅前線や環状系の路線を優

先的に整備する。 

 地域間連絡道路…市道１級道路を中心に狭あい・線形不良・車歩道

分離区間の計画的な改良や局部改修に努める。 

生活道路の整備 

 市道 2 級道路を中心に市道 1 級道路を含め、障害者対策、防災対

策等安全性に配慮して、幅員 6ｍ確保を原則としながら、幅員 4ｍ

未満の解消に努める。 

 その他良好な道路機能の維持を図るため、道路舗装や側溝等の整備

に努める。 

道路環境の整備 

 延焼遮断帯としての役割が期待される路線や避難上必要と認めら

れる路線については、火災に強い樹木を選定するよう配慮する。 

 道路標識の設置や拡幅又は改良にあたっては、災害時の避難の安全

確保の観点から必要な措置を行う。 

 高齢者、身体障害者等の歩行及び避難に配慮したバリアフリー環境

の整備に努める。 

橋りょうの架替え・補修 

 老朽化した橋りょう及び耐震性の低い橋りょうについては、計画的

に架替え、補修等を行い整備推進する。 

 横断歩道橋については定期的に調査を行い、本市以外のもの（国及

び県等）が管理している施設については、必要に応じてそれぞれの

管理者に点検又は改善を要請する。 

鉄道施設の安全化 

 線路、構造物の耐震設計は法規で定められた構造強度基準により設

計されているが、鉄道事業者は日頃の点検強化により災害防止に備

える。 
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(３) ３ ライフラインの耐震化 

地震発生時に上下水道、ガス、電気、電話等のライフライン施設が被災すると、都市機能

が麻痺するだけでなく、被災者の生活や応急対策においても大きな障害となる。そのため、

各ライフライン事業者等の関係機関は、被害の防止及び軽減を図るため、施設等の耐震性の

向上に努めるものとする。 

上水道施設 

 取水・導水施設 

・取水及び導水設備の常時監視を実施して保守に努めるとともに、

耐震・耐火の整備補強を行う。 

 浄水施設 

・着水、除鉄除マンガン設備、自家発電設備等の常時監視を実施し

て保守に努める。 

・配水池緊急遮断弁等の設置による貯留水の確保及びその他の耐

震・耐火の整備補強により二次災害の防止を図る。 

 送水・配水施設 

・軟弱地盤地区を重点として、塩化ビニール管及び老朽管をダクタ

イル鋳鉄管に改修し、送水及び配水管路の耐震性強化を図る。 

 被災対策 

・給水ができなくなった場合に備え、応急給水を行う体制の確保を

図る。（第 2 章第 3 節第３「物資供給・給水体制」参照） 

下水道施設 

 処理場施設等 

・電気設備、機械設備をはじめ、施設全般の保守点検に努め、機能

保全のための対策を行う。 

 管路施設 

・定期的パトロールを実施するなど、常時保守点検に努め、機能保

全を図るとともに、老朽管の改良等を行う。 

・未整備地域の下水道施設については、引き続き計画的整備を促進

するとともに補修が容易な復旧対策に重点を置いた整備を図る。 

 被災対策 

・下水道施設が使用できなくなった場合に備え、マンホールトイレ

の整備及び、仮設トイレや非常用トイレ袋等の備蓄や調達・供給

体制を整える。（第 2 章第 3 節第６「廃棄物処理体制」参照） 

電力施設 

（東京電力パワーグリッド㈱）  

 各施設の耐震性強化及び被害軽減のための諸施策を実施し、地震時

の被害を最小限にとどめるよう、万全の予防措置を講じる。 

都市ガス施設 

（京葉ガス㈱、京和ガス㈱） 

 ガス施設の耐震性の強化及び被害の軽減のための諸施策を実施し、

ガスの流出防止と近隣住民への災害防止に努める。 

電話施設の整備 

（東日本電信電話㈱） 

 災害時においても、通信の確保ができるよう、平常時から設備の防

災構造化を実施する。 

 災害が発生した場合に備えて、迅速かつ的確な措置を行えるよう、

万全の体制を期する。 
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(４) ４ 耐火・不燃化 

火災が住宅密集地域で発生すると被害が拡大する。火災を発せさせないための建物の不燃

化や火災が発生した場合に延焼を防ぐための遮断帯の整備を進める。 

延焼遮断帯の整備 

 道路、鉄道、河川等を延焼遮断帯として機能させ、広域火災の発

生を未然に防止するよう努める。 

 都市の構造、交通及び防災等を総合的に検討し、緊急性の高い都

市計画道路の早期着工を目指す。 

防火地域等の指定 

 住宅密集地等延焼危険度が高い地区については、住宅市街地総合

整備事業等を積極的に推進し、不燃化率の向上に努める。 

 避難場所・避難路等の安全確保を図りつつ、駅周辺等を中心に防

火地域の指定あるいは準防火地域の指定を行っていく。 

【指定状況】防火地域  市内約２０箇所 約３７ha 

            準防火地域 市内約７０箇所 約１７７ha 

既存建築物の防災対策 

 木造住宅の耐震改修を目的とし、木造住宅耐震改修費補助金制度や

耐震改修住宅に係る固定資産税の減額制度を促進する。 

 不特定多数の者が利用する建築物（病院、物品販売店舗及び集会場

等）について、火災時における人命保護を目的とし、消火及び避難

設備の点検、消火、通報及び避難訓練等の実施による防災及び避難

対策を推進する。 

 火災予防のための査察、防火管理者講習、消防設備の定期報告など

により、建物の管理者等に対して、計画的な啓発及び指導を行う。 

 

(５) ５ ブロック塀・落下物等の安全対策 

ブロック塀や大谷石塀等のいわゆる重量塀や門柱等の倒壊、落下物による人的被害を防止

し、その後の避難・消防・救援活動の妨げを回避する。 

ブロック塀・門柱等 

 生け垣作りの普及に努める。 

 建築確認の際の指導を強化する一方、既存のブロック塀や石塀につ

いても、引き続き正しい施工方法や補強方法について、安全化を指

導していく。 

 「柏市危険コンクリートブロック塀等除却工事費補助金交付要綱」

に基づく除却工事費の助成により、危険な塀の除却工事を促す。 

 幼稚園、小・中学校等の通園・通学路の周囲のブロック塀の構造や

経年状態を調査し、安全な状態への改築を推進する。 

 指定緊急避難場所周辺地区についても、事業計画に基づき、現況調

査を実施し、危険なものについては、改善を指導していく。 

落下・転倒物 

 家具等の転倒防止金具の取り付けが困難な障害者世帯を対象に、取

り付け費を助成するし等し、転倒防止に対する住民の意識を促進向

上すさせる。 

 中高層建築物の窓ガラス・外装材・ウインド式クーラー・屋外広告

塔・高架式水槽等の落下等の恐れがあるものは管理者等に指導す

る。特に、容積率 400％以上の地域及び避難道路沿いにある３階

建て以上の建築物については、所有者に対して危険性の有無を調査

させ報告させる。また、落下の危険性がある場合は、必要に応じて

改善指導する。 

 市立小中学校の窓ガラスの安全ガラス化を推進する。 

 大規模集客施設に対して、弾性ガラス止め・ガラスに飛散防止フィ

ルム・安全ガラス化・外装材等の落下防止、転倒防止等の対策を指

導する。 
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(６) ６ エレベーターの整備 

地震時におけるエレベーターの閉じ込め防止、エレベーター停止時の復旧対策を推進する。 

閉じ込め防止対策 

 停電時にはエレベーターが使用できなくなること、もしくはそのよ

うな状況が発生しうる状況ではエレベーターを使用しないことを、

平時より市民へ周知徹底する。 

停止に対する復旧の推進 

 地震等の災害時に、揺れや停電によりエレベーターが停止し、閉じ

込められた場合の復旧方策について、情報の共有化など関係団体等

と連携し対策を進める。 

 

(７) ７６ 市街地の整備 

土地区画整理事業や市街地再開発事業の推進など多面的な整備事業を進め、災害に強いま

ちづくりを進める、。 

土地区画整理事業等の推

進 

 個別開発によるスプロール化を防止する。 

 避難場所としての公園や道路等総合的な防災機能を持った面的な

都市基盤施設の整備を促進する。 

市街地再開発事業の推進 

 市の中心である柏駅周辺地区について、老朽密集市街地の改善、道

路及び公共空地等の都市空間を確保し、都市防災性の向上を図る。 

 施設建築物について、帰宅困難者の一時的な受け入れや防災備蓄倉

庫などの整備を促進する。 

 

目標水準 

指標の名称 現状値 
目標値 

(平成 32 年度) 
指標の説明 

小中学校の耐震化 １００％ １００％ 
施設の内、耐震改修を実施した割合 

H28 年 3 月末日で 100%となり完了 

住宅の耐震化 
８３％ 

(平成 30 年度) 
９５％ 

(令和 2 年度) 

全住宅の内、国土交通省の耐震化基準に基

づく推計割合 

水道管の耐震化 

２６２９．

５％ 

(平成 30 年度) 

２９３５．

９％ 

(令和 7 年度) 

配水管等の総延長の内、耐震性を備えた管

延長の割合。平成２８年度 30 年度末日現

在。 
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第２ 情報通信体制の強化 
担当部局 関係機関 

 総務部、企画部 柏警察署、自衛隊、電気通信事業所、放送機関 

 

現状と課題 

◆ 東日本大震災では、関係機関との情報連絡、住民への情報伝達が十分機能しなかった。 

◆ 情報連絡体制が確保できるよう、設備の整備と受伝達系統の複線化を図る必要がある。 
 

基本方針 

● 住民への情報伝達体制、防災関係機関との災害情報通信体制を整える。 

● システムダウンに備え、情報通信設備の安全対策を強化する。 

● 被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・整理・要

約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

 

施策方針 

(１) １ 情報通信設備の整備 

 大規模災害時における住民等への情報提供や災害情報等の収集・伝達手段として、防災行

政無線等の整備に努める。 

無線 

防災行政無線 

（固定系） 
稼動中 

 市役所からの緊急情報の伝達手段として、市内１９０ヵ

所に設置している。 

 聴取可能エリアは半径約２００～４００メートルとな

っており、新たな住宅開発や高層建物の立地により聴取

できないエリアについては新たな設置を検討していく。 

 放送内容が確認できる音声応答サービスの電話番号（０

１２０－２８０－１３１）の啓発に努める。 

防災行政無線 

（移動系） 
稼動中 

 市の関係各課や国・県施設、医療機関、輸送機関、消防・

警察などとの情報通信手段として、１８１の施設と公用

車等に整備している。 

 今後は、新たに避難所に指定する施設等に継続して整備

していく。 

電話 

衛星携帯電話 稼動中 

 人命救助の体制を強化するため、重傷者の救命拠点とな

る市内の病院に、災害時の輻輳にも影響の少ない衛星携

帯電話を配備し、通信体制を確保する。 

災害時優先電話 稼動中 
 あらかじめ電気通信事業者に対し、電話番号を届出て災害

時優先電話としての承認を受けておく。 

携帯電話ＰＨＳ・Ｉ

Ｐ電話等 

一部 

稼動中 

 携帯電話ＰＨＳは市内の全保育園で導入済み。今後、他の

通信手段を含め、通信手段の多重化に向け導入を検討す

る。 

メール 

かしわメール配信サ

ービス 

稼動中 

拡充 

 登録者に緊急情報を伝達できるよう、チラシを通じて

「かしわメール配信サービス」の登録促進に努める。 

緊急速報メール 稼動中 
 生命に関わる緊急性の高い情報を時間差なく対応端末

（携帯電話）に配信する。 

インター 災害用ホームページ 稼動中  （ホームページの代理掲載含む） 
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ネット 
災害時情報ネットワ

ークシステム（仮称） 

導入 

検討 

 ネットワークシステムのランニングコストを抑制する

ため、災害時のみに運用できるシステムを構築する。 

ツイッター

Twitter・Facebook 
稼動中 

 市役所からの災害に関する情報の伝達手段として、ツイ

ッターTwitter 及び Facebook を活用する。 

ケーブル 

テレビ 
Ｊ－ＣＯＭ文字放送 稼動中 

 市役所からの災害に関する情報の伝達手段として、Ｊ－

ＣＯＭテレビの文字放送を活用する。 

駅周辺 電子掲示板 
稼動中 

拡充 

 駅前等の特定多数の人々に緊急情報を伝達するため、既

設の電子掲示板等の活用に努める。 

国・県 

設備 

Ｊ-ＡＬＥＲＴ 

（全国瞬時情報シス

テム） 

稼動中 

拡充 

 国からの緊急情報を衛星回線を通じて受信するシステ

ムである。防災行政無線（固定系）から情報を伝達する

仕組みを整えている。 

Ｅｍ-Net（緊急情報 

ネットワークシステム） 

稼動中 

拡充 

 国からの緊急情報を専用回線を通じて受信するシステ

ムである。 

千葉県防災行政無線

システム 

稼動中 

拡充 

 千葉県や県内の関係機関との情報通信を行うシステム

である。 

L アラート 

(災害情報共有システム)  
稼動中 

 避難勧告・指示情報など各種災害関連情報を簡素化・一

括化し、マルチメディア振興センターが運営する災害情

報発信システムで、テレビやインターネットなどのさま

ざまなメディアを通じて配信する。 

ＦＭ 

放送 
臨時災害放送局 － 

 災害時に市によって開設される臨時のＦＭ局。災害発生

を想定して、送信設備の設置場所の選定や器材の確保等

を事前に検討し、開局に備える。 

  
 ※柏市防災行政無線（固定系）屋外受信機設置場所一覧・・・・・・【資料編 4－4】 

  ※柏市防災行政無線（固定系）屋外受信機設置場所一覧・・・・・・【資料編 4－5】 
  ※柏市防災行政無線（デジタル移動系）配置一覧・・・・・・・・・【資料編 4－6】 
 

【避難情報】 

災害時に防災行政無線やメール配信を通じて出す避難情報には、状況によって違いがある。 

①①避難準備・高齢者等避難開始（警戒レベル３） 

避難に時間を要する人（ご高齢の方、障害のある方、乳幼児等）とその支援者は避難をす

る。その他の人は、避難の準備を整える。避難するのに時間のかかる高齢者や障害者等の

要配慮者は避難を始めなければならない状況。 

②②避難勧告（警戒レベル４） 

避難指示（緊急）（警戒レベル４）※緊急的または重ねて避難を促す場合に発令 

 速やかに避難先へ避難する。 

公的な避難場所までの移動が危険と思われる場合は、近くの安全な場所や、自宅内のより
安全な場所に避難する。避難に時間を要する人（ご高齢の方、障害のある方、乳幼児等）
とその支援者は避難をする。その他の人は、避難の準備を整える。通常の避難ができる方
についても、避難を始めなければばらならない状況。 
 地下空間にいる人は速やかに安全な場所に避難しなければならない状況。 

③③災害発生情報（警戒レベル５）避難指示（緊急） 

 既に災害が発生している状況であり、命を守るための最善の行動を取る。災害の前兆現象

から人的被害が発生する可能性が非常に高い状況、または実際に被害が発生した状況。ま

だ避難していない場合、直ちに避難する必要がある。外出することでかえって命に危険が

及ぶような状況では、自宅内の安全な場所へ避難する必要がある。 
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(２) ２ 情報収集・伝達体制の強化 

災害情報収集と緊急情報の伝達体制が十分に機能するようその対策を講じる必要がある。 

地区災害対策本部体制 
 地域の災害情報を「地区災害対策本部」（各近隣センター）に集約する

体制を整える。 

高所情報カメラ 

 市域で発生した火災及び震災等の災害状況を、早期に把握するため管

轄内３箇所に消防用防災情報カメラを設置。 

 画像は災害対策本部及び消防局に画像配信され、火災等の災害情報を

共有する。 

SNS の活用 
 柏市防災 Twitter により、情報を定期的かつ反復的に発信。 

 発災時におけるリアルタイムの情報発信に努める。 

非常電源の確保停電対

策 

 市の施設（本庁舎や分庁舎等）の停電に備えて、無停電装置や発電機、

充電用バッテリー、ライト等を各施設に配備するとともに、定期的に

保守点検を実施する。 

 発災時に電力事業者との停電情報の共有を円滑に行うため、日ごろよ

り積極的に連携を図る。 

 燃料供給に係る協定等を基本に、発電に必要な燃料を確保しておく。 

バックアップ体制 
 情報通信システムにおけるバックアップ体制を整えるとともに、通信

回線の多重化を図る。 

伝令体制 
 あらゆる通信手段が途絶えた場合に備え、徒歩、自転車、バイク等に

よる情報伝達体制を整える。 

 
 
(３) ３ 関係機関との協力体制 

 多彩な通信メディアの活用について検討し、災害時における多様な通信連絡網の整備拡充に努める。 

報道機関 
 千葉テレビ、Ｊ:ＣＯＭ、ベイエフエムとは協定等を締結し、情報提供

体制を整えている。今後も引き続き報道機関との連携強化に努める。 

無線取扱者 
 アマチュア無線団体、ＭＣＡ無線利用業者等の把握を行い、協力協定

の締結を促進する。 
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(４) ４ ランドマーク（航空機情報支援表示）の設置 

災害発生時における航空機による早期被害情報収集活動の支援等のため、現在、市内の小・

中学校 4944 校の校舎屋上に学校名を表示している。災害時には、学校施設が目標物となる

ほか、避難場所やヘリコプターの臨時離発着場としての拠点となるため、現行の設置箇所の

維持・管理とあわせ、未整備の小中学校の表示、全避難場所やヘリコプター臨時離発着場に

対する表示を検討していくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ｍ 

３ｍ 柏 一 小 
高度３００ｍからでも視認可能 
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目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

防災行政無線（固定系）整備 １９０箇所 １９０箇所 緊急情報を音声で伝える設備の

設置数 

かしわメール配信サービス登

録者 

３万５千人 ５万人 市からの緊急情報や有用情報を

メールで伝える事業の登録者数 
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第３ 避難施設の整備 

担当部局 関係機関 

 総務部、地域づくり推進部、保健福祉部、経済産業部、都市部、 

土木部、学校教育部 

 協定締結先 

 

現状と課題 

◆ 指定緊急避難場所は面積的には十分といえるが、歩行距離を考慮すると更なるオープンス

ペースの確保が必要である。 

◆ 指定避難所については、占有面積を１人あたり４㎡で計算すると想定避難者数に対して不

足しているため民間施設を含め、施設の確保が必要である。 

 

基本方針 

● 災害時の安全を確保するため、避難場所・避難所の拡充に努める。 

● 避難者の一人当たりの専有面積を、発災直後から 1 週間後程度（想定される避難所避難者

数が最大となる期間）までは 2 ㎡（緊急対応として就寝することができる程度の占有面積）

とし、次第に一人当たり 4 ㎡となるよう遷移していくよう努める。 

● 要配慮者の安全を確保するため二次的避難所（福祉避難所）の確保に努める。 

 

施策方針 

(１) １ 避難場所・避難所の指定 

避難施設は避難場所（スペース）と避難所（建物）に区分している。避難場所は更に指定

緊急避難場所と広域避難場所に区分される。住民等の安全を確保するため、施設数の拡充に

努める。 

【避難場所・避難所】 

種別 場所 箇所数 

広域避難場所 
千葉県立柏の葉公園、日立柏総合グランド、廣池学園、中

原ふれあい防災公園 
４箇所 

指定緊急避難場所 学校の校庭、公園等 １４２箇所 

指定避難所 学校の体育館、近隣センター等 １０９箇所 

※指定緊急避難場所・指定避難所一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 8－1】 

※指定緊急避難場所・指定避難所の指定箇所数・・・・・・・・・・・・・【資料編 8－2】 

 

【指定の目安】 

広域避難場所 

 相当程度のオープンスペースが確保されていること。 

 なるべく四方に常時出入口が確保されていること。 

 敷地内の建物がある場合は、原則として耐火建造物であること。 

指定緊急避難場所 

 耐災害性に優れ、ある程度のオープンスペースが確保されていること。 

 なるべく四方に常時出入口があり、情報伝達上の利便が得やすいこと。 

 なるべく避難所を兼ね、公共施設であること。 

指定避難所 
 宿泊滞在が可能な設備、施設を有すること。 

 なるべく公共施設であること。 
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(２) ２ 避難所の施設整備 

市は、避難所に指定された建物について、次の点に留意し、施設の整備に努める。 

■ 避難生活の長期化、要配慮者に対応するための通信機器や換気、適温管理、照明施設等

避難生活の環境を良好に保つための設備を整備する。 

■ 女性や子育て世代幅広い年齢・性別・家族構成に優しい避難所にの避難者に対応するた

め、テント型の更衣室・授乳室、家族のプライバシーが確保することのできる備蓄を整

備する。 

■ 平時より動物専用避難所、同行可能避難所の候補地を検討する。ペットの同行避難に対

応するため、ペットの飼育場所の確保に努める。 

■ 発災時の避難誘導を速やかに行うため、避難所表示板や誘導板を整備する。整備にあた

っては、ユニバーサル・デザインや多言語化を図り、分かりやすい表記とする。 

■ 季節に配慮した備蓄品の整備、もしくは供給に向けた協定締結に努める。 

■ 各近隣センターに対して、Ｗｉ－Ｆｉスポットを整備する。 

■ 各近隣センターにおける要配慮者支援として、近隣センター1 階に敷くことができるよ

うなシートやマットを配備するとともに、大規模改修の機会を捉え、バリアフリー化に

配慮した設備を整える。 

■ 周囲の環境（音、光、臭気）に敏感な方に配慮する。 

■ 障害者に対しては、特性に応じた対応が必要となるため、家族の方等と協力し、きめ細

やかに対応する。 

 

(３) ３ 二次的避難所（福祉避難所）の拡充 

 指定避難所で集団生内の一般避難スペースでは活生活することが困難な要配慮者に対

し、二次的避難所（福祉避難所）を確保する必要がある。現在、市立保育園や協定締結先

である市内のホテル・旅館・特別養護老人ホーム等を利用する計画になっているが、要配

慮者の安全確保を推進するためには、二次的避難所（福祉避難所）の拡充が必要であるこ

とから、国・県施設や民間施設との協定締結を実施していく。 

 

(４)４  オープンスペース・防災拠点の確保 

人々の憩いの場である公園・緑地は、震災時の避難場所や防災活動拠点、復旧復興拠点と

しても重要な役割を担う。また、延焼を防止する空間としても有効な機能を果たすものであ

る。 

 このように防災空間の整備という観点から、市は関係機関との連携を密にして、公園や緑

地・農地の整備や保全及び民間施設を活用した防災施設の整備を進めていく。 

都市公園等の整備 

 都市公園は、災害の防止、都市公害の緩和に役立つ緑を地域の性格に応じ

てオープンスペースとして配置する。 

 地震火災時における安全を確保するため、大堀川防災レクリエーション公

園の隣接地に篠籠田防災公園を整備し、広域避難地となる広域避難場所の

拡充を図る。 

 広域避難場所等への避難中継地や防災活動、避難生活に役立つ公園の確

保・整備を進める。 

 道の駅や民間施設に防災機能を有した施設を整備することで、市内の防災

拠点の拡充を図り、地域防災力の向上を目指す。 

緑地・農地の保全  都市緑地法に基づき、緑地保全地域及び特別緑地保全地区、市民緑地制度
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等により指定し、良好な緑地を保全し生活環境を整備する。 

 柏市緑の基本計画の趣旨を踏まえ、自然環境の保全や緑地の整備等に努め

る。 

防災協力農地 
 災害時の安全確保と復旧活動を推進するため、農地所有者の協力により、

用地の拡大を目指す。 

 

(５) ５ 民間事業者等との連携強化 

災害時における一時的な避難場所や物資・資機材の提供元として民間事業者や各種団体・

組織との連携は不可欠なため、必要に応じて広く協定を締結する。 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

広域避難場所の拡充 ４箇所 ５箇所 災害時に避難できる避難場所数 

指定避難所の拡充 
１０８箇所

１０9 箇所 
１１０箇所 災害時に避難できる施設の施設数 
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第 4４  地盤被害の防止 
担当部局 関係機関 

都市部、土木部 対象区域住民 

 

現状と課題 

◆ 土砂災害危険箇所（急傾斜地崩壊危険箇所）については、６２箇所が千葉県により公表さ

れており、このうち９箇所が土砂災害（特別）警戒区域に指定されている。 

◆ 東日本大震災（震度５強）では、市の地震被害想定調査で液状化が想定された地域はほと

んど液状化が発生していない。 

 

基本方針 

● 柏市 web 版防災・ハザードマップ等により、土砂災害危険箇所や液状化発生の可能性が

ある地点の周辺住民等への災害時の危険性に関する広報活動を強化する。 

● 液状化想定地域については、液状化対策工法を採用するよう啓発する。 

 

施策方針 

(１)１  土砂災害の防止 

緊急時の避難支援体制を整えるとともに、所有者等には点検や補修の励行を指導する等、

土砂災害の発生防止に努める。 

 

崖所有者等への指導 
 危険な擁壁や自然崖については、関係法令に基づき改善の指導をす

る。 

崩壊防止工事の実施 
 建築物の建て替え時に関係法令に基づき擁壁の設置指導を行うとと

もに、公的資金融資等の周知を行う。 

土砂災害危険箇所対策 

 土砂災害危険箇所の居住者等には、災害の危険性に関する広報活動を

強化するとともに、土砂災害警戒区域については、特に避難体制を整

備する。 

宅地造成地災害対策 
 宅地造成により生じる人工がけ面は、その高さ・勾配・土質に応じ擁

壁の措置その他の保護措置を講じるよう指導する。 

※土砂災害危険箇所（急傾斜地崩壊危険箇所）・・・・・・・・・・・・・【資料編 14－1】 

※関連：風水害編 第３章 第 2 節 第４６ 避難対策 参照 
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(２) ２ 液状化被害の防止 

本市の大部分を占める台地では液状化の危険度は低いが、利根川、大津川、大堀川流域及

び手賀沼周辺の低地部では比較的危険度が高い結果となっている。このため、施設整備にあ

たっては、地盤改良による工法、構造物や建築物、地下埋設管路で対処する方法等、工法の

特徴を考慮して対策を講じるものとする。 

道路・橋りょう 
 橋台や橋脚周辺の地盤が液状化することが予想される橋りょうについては、

地盤改良や固い支持地盤まで支持杭を打ち込むなどの方法を講じる。 

河川 
 国土交通省で作成した堤防等の各種施設の耐震点検マニュアルに基づき点

検し、危険度の高い箇所より液状化対策等を実施する。 

上水道 （第２章第２節第１「耐震化・不燃化」参照） 

下水道  マンホールの浮き上がり防止対策を検討する。 

建築物 

 建築物の基礎、杭等について建築基準法等に定められた構造基準への適合を

図る。 

 建築物の所有者、設計者に対し、液状化対策の周知を行う。 

 

(３) ３ ため池の決壊の防止 

地震による破損等で決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等が存在し、人的被害を与

えるおそれのあるため池について、緊急連絡体制等を整備する。加えて、決壊した場合の影

響度が大きいため池から、ハザードマップの作成・周知、耐震化や統廃合などを推進する。 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 3 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

避難体制の確立  １２０箇所  ６２箇所 
土砂災害危険箇所（６２箇所）の内、

住民等の避難体制を整えた区域 
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第 3 節 災害に強い体制を整える 
 

第 1 消防・救助体制 
担当部局 関係機関 

消防局 消防団、柏警察署、町会・自治会・区等、事業所 

 

現状と課題 

◆ 市の現有消防力では、災害が大規模でかつ広範囲に発生した場合に十分な対応が困難である。 

◆ 被害の拡大を防ぐための出火防止対策を強化する必要がある。 

 

基本方針 

● 消防車両、装備の充実を図り、迅速に活動できる体制を整える。 

● 防災意識の高揚により、災害時の出火予防を図る。 

● 消防団をはじめ、住民の救護能力の向上に努める。 

 

施策方針 

(１) １ 出火の防止 

家庭や事業所への啓発、指導により出火防止を目指すとともに、火災発生時の初期消火体

制を強化し、被害の軽減化を図る。 

家庭への指導 
 火気使用器具を使用している場合の対応策、住宅用消火器、住宅用火災警

報器、感震ブレーカーなどの防災機器の設置等について各家庭に広報する。 

地域への指導 

 地域の初期消火力の向上を図るため、町会・自治会・区等による防災訓練

の中で、大規模震災時における初期消火の重要性を指導する。 

 地域住民の自発的な防災活動を支援し、幅広い世代を通しての活動能力を

確保するための働きかけを継続する。 

事業所への指導 

 地域組織と連携した消火活動を行うため、自衛消防組織の結成・指導を促

進し、防災・防火体制を強化する。 

 危険物施設等については、周囲に及ぼす影響が大きいため、自衛消防組織

と相互間の応援体制を確立する。 

消防力の整備 

 現有の消防力と比較し、大規模震災時の同時多発的に発生する被害の対応

を迅速かつ効率的に部隊運用が実施できる体制整備に努める。 

 大規模災害時には消防力が不足することを踏まえ、予め民間事業所など人

的支援及び資器材の提供が受けられる調達体制を整備する。 

消防水利の整備 

 火災延焼拡大の危険性が高い地域に対し、消火栓、耐震性防火水槽等の増

設を図る。 

 水道管の破損によって消火栓が使用できなくなることを想定し、自然水利

等の確保及び未開発水利の整備を進める。 

消防団の強化 

 町会・自治会・区等及び事業所と連携し、地域の初期消火体制の充実・強

化を図る。 

 震災時における消防団運用計画の整備を図る。 
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(２) ２ 救急・救助体制 

 大規模な地震が発生した場合、救助・救急を要する人が多数になると予測され、常設の消

防隊等の能力を上回る救助・救急要員が必要となる。 

救助・救急体制の整備 
 平常時から警察・自衛隊といった救助活動を行う関係機関及び民間協

力機関と連携を図り、災害時の消防力不足を補う体制の構築を図る。 

市民指導の推進 
 住民または事業所の自主救護能力を向上させるために、応急救護知

識、技術の訓練実施の支援及び普及等ＰＲ活動を推進する。 

要配慮者に対する救護体

制の整備 

 要配慮者に対する人命の安全確保を図るため、救急・救助要請の把握、

搬送経路などについて検討し、地域ぐるみの体制の充実を図る。 

消防団の救護活動能力向

上の推進 

 消防団に対して、救助救急活動を効果的に実施するための教育指導を

推進し、その救護活動能力の向上に努める。 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

住宅用火災警報器の設置 ６８７％ １００９５％ 住宅用火災警報器の設置割合 
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第 2 医療・救急・救護体制 
担当部局 関係機関 

総務部、保健福祉部、保健所、

消防局 

柏市医師会、柏歯科医師会、柏市薬剤師会、千葉県柔道整復師会、 

千葉県助産師会、千葉県看護協会、医薬品・医療材料卸売業者 

 

現状と課題 

◆ 市内には救急医療機関が複数立地しているが、災害時は医療提供能力を上回る患者の集中

が予想されるほか、施設・設備やスタッフ自身の被災も想定しなければならない。 

◆ 多くの傷病者に対し、医薬品や医療材料が不足することも想定される。 

 

基本方針 
● 人命保護を優先するため、拠点となる病院の医療提供機能を維持・強化する体制を整える。 
● 医薬品、医療材料を補給するため、卸売業者等からの調達する体制を整える。 
● 被災地外からの迅速な受援体制を整える。 

 

施策方針 

(１) １ 医療・救急・救護体制 
 医療機関の医療提供能力が大幅にダウンするなか、短時間に多くの傷病者や心の不調を訴

える人の手当てすることを想定しなければならない。このため、医師会等との連携体制を強

固にし、市域の特性に合わせた災害時医療体制を構築する。 

医師会等との連携強化 
 医師会、歯科医師会、薬剤師会、接骨師会、助産師会等との連携を

強化し、災害時の迅速な医療体制を確立する。 

医療情報集約・統制体制の

確立 

 柏市医師会をはじめとする救護本部の設置場所を市役所本庁舎３

階会議室とする。 

救急体制の整備 
 市内医療機関及び最寄救急医療機関相互との情報通信機能を確保

し、応急救護活動が実施できるよう必要な連携体制の整備を図る。 

医療・救護体制の強化 

 重傷者の救命のため、拠点となる病院を定めて、医療スタッフを集

中する体制を確立するとともに、情報通信体制、非常用発電機燃料

の補給体制、緊急給水体制を整える。 

 診療所や在宅患者への医療提供体制を整える。 

 避難所での要救護者に対し、市保健師等による救護体制を確立す

る。 

被災地外からの医療スタ

ッフの確保体制の確立 

 千葉県との円滑な連携体制を整え、千葉県看護協会、東葛地区５市

災害医療検討会被災地外協定市との連携体制を確立し、迅速な確保

体制を樹立する。 

被災地外からの受援体制

の確立 

 柏市医師会の会長・副会長・救急災害担当理事は、地域災害医療コ

ーディネーターとして、県指定の災害拠点病院である東京慈恵医科

大学附属柏病院と連携し、ＤＭＡＴ等の受け入れ体制及び情報共有

拠点を整える。 

 情報共有拠点は市役所本庁舎１階に設定する。 

透析医療体制の整備 
 慢性腎不全患者、挫滅症候群（クラッシュシンドローム）等による

急性腎不全患者に対する医療体制を整える。 

こころのケア体制の整備 
 外部専門機関と連携し、住民及び災害活動に従事する職員のストレ

ス障害に対するメンタル面での支援体制を整える。 
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ペットの保護 

 東葛地域獣医師会等関係団体と協定締結を推進し、迅速に保護活動

が行える体制を整える。 

 日本獣医師会や千葉県獣医師会等と、平時からの情報交換体制を構

築しておく。 

 市と保健所、保健所(柏市動物ふれあいセンター)と県動物救護本部

の連絡体制を整える。 

 ペットとの同行避難が可能な避難所の指定や、受入れ可能施設との

協定締結に努める。 

 避難所運営マニュアルに、ペットの同行避難や避難所における救護

活動の観点を盛り込んでいく。 

 動物救護センターの設置場所を検討しておく。 

 

【地域災害医療コーディネーター】 

地域災害医療コーディネーターとは、災害時に救護本部において、市内の災害時医療救護

活動の総合調整、医療機関等の被害状況や医療ニーズなどの情報収集などを行う。 

 

【DMAT】 

災害派遣医療チーム Disaster Medical Assistance Team の頭文字をとって略して

DMAT（ディーマット）と呼ばれる。医師、看護師等で構成され、大規模災害や多傷病者が

発生した事故などの現場に、いち早く駆けつけて急性期（おおむね 48 時間以内）の活動を

行う専門的な訓練を受けた医療チーム。 

 

【挫滅症候群（クラッシュシンドローム）】 

家屋の倒壊などにより、身体の一部が長時間圧迫を受けると、筋肉が損傷を受け破壊され

る。その後、圧迫された状態から解放されると、壊死した筋細胞からカリウム等の様々な細

胞内物質が血液中に流れ出すことが原因となり、腎機能の低下や意識の混濁、心停止などの

症状を発症する。 

 

(２) ２ 医薬品等の確保 

 市立柏病院は、阪神淡路大震災を教訓とし、発災後の外科系措置で必要な医薬品等を備蓄

しているが、災害時には医療機関により迅速・円滑に供給できる体制を整える。 

項目 内容 

医薬品・医療材料の確保 

 医薬品卸売販売業者、医療機器販売業者、市薬剤師会との連携体制

を構築し、千葉県救護計画に基づき、医薬品・医療材料の調達と供

給体制を確立する。 

医薬品の備蓄  救護所や避難所で必要と考えられる医薬品や、初動の医療活動に必

要な医薬品等を中心に計画的な備蓄を行う。 
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目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

災害医療訓練の実施 年１回 年１回 
大規模災害を想定した訓練の実施数

（訓練と検証を繰り返し実施） 

備蓄医薬品の確認 年１回 年１回 
不足品はないか、期限は問題ないかを

確認 
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第 3 物資供給・給水体制 
担当部局 関係機関 

総務部、経済産業部、

水道部 

柏市管工事協同組合、千葉県トラック協会柏支部、レンタカー事業者、

町会・自治会・区等、ふるさと協議会 

 

現状と課題 

◆ 東日本大震災では、倉庫から避難所への備蓄物資の運搬が交通渋滞により著しく遅延した。 

◆ 災害時に必要となる物資を市で全て備蓄することは困難であるため、事業者等からの調達

が必要である。 

◆ 給水施設の新たな整備や管理には多額の経費を要する。 
 

基本方針 
● 住民による個人備蓄の徹底を促進する。 

● 発災直後に必要な物資を指定避難所に予め配備する。 

● 企業との災害協力協定の締結を促進する。 

● 流通品を調達・供給できる体制を整備する。 

● 飲料水・生活用水の給水拠点については、事業者や住民の協力のもと拡大に努めるととも 

  に、他都道府県、他市町村、関係機関等との応援協定の締結を推進する。 

 

施策方針 

(１) １ 物資・資機材の備蓄 

自助・共助による備蓄を原則とするが、不足に備え、発災から 3 日目までの避難者に必要

な想定最大避難者の１日分（３食）の食糧と指定避難所で必要となる最低限の物資・資機材

を備蓄する。 

備蓄に当たっては、要配慮者や多様な年齢・性別に配慮する。なおまた、栄養士等の助言

を得ながら、食物アレルギーを有する避難者や腎臓病患者、高齢者などの多様なニーズに沿

う食料や生活必需品を選定または更新するよう努める。要配慮者や女性に配慮した備蓄を推

進する。 

併せて、発災時には協定締結機関から栄養に配慮した食料の調達に努める。 
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      【備蓄目標と実績】           平成３０１年１３月現在 

 品目 目標 実績 

食糧 

保存食 ４００，０００食 

（発災から 3 日後までの避難者に必要な数）想定

最大避難者７万人分×１日（３食）分 

２６５，６９５２４

０，５１０食 

飲料水 保存水(500ml) ２０，０００本（避難所×２００本） ３０，９６０８４本 

資機材 

毛布 ４０，０００枚 

（発災から 3 日後までの避難所避難者に必要な

数）３０，０００枚（家屋全壊・焼失者×１枚） 

３１，９２７枚 

仮設トイレ ３００台（避難所×３台） ３００台 

簡易トイレ １，３００台（避難所×１３台） ２，５９４台 

非常用トイレ袋 ４００，０００枚 

（発災から 3 日後までの避難者に必要な数）５７

０，０００枚（利用者×５回×３日分） 

３５４，４１４３４

２，４１４枚 

バーナーセット １００台（避難所×１台） ８４台 

かまどセット ３００台（避難所×３台） ２５４５台 

発電機 ２００台（避難所×２台） ２７２７台 

投光器 １００台（避難所×１台） １０６９台 

簡易更衣室 ２００台（避難所×２台） ２００台 

間仕切り ３，０００組（避難所×３０組） １，１９２５５組 

 

(２) ２ 備蓄物資の保管・運搬 

ア (１) 防災備蓄倉庫の整備 

 今後、物資・資機材を目標に従って備蓄した場合、保管するための倉庫が不足する。こ

のため、各コミュニティエリア（２０２1 エリア）ごとの分散備蓄を基本として、避難所

となる市立小・中学校等の余裕教室等、既存施設の利用を積極的に進める。 

【防災備蓄倉庫】   平成３１年 4２月現在 

種別 場所 箇所数 

単独倉庫 公園、学校の校庭等 ３2１箇所 

教室倉庫 小中学校の教室等 １１箇所 

計 ４3２箇所 

  ※コミュニティエリア別防災資源一覧・・・・・・・・・・・・・・【資料編 10―１】 

 ※主な防災備蓄品一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 10－２】 
 

イ (２) 備蓄物資の避難所配備 

 指定避難所となる学校、近隣センターには、初動期に必要な最低限の物資を分散配備す

る。したうえで、避難所運営グッズの内容がそろっているか、期限切れなどはないか等を

定期的に確認するよう努める。 

 

【指定避難所の備蓄物資】 

 品目 数量 

食糧 保存食 ２００食（１００食） 

飲料水 保存水（500ml） ２６４本（５０４本） 

資機材 毛布 ２００枚（５０枚） 

発電機 １台（１台） 

投光器 １台（０台） 

非常用トイレ袋 ２００枚（２００枚） 

避難所運営グッズ １セット（１セット） 

※（ ）内は近隣センターの保管数量 
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※避難所運営グッズの内容   

①両サイドマジック(黒)：2 本 ②両サイドマジック(赤)：2 本 ③事務用鉛筆：1 ダース 

④鉛筆削り：1 台 ⑤セロハンテープ：2 個 ⑥布粘着テープ：10 巻 

⑦事務用はさみ：2 個 ⑧ＰＰＣ用紙(A4)：1 冊 ⑨画鋲：1 箱 

⑩ラジオ(手回し充電)：1 台 ⑪コップろうそく：10 個 ⑫簡易ライト：3 本×5 セット 

⑬ポリ袋(90L)：10 枚×3 袋 ⑭ソーラー充電式ランタン：2 個 ⑮マグネットシート：1 枚 

⑯メガホン：3 本 ⑰タオル：20 枚 ⑱簡易バケツ：2 個 

⑲タップ：1 個 ⑳避難者名簿カード：100 枚 ㉑搬入物内訳書：1 枚 

㉒蓋付き透明コンテナ：1 箱   

 

ウ (３) 物資運搬体制 

 道路交通障害時でも、防災備蓄倉庫から指定避難所に物資が円滑に運搬できるよう、地

域住民組織や事業者等の協力により、各コミュニティエリア（２０２1 エリア）内での迅

速な運搬体制を整える。 

  ※コミュニティエリア別防災資源一覧・・・・・・・・・・・・・【資料編 10―１】 

 

(３) ３ 物資・燃料の調達・供給 
災害時に必要な物資を全て市で備蓄することはできない。このため不足する物資は民間事

業者や他の自治体からの調達する方法を構築する。また、災害時に供給される大量の物資を

迅速に目的地へ配送するため、物流事業者との連携体制を構築する。 

物資調達体制

の構築 

 消費期限が短い等の備蓄に適さない物資や、大量に必要となるもので全てを

備蓄することが困難な物資、発災からの時間の経過とともに必要となる物資

については、調達による確保に努めるものとし、民間事業者や業界団体との

協定締結を推進する。 

 協定を締結している民間事業者や業界団体とは、非常時に円滑に支援を受け

られるよう、平時から密に情報共有を図るよう努める。 

輸送力の確保 
 輸送力を確保するため、輸送関係団体との協定締結等により車両やその従事

者の確保体制を整備する。 

物 資 の 仕 分

け・運搬体制の

構築 

 災害時に供給される大量の物資受け入れと効率的な配送を目指すため、民間

物流倉庫・物流事業者との協力体制を確立し、民間事業者のノウハウを生か

した効率的な供給体制を整える。 

 

(４) ４ 給水体制 

ア (１) 給水拠点の整備 

飲料水、生活用水については、災害用井戸や耐震性貯水槽の整備、民間協定井戸や水道

施設（水源地）の活用により確保する。 

 また、飲料水・生活用水の一層の確保を目指し、民間事業者の保有井戸や家庭用井戸を

地域の給水資源として活用できるよう推進する。 

【応急給水所】             平成３０年１月現在 

 設備名 箇所数 備考 

飲
料
水 

災害用井戸 １６ 
各コミュニティエリアに最低１箇所整備 

耐震性貯水槽 ７ 

民間協定井戸 ３ 新たな協定締結を推進 

水源地 ５  
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給水タンク ６  

その他 １  

計 ３８  

生
活
用
水 

防災用簡易井戸 １６ 手押し式 

災害用井戸協力の家 ６９  

計 ８５  

  ※コミュニティエリア別防災資源一覧・・・・・・・・・・・・・【資料編 10―１】 

 

イ (２) 給水支援対策 
(ｱ) ①優先給水 

人命保護に係る医療機関等に優先的に給水車を配車するため、予め各医療機関におけ

る次の事項を事前に把握し、優先性を考慮した給水体制を整える。 

   

 

 

(ｲ) ②要配慮者対策 

給水所に出向くことが困難な高齢者などの要配慮者に対し、平常時の備蓄徹底を促す

とともに、備蓄の不足に備え、地域住民等との協力により、ペットボトル飲料水等の配

給体制を構築する。 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

食糧の備蓄 １００６

３％ 

１００％ 食糧の備蓄目標に対する備蓄達成割合 

■災害拠点病院及び災害医療協力病院指定の有無 ■透析医療の有無  

■産婦人科の有無 ■受水槽の容量 ■井戸水の利用状況 
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第 4 要配慮者支援体制 
担当部局 関係機関 

総務部、地域づくり推進部、保健福祉部、

保健所、こども部、消防局 

町会・自治会・区等、民生委員・児童委員、 

柏市社会福祉協議会、各種福祉団体、医療機関、 

介護福祉事業所、医療機器メーカー 

 

現状と課題 

◆ 過去の大規模震災では、災害時に弱い立場におかれる高齢者、障害者等に被害が多く発生

している。 

◆ 市では、要配慮者の安全確保対策の一つとして平成１８年度に「柏市防災福祉Ｋ-Ｎｅｔ」

（以下「Ｋ-Ｎｅｔ」という。）という仕組みを構築し、現在、避難行動要支援者名簿を受

領している町会・自治会・区等は約９割となっている。 

 

基本方針 

● 災害時に支援が必要となる要配慮者の把握に努める。 

● 要配慮者のそれぞれの立場に立った支援体制を整える。 

 

施策方針 

(１) １ 要配慮者支援体制の構築 

ア (１) 要配慮者の把握 

 要配慮者は、介護が必要な方や支援が必要な高齢者や障害者、乳幼児、妊産婦、日本語

を理解できない外国人等多岐にわたっている。このため、市は、各部局における関係機関

とのネットワークを活用し、支援が必要な方々をきめ細かく把握するよう努める。 

 

イ (２) 避難行動要支援者名簿の作成 

災害時において、要配慮者のうち、避難行動に支援を必要とする方の情報を共有化する

ため、避難行動要支援者名簿を作成する。また、避難行動要支援者名簿については、定期

的に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が

生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとする。さらに、同意が得られた対象

者については、市や関係機関で協議のうえ、公的機関や地域の代表者など、あらかじめ配

布先を指定し、日ごろ頃から災害時の対策に備えることで、安否確認や避難支援体制を構

築する。 

 ○避難行動要支援者名簿に掲載する対象者の範囲は以下の要件に該当する者とする。 

  (ｱ) (1)  介護保険要介護３～５のかた 

   (ｲ) (2)  免疫機能障害者を除く身体障害者手帳１級・２級のかた 

   (ｳ)(3)  視覚障害・聴覚障害１～４級のかた 

   (ｴ 4)  音声・言語機能障害１～３級のかた 

   (ｵ 5)  肢体不自由（下肢・体幹機能障害）１～３級のかた 

  (ｶ 6)  療育手帳中度以上のかた 

  (ｷ 7)  精神保健福祉手帳１級のかた 

  (ｸ 8)  小児慢性特定疾病医療支援事業の受給者のうち重症患者（人工呼吸器装着者のみ） 

  (ｹ 9)  難病法による特定医療費（指定難病）受給者のうち重症患者（人工呼吸器装着者の
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み） 

  (ｺ 10) ＡＬＳ（筋委縮性側索硬化症）患者 

  (ｻ 11) 上記に非該当で、Ｋ－Ｎｅｔ登録者及び避難行動要支援者名簿への掲載を希望する

かた。 

 ○避難行動要支援者名簿に掲載する個人情報の範囲は以下のとおりとする 

  (ｱ) 氏名                  (ｲ) 年齢（生年月日） 

  (ｳ) 住所                  (ｴ) 性別 

  (ｵ) 連絡先                 (ｶ) 緊急連絡先 

  (ｷ) 避難支援を必要とする特段の理由 ※必須としない 

 ○名簿の提供先は以下のとおりとする。 

  (ｱ 1)  災害対策本部（市役所本庁） 

  (ｲ 2)  地区災害対策本部（該当近隣センター） 

  (ｳ 3)  民生・児童委員 

  (ｴ 4)  町会・自治会・区長  

 

ウ (３) 要配慮者支援団体の拡充 

 要配慮者情報に基づき、必要となる関係団体に協力を求め、支援団体の拡充に努める。 

 

(２)２  関係機関との情報交換の実施 

 要配慮者のニーズや防災対策上の課題を把握するため、柏市社会福祉協議会等各種福祉団

体との情報交換を継続的に実施し、支援体制の充実に努める。なお，柏市社会福祉協議会で

は，災害時の支援体制を整備しきめ細かい支援を行う。 

 高齢者の支援に当たっては、地域包括支援センター・ケアマネジャーの連携により高齢者

の避難行動に対する理解を広く周知し、避難行動の実効性を確保する。 

 

(３)３  支援体制の強化 

ア (１) 在宅者への対策 

防災機器の整備 

 ひとり暮らしの高齢者、ねたきり高齢者等の安全を確保するための緊急通

報システム及び聴覚障害者等への災害情報の伝達を効果的に行うための

情報受信装置等の普及に努める。 

 在宅者の安全性を高めるため、自動消火器及び住宅用火災警報器等の設置

の推進に努める。 

避難施設 （第２章第２節第３「避難施設の整備」参照） 

防災知識・技術 
 地域の防災訓練等への積極的参加を呼びかけ、災害に対する基礎知識の普

及と、支援者等との顔の見える関係づくりを促進する。 

情報伝達  要配慮者それぞれの特性に応じた情報伝達体制の確立に努める。 

避難支援 （第３章第２節第６「避難対策」参照） 

 

【柏市防災福祉Ｋ－Ｎｅｔ】 

 要配慮者のうち、避難行動に支援を必要とする方々の名簿を作成し、平時から情報提供す

ることに同意を得られた方については、町会・自治会・区等や民生委員・児童委員へ提供す

ることで、災害発生時や災害の発生が予想される時に、安否確認や避難支援を地域の方の協

力により行うもの。 
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イ (２) 社会福祉施設等における対策 

安全確保 

 施設管理者は、入所者等の安全を確保するため、施設の安全対策を講じる

とともに、食糧・飲料水・医薬品等の備蓄、非常用発電機等の防災設備の

整備、緊急時の応急対策体制を整えておく。 

防災教育・訓練 

 施設管理者は、職員や入所者に対して災害に関する基礎知識や災害時の行

動について理解・関心を高めるための防災教育、災害時に適切な行動をと

るための防災訓練を定期的に実施する。 

地域との連携 
 施設管理者は、入所者と地域住民との交流に努め、災害時の協力体制づく

りを推進する。 

施設間の相互援助 
 施設の被災に備え、市は市内の特別養護老人ホーム・養護老人ホーム・軽

費老人ホームと相互援助協定を締結している。 
 各社会福祉施設においては、千葉県の「社会福祉施設防災対策の手引」（平成 26 年 8 月改定）に記載され
た点検ポイント等を参考に対策の確認や見直しを行う。 

 

【要配慮者の特徴と配慮】 

高齢者  高齢者は、病気による寝たきり、認知症等様々な症状を抱えていることも

あり、複数での支援が必要である。 

 災害時は、自宅に閉じこめられている可能性もあるので、安否確認の際は

可能な限り姿を確認する。 

 避難所では、孤立しないようコミュニケーションを密にとる。 

視覚障害者  災害時は状況を把握するまでの時間差がある。安否確認の際は状況を大ま

かに説明し、不安の解消を図る。 

 絶えず声をかけるとともに、誘導の際は本人の左側で肩・腕・肘をかし、

半歩前を足元に注意しながらゆっくり歩く。 

 白杖等を確保・携帯、盲導犬・聴導犬・介助犬の同行に配慮する。 

 方向の説明は、時計の文字盤を想像して行う。 

聴覚障害者  外見からの判断が難しく、また、自ら助けを要請することも困難になるた

め支援が遅れがちになる。 

 避難誘導の際は、手話や筆談（筆記用具を用意）を使う。 

 情報伝達は、掲示板・ファックス・メール等により文字や絵を使う。 

言語障害者  外見からの判断が難しく、また、自ら助けを要請することも困難になるた

め支援が遅れがちになる。 

肢体不自由者  自力での避難が困難で、できるだけ早い安否確認・避難支援に向かう必要

がある。 

 できるだけ車いすやリヤカー等の移動用具を確保する。 

内部障害者  外見からの判断が難しく、自力歩行や避難行動が困難な場合が多い。 

 医療機材の消毒や交換のため、医療機関による治療に時間がかかる場合

は、清潔な処置スペースを用意する。 

知的障害者 

精神障害者（自閉

症者） 

 災害時、自力での状況判断や避難が困難なため、できるだけ早い安否確

認・避難支援に向かう必要がある。 

 環境の変化により気持ちが混乱し、精神的に不安定になることもあるた

め、気持ちを落ち着かせるように努める。 

乳幼児・妊産婦  行動機能が低下または能力がないため、常時、支援が必要となる。 

 必要に応じて医療的なサポートが必要となる。 

人工呼吸器装着者  災害の状況により避難の必要性の判断が求められる。また避難時の支援

者、避難方法の確認、予定していた避難ができない場合の連絡先の確認が

必要。 

 生命の維持のため、継続的な人口呼吸器の使用が必要とされ、電源の確保

が必須とされる。 
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(４) ４ 外国人への支援 

支援体制の整備 

 市は柏市交際交流協会と連携し、発災時の多言語支援センターの運営体制

を整備する。 

 多言語支援センターの設置に関して、必要な事前調査や事前準備等をリス

トアップし、多言語化が必要な事項については翻訳する。 

防災知識・技術 

 柏市国際交流協会や民間団体、多言語支援センターと連携を図りながら、

日ごろから外国人との交流機会の創出、支援環境づくりに努めるととも

に、様々な機会をとらえて防災対策の周知に努める。 

 多言語による防災マップ、啓発冊子の作成・配布 

 外国人のための防災訓練・防災講習会 

 外国籍住民を交えた地域防災活動の推進 

情報伝達 

 「かしわメール配信サービス」を通じた外国人向け情報伝達システムを拡充する。 

 外国人支援対策本部を設置し情報の受伝達を実施する。 

 多言語による通訳や翻訳ができる職員を事前に把握し、災害時における多言語で

の情報発信に関する協力体制の確立に努める。 

避難所対策 
 通訳者の確保、通訳・翻訳ボランティアの協力体制等を整えるとともに、

外国多言語による避難所表示板、避難誘導板を作成し配置する。 

居住状況の把握 
 市は、市内外国人の人数、国籍、在住地域の情報を国際交流協会と連携し、

情報を最新に保つ。 

 

(５) 乳幼児（乳幼児がいる家庭）への支援 

防災知識・技術 
 市（保健所）は、新生児訪問や健診時の機会に、防災に関する情報

を併せて提供する。 

情報伝達 
 子育て世代に対する情報発信手段として、平時よりこども部門が使用して

いるメール配信サービスやホームページを活用する。 

避難所対策 
 液体ミルクの避難所配備について検討を進めていく。 

 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 2 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

Ｋ-Nｅｔの普及 
９１２．６

４％ 
１００％ 

避難行動要支援者がいる町会のう
ち、避難行動要支援者名簿を受領
している割合 

支援体制の構築 
３４５８．９

０％ 
１００％ 

避難行動要支援者がいる町会のう
ち、支援体制の構築（避難行動要
支援者と支援者のマッチング）を
している町会の割合  
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第 5 交通輸送体制 
担当部局 関係機関 

総務部、土木部、消防局、施設所管部局 柏市建設関連防災ネットワーク 

 

現状と課題 

◆ 大規模地震発生時は、火災や家屋の倒壊等により多くの道路が通行不能となることが予想

される。 

◆ 被害を最小限に抑えるには、優先的に復旧すべき道路（緊急時優先道路）やヘリコプター

の発着場を予め定める必要がある。 

基本方針 

● 陸上ルートと航空輸送のための搬送ルートを設定する。 

● 災害時に使用する車両の運用体制を定めておく。 

 

柏市周辺の緊急輸送道路 
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施策方針 

(１) １ 緊急輸送道路の指定 

ア (１) 県指定 

① 緊急輸送道路１次路線 

常磐自動車道、国道６号、国道 16 号、国道 464 号、主要地方道船橋我孫子線、 

海上自衛隊下総航空基地に連絡する柏市道 01138 号線、同 02134 号線 

② 緊急輸送道路２次路線 

主要地方道市川柏線 

 

イ (２) 市指定 

県指定路線と以下の施設を結ぶ路線で、今後路線を特定し指定を特定化す進める。 

 ヘリコプター臨時離発着場 

 市役所、警察署、消防署、病院等の主要公共施設 

 広域避難場所、指定緊急避難場所、避難所、防災備蓄倉庫、災害用井戸、耐震性貯水槽 

 

(２) ２ ヘリコプター臨時離発着場の選定 

 車両による輸送が不可能になった場合に備えて、空輸による緊急輸送を想定した手段につ

いてもあらかじめ確保しておく。 

【指定基準】 

 ３０ｍ×３０ｍ以上の面積があり、周囲に障害物がない。 

 施設の周囲のうち、少なくとも１～２方向に電柱、高圧線、煙突その他の高層建築物がない。 

 ヘリコプター離発着時の約２０ｍ／Ｓの風圧等を考慮する。 

 避難場所に隣接する場合、避難場所との区別を行い、避難住民の安全確保につとめる。 

【離発着場選定地】 

①利根運動広場 ②田中中学校グランド ③富勢運動場 ④大堀川防災レクリエーション公園

⑤柏中学校グランド ⑥名戸ヶ谷小学校グランド ⑦光ヶ丘中学校グランド 

⑧中原ふれあい防災公園 ⑨逆井中学校グランド ⑩手賀の丘公園運動場 

●ドクターヘリ離発着場・・・大堀川防災レクリエーション公園 

 ※ヘリコプター臨時離着場・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 ９－３】 

 

(３) ３ 輸送体制の整備 

緊急輸送道路

の確保 

 市では、障害物の除去作業について柏市建設関連防災ネットワークと協定を締

結しているが、災害時に迅速・円滑に活動が展開できるよう具体的な体制整備

に努める。 

緊急輸送体制

の整備 

 市及び防災関係機関は、保有車両や災害時に確保可能な車両について緊急通行

車両の事前度届け出を行う。また災害時の燃料確保と車両の運用体制を整備す

る。 

 市及び警察は、平時よりパトロールや交通規制区間の通行について協議を行

い、災害時の通行に関する連携を強化する。 
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目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

市指定緊急輸送道路 ０％ １００％ 
県指定緊急輸送道路と市内の防災

拠点を結ぶ道路の指定割合 
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第 6 廃棄物処理体制 
担当部局 関係機関 

総務部、環境部、土木部 柏市廃棄物処理業協業組合、柏市再生資源事業協業組合、柏市

浄化槽対策協議会 

 

現状と課題 

◆ 柏市直下地震では約 145 万トン、利根川等の氾濫による水害では約 29 万トンの災害廃

棄物の発生が予想される。 

◆ 大規模な震災時は、建物や上下水道施設の被災により、大量のがれき処理、仮設トイレの

設置・管理、し尿の収集・処理が必要となる。 

◆ 処理施設が機能不全に陥る可能性がある。 

 

基本方針 

● 柏市災害廃棄物処理計画（令和元年 8 月）に基づく体制で、廃棄物処理を実施する。 

● 南部・北部クリーンセンター、山高野浄化センター、クリーンセンターしらさぎ、アクア

センターあじさい、リサイクルプラザ、柏プラネットの機能不全を想定した体制を整える。 

● し尿処理施設の機能不全を想定した体制を整える。 

 

施策方針 

(１) １ 災害廃棄物処理 

がれき処理体制の

整備 

 がれき処理にあたっては、中間処理施設及び収集車その他の資機材を有す

る民間業者と協定を締結しているが、がれき量が中間処理能力を上回るこ

とを想定し、搬出・処理に関する広域的な処理体制を確立する。 

 市内に埋立可能な最終処分場がないため、不燃物の処理は市外等での広域

処理を検討する必要がある。（次ページの図を参照） 

 2～3 年以内の処理完了を目指す。 

仮置場の確保 

 旧柏地域、旧沼南地域の 2 制度が共存しているため、関係者間で調整し

ながら方針を検討する。 

 関係部局、関係機関と協議し、市域をいくつかの区 4 つの地域に分け、

それぞれの区域毎に１つ以上の仮置場を確保する。 

分別・減量化・再利

用等のめやす 

 分別・減量化・再利用等については、必要な仮置場における種類別スペー

スの配分計画・中間処理体制・手順等を策定し行う。 

 

(２) ２ し尿処理 

仮設トイレの整備 

 下水道施設の被災対策として、仮設トイレ、簡易トイレ、非常用トイレ袋

を備蓄している。 

 広域避難場所である中原ふれあい防災公園にマンホールトイレ（１３８

基）を整備しているが、今後建設される公共施設や公園等については、同

設備の整備に努める。 

 下水道が整備されている避難所（小学校 30 校）に平成３７令和 6 年度

までに３０箇所（６１基）のマンホールトイレの整備を進める。 
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 平成 30 年 4 月までに、柏の葉小学校（8 基）、風早南部小学校（３基）、

柏中学校（4 基）、市立柏高等学校（4 基）、柏の葉中学校（5 基）が整備

されている。 

仮設トイレの調達 
 不足する仮設トイレ数を補うため、レンタル業者と協定を締結している

が、広域的な災害に備えた調達方法を整える。 

搬送・管理体制の確

立 

 仮設トイレからの尿の搬送体制については、柏市浄化槽対策協議会と協定

を締結しているが、より迅速・円滑に実施できるよう具体的な搬送体制を

構築しておく。 

 収集運搬頻度は、3 日に 1 回を目安とする。 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 
(平成 32 年度) 

指標の説明 

仮設非常用トイレ袋

の備蓄 

３００台４

７％ 

３００台

１００％ 

避難所用に備蓄している仮設非常用トイ

レ袋の備蓄目標に対する備蓄達成割合数

（１避難所あたり３台配備を目標） 
 
 

災害廃棄物処理における広域的な相互協力体制の関係図は以下の通りである。 

 

※柏市災害廃棄物処理計画（令和元年 8 月）P.45 より抜粋 
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第 7 帰宅困難者支援体制 
担当部局 関係機関 

総務部、企画部、地域づくり推進部 柏警察署、公共交通機関、駅周辺の大規模集客施設、 

 

現状と課題 

◆ 災害が発生し、鉄道の運行が停止した場合、多くの利用者が帰宅困難となる。 

◆ 帰宅困難者が徒歩で一斉に帰宅すると、自らの危険に加え、救助・救援活動に支障をきた

す恐れがある。 

 

基本方針 

● 多くの利用者が集まる柏駅の安全対策に万全を期す。 

● 帰宅困難者を発生させないため、事前対策を講じる必要がある。 

 

施策方針 

(１) １ 市内における帰宅困難者対策 

 東日本大震災の混乱を教訓に鉄道機関との連絡体制を整え、課題の解決を図る。 

帰宅困難者への情報連

絡体制の確立 

 むやみに移動を開始しないことの周知、鉄道運行状況、安否確認方法、

一時滞在施設などの情報連絡体制を確立する。 

帰宅困難者の安全確保  駅周辺の一時滞在施設を確保し、公表するなどして帰宅困難者の安全

を確保する。 

帰宅困難者発生抑制の

周知啓発 

 企業等における施設内待機や大規模集客施設における利用者保護を

進めるため、企業・学校への周知・啓発を進める。 

帰宅困難者用の備蓄物

資の確保 

 一時滞在施設等における、食料・飲料水・便袋等の防災用物資の備蓄

を推進する。 

 

【柏駅周辺帰宅困難者等対策ネットワーク】 

 災害発生時に大量の帰宅困難者の発生が予想される柏駅について、関係機関と行政との連携

により、駅周辺の混乱防止と帰宅困難者等の安全確保を図るため、平成２４年５月に設立。構

成メンバーは、鉄道事業者、バス事業者、大規模商業施設、ホテル、柏警察等。 

年 1 回会合を行っており、一斉訓練も継続して実施していくこととしている。 

 

【一時滞在施設】 

 大規模災害の発生により鉄道等の公共交通機関が運行停止となり、帰宅が困難となった方を

一時的に受け入れる施設であり、市の施設としては「柏市・文化交流施設 パレット柏（柏 1-7-1 

Day One タワー3 階）」を一時滞在施設としている。 

市は、帰宅困難者の受け入れが可能な施設を増やすべく、施設との協定締結を推進する。 
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(２) ２ 広域的な帰宅困難者対策の実施 

東京都市圏は、多くの人々が都県を超えて通勤・通学を行っており、帰宅困難者対策は広

域的な対応が不可欠であることから、九都県市首脳会議（防災・危機管理対策委員会）にお

いて共通の課題の検討を進める。 

 

九 都 県 市 首 脳 会 議

（防災・危機管理対

策委員会）における

対応 

 普及啓発 

 ・通勤・通学者を中心に帰宅困難者対策支援啓発リーフレットの配布や

ポスターの掲示等による普及啓発を行う。 

 情報提供 

 ・帰宅困難者に対して必要な情報を提供するため、インターネットによ

る交通機関等運行情報の提供を行う。 

 徒歩帰宅支援 

 ・やむを得ず徒歩で帰宅する人々の支援のため、幹線道路沿いのコンビ

ニエンスストア等を一時休憩所（飲料水、トイレ、情報提供）として

使用できる内容とした協定を関係事業者と締結するなど帰宅経路に

おける環境の整備を行う。（「災害時帰宅支援ステーション」） 

千葉県における対応 

 「千葉県帰宅困難者対策連絡協議会」を中心に具体的な帰宅困難者等の

対策を検討・実施する。（参加機関：市町村、交通事業者、大規模集

客施設事業者などの関係機関） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標水準 

指標の名称 
現状値 

(平成 30 年度) 

目標値 
(令和 7 年度) 

(平成 32 年度) 
指標の説明 

帰宅困難者対応訓練 １回 １回 
多数の帰宅困難者の発生を想定した訓練の

実施数（訓練と検証を繰り返し実施） 

 

【災害時帰宅支援ステーション】 

千葉県などが構成団体となっている九都県市

が、地域内に所在するコンビニエンスストア、外

食事業者、ガソリンスタンド等と帰宅支援サービ

スの提供を目的とする内容の協定を締結してい

る。（支援可能な店舗にはステッカーを掲示。） 
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第４節 災害時の相互応援に備える 
 

第１ 応援・受援体制の構築 
担当部局 関係機関 

総務部、企画部、地域づくり推進部、保健所、

経済産業部、都市部、土木部、消防局 

応援協定締結自治体、千葉県トラック協会柏支部、 

民間物流事業者 

 

現状と課題 

◆ 東日本大震災では、受援窓口の不明確さや宿泊場所等の環境の整備不足といった課題によ

り外部からの応援を十分に活用できず、市民対応が遅れたり、職員等の派遣を断らざるを

得なかったりといった事態が生じた。のように、災害による被害が甚大な場合、被災自治

体の応援要請や県の機能は迅速に発揮できないことが明らかとなった。 

◆ 熊本地震においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、国は被災自治体の要請を待たずに水

や食料等を送り込む「プッシュ型」支援を実施したが、“物資が拠点までは届いても避難所

に届かない”、“応援職員との役割分担が明確化されておらず多くの混乱が見られた”等の

課題が生じた。 

◆ 被災自治体のニーズと他からの支援物資に需給ミスマッチも生じていた。 

◆ このため、被災自治体からの応援要請ができなくても、迅速に応援・受援できる体制を整

えておく必要がある。 

◆ 各種災害対応に必要な人員がとくに不足する時間帯や業務を検討し、支援要請が特に必要

な業務ごとに、支援の要請先、協定の有無求める資格や職種等を整理し、受援計画として

とりまとめる必要がある。 

 

基本方針 

● あらゆる規模の災害を想定し、複数の自治体との相互応援協定を締結する。 

● 迅速な応援・受援ができるよう、予め具体的な体制を整える。 

 

施策方針 

(１) １ 相互応援協定の締結促進 

 市では、姉妹・友好都市、中核市間で相互に応援する協定を締結しているが、切迫性が指

摘されている大地震や広域的な災害に備えるため、他の自治体との相互応援協定締結を推進

する。 

加えて、発災時に事務委任制度や救助実施市制度が積極的に活用できるよう、周辺自治体

等と相互に連絡を取り合い、顔の見える関係を築いておく。 
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               【応援協定締結自治体】       （H３０年４月 1 日現在） 

東葛飾地域 市川市、船橋市、松戸市、野田市、流山市、我孫子市、鎌ヶ谷市、浦安市 

千葉県内 千葉県内全市町村 

姉妹・友好都市等 青森県つがる市、福島県只見町、茨城県水戸市、神奈川県綾瀬市 

中核市 ５４８市 

 中核市応援チーム 
福島県いわき市、群馬県高崎市、長野県長野市、滋賀県大津市、 
広島県福山市、大分県大分市、東京都八王子市、兵庫県明石市 

(２) ２ 体制の具体化応援・受援体制の準備 

市は、災害時における人材や物資等の受け入れ体制を整備するため、「地方公共団体のた

めの災害時受援体制に関するガイドライン」（平成２９年３月公表）に基づいて受援計画を

作成し、応援・受援に係る体制の検討や応援・受援を必要とする事項の洗い出し、提出様

式のとりまとめなどを行っていく。 相互応援・受援を迅速に展開するためには、予め派

遣すべき部局や応援を受け入れる体制を具体的に定めておく必要がある。受け入れ 

 

ア (１) 応援対策 

 人的応援（派遣）対策 

 派遣部局の設定 

 ・緊急支援については、次の部局から職員を指名する。 

  総務部、地域づくり推進部、保健所、都市部、土木部  

 ※市（消防局）は、緊急消防援助隊等の派遣要請に対応できる体制を

整えておく。 

 物的応援対策 

 市の防災備蓄品の活用 

 ・発災直後は、市の防災備蓄品を活用するため、防災備蓄倉庫から

効果的・効率的に搬出できるよう、保管方法を考慮しておく。 

 運搬車両・運転手の確保 

 ・千葉県トラック協会柏支部との連絡体制を整えておく。 

 

イ (２) 受援対策 

 人的受援対策 

 職種・人数の想定 

 ・災害発生後の応急業務と災害時に優先して行う通常業務継続計画

（BCP）における検討を基に、非常時優先業務を円滑に行うため

の人員を予め算定把握しておく。 

 活動拠点や宿泊施設の設定 

 ・市内避難者用施設とは別に、応援職員に対する執務・作業スペー

ス、宿泊可能な公共施設または、民間施設を予め設定できるよう、

新たな協定締結により確保していく。  

 物的受援対策 

 集積・運搬体制の確立 

 ・効率的・効果的な集積と運搬を行うため、民間の物流倉庫等と協

定を締結し、体制を整える。 

 

※災害時に関する各種協定締結一覧・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 2－1】 
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第２ 応援・受援体制の拡充・強化 
担当部局 関係機関 

総務部、地域づくり推進部、保健所、 

都市部、土木部、消防局 

応援協定締結自治体、千葉県トラック協会柏支部、 

民間物流事業者 

 

現状と課題 

◆ 自治体間の応援協定では、主に自治体職員のみの交流が主となっている。 

◆ 災害時に効果的な応援・受援活動を展開するには、自治体職員だけでなく、専門性を有し

た民間機関やボランティア団体の活動が不可欠である。 

 

基本方針 

● 市と締結している自治体情報を防災関係機関やＮＰＯ団体と共有化する。 

● 相互に交流する機会を設け、顔の見える関係づくりを推進する。 

 

 

施策方針 

情報の共有 

 災害時に相互の応援・受援を効果的・効率的に行うため、市と相互応援協

定を締結している自治体を平時から市民に周知する。 

 現地の地理、施設、交通情報等を収集し、関係機関やＮＰＯ団体との間で

共有する。 

人的な交流 
 相互の訓練に参加することにより、災害時に最低限の情報のみで必要人員

の派遣や物資の提供が行えるようにするとともに、人的交流を図る。 

積極的な対口支援  災害マネジメント総括支援員等の登録を促進する。 
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第５節 業務継続に備える 
 

担当部局 関係機関 

全部局 ライフライン事業者 

 

現状と課題 

◆ 災害発生時は、限られた人員と資機材等の資源を利用して災害対策業務を中心に実施する

ことになる。 

◆ このため、実施しなければならない通常業務の対応が不十分になる恐れがある。 

 

基本方針 

● 発災から１ヶ月程度の間における優先度が高い通常業務を選定し、必要となる人員体制を

定めておく。 

● 業務を継続するための庁舎、設備の課題を洗い出し、事前に対応策を定めておく。 

 

施策方針 

１ 人員体制 

 発災直後には、本来必要な職員数を満たすだけの参集人員が不足しており、災害時優先業務

の遂行に困難を伴うことが予想される。この不足分を補うためには、庁内での横断的な人員調

整を行い、必要な部門に優先的な人員の配置が行えるようにする。  

なお、職員数が確保されている場合であっても、交替要員までは確保することが難しい状況

も想定されるため、職員の休憩や睡眠等に配慮する必要がある。 

庁内応援体制の構築 

 震災時にも即座に区全体の状況を確認し、適宜、的確かつ迅速

な職員の応援派遣を行うための柔軟な庁内応援体制を構築でき

るようにしておく。 

外部組織との連携体制強化 

 災害時優先業務の中には、国や他自治体、ライフライン事業者

（電気・ガス・水道等）等との連携が必要となる業務も存在す

る。それら業務の遂行に支障を生じさせないため、平常時から

それら機関との連携体制を強化していく。 

ボランティアの活用 

 震災時にボランティアが円滑に活動できるように、活動分野・

場所等の情報提供など、側面からの支援について条件整備を図

り、震災時における協力体制を確立する。 

 

２ 調査及び庁舎設備 

 災害時優先業務を遂行するためには、事前に「業務の遂行場所」や「電力」及び「情報シス

テム」などの業務遂行に必要な設備等を確保しておくことが重要となる。よって、業務遂行に

必要な設備等について、現状調査を行い、不足やその他の課題にについて対処するものとする。 
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【庁舎設備等への対策】 

施設 

 耐震補強工事または建替 

 経年劣化の状況を定期的に調査し、耐震性を維持 

 建物内の書棚や什器類、コピー機等の機械類に耐震対策を実施 

 施設の役割に応じた、耐震対策を実施 

電力 
 業務遂行に必要な電力の調査と非常用発電機の準備 

 燃料備蓄と燃料の確保体制の構築 

情報システム 

 耐震固定化されていないサーバーの耐震・固定化 

 情報システムの定期的なバックアップの実施 

 データセンター等の活用 

情報通信 

（電話、防災行政無線） 

 災害時優先電話の確保 

 災害時優先電話や防災行政無線の所在と使用ルールの徹底 

公用車 
 燃料満タン化の徹底 

 災害時の一括管理体制の確立 

その他物的資源 

 災害時優先業務遂行に必要な物的資源について把握し、現在の保有数

との過不足を算出し、対応する。 

 不足分は他の代替の可能性や地震発生後の調達の可能性を合わせて

考慮する。 

 

【その他物的資源】 

通信機器 電話機、無線機、FAX 機、携帯電話など 

オフィス用品 
パソコン、机、椅子、プリンター、コピー機、筆記用具、ホワイトボ

ードなど 

災害時非常用品 マスク、毛布、飲料水、保存食、簡易トイレ、手袋、懐中電灯など 

移動手段 自動車、バイク、自転車など 

その他 発電機、リヤカー、台車、救急箱、道路警戒資材など 

 

３ 災害時優先業務 
 災害時優先業務は、災害応急対策業務や、早期に実施すべき復旧業務、及び優先度が高い通

常業務である。これらの業務を、業務継続計画として位置づけて、計画的に実施していくこと

により、業務の立ち上げ時間の短縮、発災直後の業務レベルの向上といった効果をあげること

ができる。 

 

(１) 優先度が高い通常業務の選定 

 災害時優先業務のうち、通常業務は、「災害時応急対策業務」等の対応をしながら、限られた

人員の中ですべての業務を平常時と同様に行うことは困難なため、行政機能として優先して実

施すべき業務と休止させる業務の選定が必要となる。 
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[災常時優先業務のイメージ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害時優先業務の選定対象とする期間は、発災後の資源が著しく不足し混乱する期間及び業

務実施環境が概ね整って通常業務への移行が確立され、応急業務が軌道に乗ると考えられるま

での１週間とした。ただし、通常業務については、業務の絞り込みの期間が１週間を越える際

の目安として、休止・縮小業務を 30 日以内に再開すべきもの及び 30 日を越えて休止・縮小

できるものに分類した。 

 

【選定の方針】 

評価 評価基準 業務例 

A 発災後ただちに業務に着手しないと、市民の生命・生活及び

財産、又は都市機能に重大な影響を及ぼすため、優先的に対

策を講ずべき業務 

○情報システム復旧 

B 遅くとも発災後３日以内に業務に着手しないと、市民の生

命・生活及び財産、又は都市機能維持に相当の影響を及ぼす

ため、早期に対策を講ずべき業務 

○戸籍事務 

C 遅くとも発災後１週間以内に業務に着手しないと、市民の生

命・生活及び財産、又は都市機能維持に相当の影響を及ぼす

ため、早期に対策を講ずべき業務 

○国民健康保険 

D 休止・縮小を３０日以内に再開すべき業務 ○消費生活に関する相談 

E 休止・縮小を３０日を超えてできる業務 ○世論調査に関すること 

 

 

(２) 選定結果 

 「柏市行政組織規則」等にある分掌事務 1、5７４について、選定基準に従って分類した結

果、下記のようになった。 

 

災害応急対策業務 

通常業務 

優先度が高い通常業務 

 
 
 
 

復旧・復興業務 

早期に実施すべき復旧業務 

 

災
害
時
優
先
業
務 

 
 非
常
時
優
先
業
務 削除 
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評価 評価基準 業務数 

A 発災後ただちに業務に着手する業務 11７ 

B 遅くとも発災後３日以内に着手すべき業務 ５２ 

C 遅くとも発災後１週間以内に着手すべき業務 １４１ 

D 休止・縮小を３０日以内に再開すべき業務 ７１４ 

E 休止・縮小を３０日を超えてできる業務 ５５０ 

合 計 1、5７４ 

 

目標水準 

指標の名称 現状値 
目標値 

(平成 32 年度) 
指標の説明 

非常用発電機の配備 １００％ １００％ 地域の防災拠点である近隣センター（事務室）

への発電機の配備割合 
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第 3 章 応急対策計画 
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 １　施設利用者の安全確保

 ２　活動資源確保

 ３　職員参集・配備

 １　情報収集・伝達

 ２　消防・救急

 ３　医療・救護

 ４　応援要請・市外被災地支援

 ５　災害時要援護者支援

 ６　避難対策

 ７　帰宅困難者支援

 ８　輸送支援

 ９　物資供給

１０ 行方不明・遺体対応

１１ 災害拡大防止対策

 1　ライフライン・道路の応急復旧

 2　建物の応急復旧

 １　保健・環境衛生

 ２　生活安定・安全対策

 ３　相談対応

 　●直ちに実施すべき通常業務
　優先度の高い通常業務を行う

活
動
体
制
を

 
 
 
整
え
る

被
害
を
最
小
限
に
く
い
と
め
る

ま

ち
の

機
能
を

回
復
さ

せ
る

被
災
者
を

 
 
支
援
す
る

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●仮設トイレ等配備

　　　　　●電力・ガス・通信・鉄道応急復旧工事

　　　　　●土砂災害危険箇所の確認

　　　　　●車両・燃料の確保　●避難所への物資運搬
　　　　　●優先施設への緊急給水　●給水拠点での給水

　　　　●避難誘導・勧告・指示
　　　　●避難所の開設

　　　　　●交通規制の実施
　　　　　●輸送道路の確保　●ヘリポートの開設予定地決定

　　　　　●一斉帰宅抑制等の呼びかけ
　　　　　●駅前の警備　　　　　　　　　　　　　　●一時滞在施設への案内

　　　　●安否確認・避難支援
　　　　　　　　　　　　　　●二次的避難所開設

　　　●緊急応援要請（自衛隊・緊急消防援助隊，赤十字社）
　　　　　　　　　　　●市外被災地緊急支援

　　●重傷者の救命・県外搬送
　　　　●市保健師による救護活動

　●市民等による初期消火・救助活動
　●消防局・消防団・警察による消火・救助・救急活動

　●市内被害確認
　●緊急情報の広報　●被災者支援情報の広報

　●災害対策本部設置・運営
　●地区災害対策本部設置・運営

　●職員の安否確認
　●施設の機能確認

●館内放送，負傷者対応，避難誘導
●施設の被害確認と使用制限

１日目

要配慮者 

●救護本部設置・運営 
●重傷者の救命・県外搬送 ●市保健師による救護活動 
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●避難者・在宅者の健康維持活動

●被災生活支援　　　　　　　　　●避難所の収束

２日目 ３日目 １週間 １ヶ月

●復興対策本部に移行

●避難所運営組織づくり ●生活ルールの設定

●中・長期応援要請

●通訳ボランティアの派遣
●安否確認完了

●上水道復旧長期化対策

●遺体収容・安置・検案 ●行方不明者の捜索

●応急危険度判定(防災拠点) ●危険度判定(住宅・宅地）
●道路障害物の除去 ●住宅障害物の除去

●応急仮設住宅(建設･賃貸)確保･
建設

●上下水道応急復旧工事 ●道路・橋りょう応急復旧工事
●河川管理施設応急復旧工事

●災害相談窓口開設

●し尿・廃棄物収集
●保健衛生活動

●避難所の健康相談

                                 　　●１週間以内に実施すべき通常業務

　●３日以内に実施すべき通常業務

●応急仮設住宅訪問

●応急教育・保育
●被災地域の警戒・避難所の防犯パトロール
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 自助 
共助 

公助 

町会・自治会・区等 ふるさと協議会 

災
害
時
（
初
動
期
） 

人
命
保
護 

◆身を守る 

◆自宅の消火・救助 

◆隣近所の消火・救助 

◆組織的な消火・救助 

 活動 

◆近隣センター（地区

災害対策本部）への

協力 

 

◆消火・救助・医療・ 

 救護 

◆自衛隊・他市への応

援要請 

情
報 

◆家族の安否確認 

◆隣近所の安否確認 

◆掲示板の確認 

◆被害・安否情報収集 

◆近隣センター(地区災 

 害対策本部)への伝達 

◆掲示板への掲示 

◆近隣センター（地区

災害対策本部）への

協力 

   

 

◆被害情報、住民安否 

 情報に基づく救援・ 

 支援 

◆広報活動 

避
難
行
動 

◆避難場所等への避難 

◆指定避難所への避難 

 (自宅等が危険な場

合) 

 

◆指定避難所への誘導 

◆避難所開設協力 

◆近隣センター（地区

災害対策本部）への

協力 

 

◆避難者の誘導 

◆避難所の開設・運営 

被
災
生
活
支
援 

◆町会･自治会･区等の

活動に協力 

◆避難所運営協力 

◆在宅被災者支援 

◆近隣センター（地区

災害対策本部）への

協力 

 

  

 

 

◆生活救援対策（水・ 

 食糧・生活必需品の 

 供給、健康管理） 

 

 

地震発生の直後においては、行政、防災関係機関、住民、町会・自治会・区等、事業所、その

他団体のそれぞれが、応急対策に取り組む必要がある。 

災害応急対策の実施にあたっては、夜間・休日等勤務時間外に地震が発生した場合は、行政に

よる初動対応が遅れることは過去の災害事例からも明らかである。そのため、発災後から初動期

にかけては、周りの住民と連携・協力して人命救助を行うなど、共助の取組が被害を減らす活動

として期待される。 

 

自助・共助・公助のイメージ 
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第 1 節 活動体制を整える 
 

第１ 基本的事項 
第３章では、各節に活動目標時間を記載している。目標時間は勤務時間中の発災を前提とし

ているため、休日・夜間の場合は、第 1 章第３節第４の３「職員の参集予測」業務継続計画を

参照し、不足する人員を効果的に活用し早期に活標時間に近づける。 

 

１ １ 市の部局別活動概要 

※この表には「市外被災地支援・市外避難者の受入支援」は含まず。 

部局 時期 活  動  概  要 

共通事項 1時間以内 

地震情報周知・施設利用者の安全確保 

所管施設の被害確認開始 

活動資源の確保（施設、設備、情報通信等） 

職員参集状況の報告 

情報連絡体制の構築 

災害対策本部 1時間以内 

災害対策本部の設置・運営 

本部員・本部連絡員の参集 

災害対策本部会議の開催 

被害状況の把握・情報共有 

緊急応援要請（自衛隊、緊急消防援助隊、医師会、柏警察署等） 

避難情報指示・勧告の発令 

地区災害対策 

本部 

1時間以内 

地区災害対策本部の設置・運営 

出張所業務及び近隣センター業務の停止 

地区災害対策本部活動の開始（被害調査、避難所、救護福祉、物資） 

3時間以内 
避難所（近隣センター及び市管理施設以外の避難所）開設・運営 

地区災害対策本部活動の開始（給水） 

１２時間以内 大規模被害地域被害調査完了 

総務部 

1時間以内 

災害対策本部・事務局設置 

職員参集状況・職員被災状況確認開始 

応援職員配置開始 

電気、電話、ガス施設の情報収集 

３時間以内 ヘリポートの開設 

6時間以内 広域帰宅困難者対応 

２４時間以内 災害コールセンター設置 

48時間以内 災害相談窓口の開設 

72時間以内 防犯活動の開始 

随 時 応急対策の総合調整 
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部局 時期 活  動  概  要 

企画部 

1時間以内 

災害対策本部設置、運営補助 

インターネット閲覧制限実施 

帰宅困難者対策（公共交通機関（鉄道・バス）情報の収集、発信） 

近隣市・協定市・中核市の被害状況確認 

緊急応援要請（協定市、中核市等） 

市長・副市長の補佐、特命事項の調整 

３時間以内 帰宅困難者対策（一時受け入れ施設滞在施設の案内） 

６時間以内 物資応援要請（協定市、中核市等） 

７２時間以内 
帰宅困難者対策（代替輸送手段の検討） 

中・長期的応援要請（協定市、中核市等） 

財政部 

1時間以内 被害調査担当の地区災害対策本部活動の開始 

１２時間以内 大規模被害地域被害調査完了 

24時間以内 住家等被害認定調査開始 

48時間以内 り災罹災証明書発行に関する広報開始 

1週間以内 り災罹災証明書発行開始 

随 時 被災者支援（地方税・国税特別措置） 

地域づくり 

推進部 

1時間以内 

緊急広報開始 

災害記録開始 

全避難所運営統括・避難所情報確認開始 

地区災害対策本部開設・運営 

外国人支援対策本部の設置 

外国人への情報発信 

３時間以内 
被災者生活支援情報の広報開始（医療機関情報等） 

報道機関対応 

４８時間以内 外国人避難者の把握 

１０日 臨時広報紙発行 

1か月 全施設の運営再開・避難所の統廃合 

市民生活部 

（沼南支所含む） 

1時間以内 避難所担当の地区災害対策本部活動の開始 

３時間以内 所管施設の避難所（藤ヶ谷区民館）開設・運営 

４８時間以内 遺体処理業務の開始（埋火葬許可証の発行） 

72時間以内 行方不明者の捜索開始（住基・戸籍照合） 

随 時 
被災者支援（医療一部負担金の減額・免除、国民年金免除、医療保険等

の減額・免除）、地域づくり推進部の応援 
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部局 時期 活  動  概  要 

保健福祉部 

１時間以内 

救護福祉担当の地区災害対策本部活動の開始 

社会福祉協議会との連携開始 

救護本部（災害医療コーディネーター等）の設置 

医療機関情報の収集 

応援要請（医師（日本赤十字社）） 

３時間以内 所管施設の避難所開設・運営 

12時間以内 
医師・看護師等受入体制の確立 

遺体収容開始（市内葬儀業者・ウイングホール柏斎場の確認） 

 2４時間以内 二次的避難所（福祉避難所）の開設 

 
48時間以内 

災害ボランティアセンターの設置（社会福祉協議会） 

遺体収容・安置・検案開始 

７２時間以内 

在宅要援護者の支援開始（保健所連携） 

行方不明者の捜索開始 

行方不明者相談所の開設 

支援要請物資の決定（義援物資の募集） 

１週間以内 身元不明遺体埋火葬の検討 

随 時 

被災者支援（災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金、特別支援学校等へ

の就学奨励事業、介護保険料等の減額・免除、障害福祉サービスの利用者負担

等の減額・免除、生活福祉資金制度による貸付、日赤義援金に関する事務） 

救護本部 

１時間以内 

救護本部を設置（保健福祉部・保健所・医師会等） 

災害拠点病院・災害医療協力病院の被害状況、受入可能患者数等の把握（EMIS） 

派遣・応援医師、看護師、医薬品等の配置方針を決定 

県災害対策本部へ応援要請（DMAT、日本赤十字社、ＪＭＡＴ） 

市災害対策本部へ要請（水、燃料、電力等） 

12時間以内 
応援医師・看護師の要請（災害医療コーディネーターを配置し、被災地外から

の応援医師・看護師の派遣を調整） 
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部局 時期 活  動  概  要 

保健所 

1時間以内 

救護福祉担当の地区災害対策本部活動の開始 

救護本部の活動補佐開始（救護本部への職員配置等） 

医療機関情報の収集 

医薬品・医療材料卸売業者の稼動・在庫等の状況確認 

拠点病院の医薬品・医療材料医療資機材等の確認 

 3時間以内 救護福祉担当の避難所巡回・情報収集活動開始 

１２時間以内 医薬品・医療資機材の受入体制の確立 

72時間以内 

在宅要支援者の支援開始（保健福祉部連携） 

避難所の保健衛生活動開始（食中毒予防・防疫指導等） 

動物ペット飼育に関する助言 

1週間以内 
避難者の健康相談活動 

在宅者の保健衛生活動 

1か月以内 被災者健康支援（応急仮設住宅全戸訪問） 

こども部 

1時間以内 
保育園児・児童等の保護・安全確認 

救護福祉担当の地区災害対策本部への配置参集開始 

２４時間以内 保護者への引渡し 

７２時間以内 保育の場の確保再開 

1か月以内 保育施設・職員の確保（全保育園等の再開） 

随 時 

避難被災者支援（災害遺児に対する生活支援・心と体のケア、各相談や

支援情報の案内保育援助措置、幼稚園への就学奨励事業、災害遺児に対

する生活支援・心と体のケア） 
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部局 時期 活  動  概  要 

環境部 

１時間以内 
簡易・仮設トイレ設置方針の検討 

物資担当の地区災害対策本部活動の開始 

３時間以内 非常用トイレ袋の配備 

12時間以内 
発生廃棄物の推定開始 

廃棄物ストックヤード調査開始 

24時間以内 

簡易・仮設トイレ設置 

応援要請（し尿・がれき処理） 

し尿処理計画の検討 

し尿処理（土壌還元）協議開始 

廃棄物ストックヤードの決定 

廃棄物の収集・処理方法の決定 

４８時間以内 
し尿収集・運搬開始 

廃棄物処理の広報 

72時間以内 

応援協定業者によるし尿の収集・運搬開始 

廃棄物収集開始 

廃棄物自己搬入受付開始 

1週間以内 施設復旧完了 

経済産業部 

1時間以内 

物資運搬用車両の確認・確保 

物資担当の地区災害対策本部活動の開始 

避難所情報確認開始（要物資情報） 

一次物資（食糧・毛布・簡易トイレ）確認・運搬準備 

3時間以内 

物資供給協定先・食品工場・公設市場からの供給可否確認 

物資供給開始（避難所、医療機関） 

燃料供給方針決定 

６時間以内 

緊急応援物資の要請 

救援物資受入拠点の確保 

医療機関への燃料供給開始 

24時間以内 
備蓄資機材の避難所配置 

応援物資供給体制の確立 

72時間以内 
衛生管理品の確保・配布 

入浴施設の確保 

1週間以内 被災者支援（商業・工業・農業者に対する復興支援、天災融資制度） 
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部局 時期 活  動  概  要 

都市部 

1時間以内 被害調査・土砂災害対策（危険箇所確認、広報活動） 

３時間以内 所管施設の避難所開設・運営 

24時間以内 

応援要請（被災建築物応急危険度判定士、被災宅地危険度判定士） 

被災建物の現地調査 

応急危険度判定実施本部の設置 

４８時間以内 防災拠点施設の応急危険度判定開始 

72時間以内 
一般住宅等の応急危険度判定開始 

被災宅地危険度判定開始 

1週間以内 応急仮設住宅確保計画の策定 

3週間以内 
借上げ住宅確保開始 

応急仮設住宅建設開始 

1か月以内 
被災住宅の応急修理完了（総務部連携） 

借上げ住宅への入居開始 

3か月以内 応急仮設住宅への入居開始 

随 時 被災者支援（住宅応急修理の支援） 

土木部 

１時間以内 道路・橋梁・下水道・河川施設被害調査 

3時間以内 

応急対応開始 

交通規制開始 

緊急輸送手段・拠点の確保 

12 時間以内 緊急輸送道路等主要道路の確保完了 

24時間以内 
下水道施設復旧工事計画の策定 

応援要請（技師・重機・資機材等） 

４８時間以内 
下水道復旧工事開始 

道路・橋梁復旧工事計画の策定 

72時間以内 
道路の障害物除去 

道路・橋梁復旧工事開始 

1 か月以内 河川障害物の除去 

会計課 
1時間以内 総務部の応援 

1週間以内 被災者支援（義援金（募金）受付（市内被災者向け）） 

議会事務局 
1時間以内 市議会議員安否確認 

４８時間以内 被災者支援（相談対応）［総務部応援］ 

選挙管理委員

会事務局 

１時間以内 総務部（中央体育館）の応援 

４８時間以内 被災者支援（相談対応） 

監査事務局 
１時間以内 総務部（中央体育館）の応援 

４８時間以内 被災者支援（相談対応） 
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部局 時期 活  動  概  要 

農業委員会 

事務局 
1時間以内 経済産業部の応援 

水道部 

１時間以内 
水道事業災害対策本部の設置 

被害状況の把握を開始（水道施設（水源地）、給水優先施設、工事業者） 

3時間以内 

給水優先施設の給水開始水道管路の被害確認 応急給水担当職員を給水

拠点に配置 

被害調査の結果を情報収集し、本部へ報告 

広報活動開始 

応援要請（給水車など） 

水質検査開始 

６時間以内 

応急給水開始（水源地・耐震性貯水槽・災害用井戸） 

給水優先施設の給水開始 

応急給水担当職員を給水拠点に配置 

２４時間以内 

応援要請（技師・重機・資機材等） 

応急復旧工事計画の策定 

応急給水開始（給水タンク） 

４８時間以内 

応急復旧工事開始 

応援要請（他市町村等、協定事業所等） 

他市の応援給水車による応急給水（給水タンク） 

応急給水開始（災害用井戸、給水タンク） 

72時間以内 復旧長期化対策検討 

生涯学習部 

１時間以内 避難所担当の配置・活動開始 

３時間以内 所管施設の避難所開設・運営 

２４時間以内 文化財の被害拡大防止措置 

1か月以内 全施設の運営再開・避難所の統廃合 

学校教育部 

1時間以内 
児童・生徒の保護・安全対策 

避難所担当の配置・活動開始 

3時間以内 避難所（小中学校・市立柏高校）開設 

２４時間以内 児童・生徒の保護者への引き渡し 

1か月以内 
全学校の運営再開 

避難所統廃合 

消防局 

１時間以内 

消火・救助・救急活動開始 

応援要請（緊急消防援助隊） 

警戒区域設定開始 

救護本部への職員派遣 

3時間以内 後方医療機関への搬送 

１週間以内 り災（火災）証明書発行開始 

避難所 

（所管部署） 

1時間以内  避難所開設準備 

3時間以内 避難所開設・状況報告開始 ※２ 

４８時間以内 避難所運営委員会の設立準備開始 

72時間以内 避難所運営組織の設立 

1か月以内 全施設の運営再開・避難所の統廃合 

3か月以内 避難所の閉鎖（応急仮設住宅への移行） 

※１ 上記の活動のほか、非常災害時には災害対策本部の指示に従い、優先順位等を考慮し柔軟に活動
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する。 

※２ 避難所の運営等，発災初動期において多くの人員が必要となる業務においては，特定の部署に負

担が偏ることがないよう配慮し本部の指示に従い柔軟に活動する。 

 

２ ２ 配備体制 

(１) (１)配備基準 

 各部局長は、地震の発生を知ったとき、または地震発生のおそれがあるときは、市長の

指令の有無にかかわらず、必要な職員を配備し、災害対応を実施する。 

※消防局の参集体制は別に定める。 

※注意配備時の参集は各部局判断とするが，、連絡体制の確認等，、状況に応じて必要な人員を

確保する。 

 

(２) (２)警戒本部 

総務部長は、配備基準に該当する災害の発生、または市長が本部設置の必要があると認

めた場合に警戒本部を設置する。 

 本部は、本庁舎３階庁議室に設置し、会議も同庁議室で行い、次に掲げる者をもって構

成する。会議の招集及び長は総務部長とし、情報収集及び対応策検討のための事務局を総

務部防災安全課に置く。各部長は、この計画による配備基準に基づき予め定めた職員を配

置につけ、災害応急活動を指揮する。 

本部 配備 配備基準 参集体制 

－ 
注意 

配備 

 市内震度が 4 を記録したとき。 

 災害の発生その他の状況により市長が必要と認めたとき。 

 各部局必要 

 人員参集（※） 

警 戒

本部 

警戒 

配備 

 市内震度が 5 弱を記録したとき。（自動配備） 

 気象庁が東海地震注意情報を発表したとき（自動配備） 

 災害の発生その他の状況により市長が必要と認めたとき。 

職員の 1/2 参集 

災害

対策

本部 

非常 

配備 

 市内震度が 5 強以上を記録したとき。（自動配備） 

 気象庁が東海地震予知情報を発表したとき（自動配備） 

 災害の発生その他の状況により市長（本部長）が必要と認

めたとき。 

全職員参集 
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構 成 協議事項 

 総務部長 

 財政部長 

 地域づくり推進部長 

 保健福祉部 

 保健所 

 こども部 

 都市部長  

 土木部長 

 学校教育部 

 消防局長 

※上記以外の部局は応援待機 

その都度災害の状況に応じて、総務部長若しくは他の部長

の提議によるが、概ね次のとおりとする。 

 被害情報の収集 

 県又は防災関係機関からの情報収集 

 今後の対応策の決定と配備体制の検討 

 市長への報告及び市長からの特命事項の対応 

※市長への報告は副市長を通じて行う。 

 その他 
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３ ３ 災害対策本部 

 

(１) １ 災害対策本部の設置 

 市長は、配備基準に該当する災害の発生、または本部設置の必要があると認めた場合に、

災害対策本部（以下「本部」という）を設置する。 

本部は、市役所本庁舎３階フロアに設置し、災害対応の意思決定機関としての機能を確

保するため、同階庁議室を中心に資機材の設定と人員の配置を行う。 

 また、市長（以下「本部長」という）は、庁舎及び周辺地域の被災等によりその機能の

維持ができない場合は、次の優先順位によりいずれかに設置する。 

 

【代替本部】 

 

 

 

 

(２) ２ 本部の組織と編成 

総務部

―会計課
本部長 市長 ―議会事務局
副本部長 副市長 ―選挙管理委員会事務局

教育長 ―監査事務局
水道事業管理者 企画部
代表監査委員 財政部
総務部長 地域づくり推進部
企画部長 沼南支所
財政部長 市民生活部
地域づくり推進部長 保健福祉部
市民生活部長 保健所
保健福祉部長 こども部
保健所長 環境部
こども部長 経済産業部
環境部長 ―農業委員会
経済産業部長 都市部
都市部長 土木部
土木部長 水道部
生涯学習部長 生涯学習部
学校教育部長 学校教育部
消防局長 消防局

警察・自衛隊

ライフライン機関等

理事

――

本　部　員

災
害
対
策
本
部
会
議

本部長付

関係機関

――
――

――
――

――

災
害
対
策
本
部
事
務
局
（

総
務
部
）

本
部
連
絡
員

災害対策本部

各
部
局

地区災害対策部

――
――

――
――
――

（現地災害対策部）

――

――
――

――
――

――

 

 

①ウェルネス柏 → ②沼南庁舎市役所分庁舎 → ③市役所分庁舎消防

局 → ④消防局沼南庁舎 

→ ⑤柏警察署 

 

救護本部・警察・自衛隊 

ライフライン機関等 

地区災害対策本部 

（現地災害対策本部） 
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(３) ３ 事務分掌 

 （資料編 1－２「災害対策本部の事務分掌」参照） 

 

(４) ４ 本部長不在時の職務代行 

柏市長職務代理規則第３条第１項の定めにしたがい、①副本部長（副市長）→ ②総務

部長とする。 

※①及び②にある者が伴に不在のときは、柏市長職務代理規則第３条第 2項の定めによる。 

 

(５) ５ 標識の設置 

 市庁舎本庁舎正面玄関に「柏市災害対策本部」の標識を掲げる。 

 ※地区災害対策本部、現地対策本部も分かり易い場所に設置する。 

 

(６) 議会との情報共有 

 本部事務局（情報統制班）は、柏市議会災害情報・対応等に関して情報を共有するとと

もに、柏市議会は市議会議員と情報を共有する。 

 

(７) ６ 現地対策本部 

 本部長は、必要があると認めるときは、災害現地に現地災害対策本部（以下「現地本部」

という。）を置く。現地本部長は本部長が指名し、現地本部の職員は被害状況及び対応内容

を踏まえ選任する。 

 

(８) ７ 本部の運営等 

ア ①本部会議の推移 

 

 

 

 

発災直後  本部長、副本部長、本部長付及び本部員は、直ちに本部に参集し、

災害に関する情報、各部の配備体制及び緊急措置事項を検討し、

初動期における活動方針を決定する。 

初動から概ね 

４８時間以内 

 本部長、副本部長、本部長付及び本部員は災害対策本部に常駐す

る。 

 各部局等から報告される災害に関する情報や活動状況を分析し、

時間差のない重要事項の意思決定を行う。 

 必要に応じ、関係部局及び関係機関との間で被害・対応状況につ

いての認識の共通化を図り活動調整を行う。 

発災から概ね 

４８時間以降 

 会議の開催は本部長がその都度決定する。 

 即時の意思決定が必要な重要事項が発生した場合は、会議の開催

を待たずに関係部局及び関係機関との間で協議を行い本部長に報

告する。 
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イ ②本部事務局 

本部の運営を迅速かつ適切に行うため、本部に本部事務局を置く。 

 

(ｱ) （ア）本部事務局の編成 

   情報統制班：総務部，、企画部（情報政策課），、地域づくり推進部（広報広聴課），、消

防局，、前防災安全課職員を中心に編成する。 

   情報処理班：総務部，、総務部応援職員，、前防災安全課職員を中心に編成する。 

 

(ｲ) （イ）本部事務局の活動内容 

 本部長の意思決定及び本部が応急対策を実施するために必要な情報の収集・報告、

課題の整理・分析及び内外の関係機関との調整等の役割を担う。 

   情報統制班：①ａ 各部局や外部関係機関等からの各種情報を統制・整理し、災害対応

方針を決定する上で必要な情報を本部へ提供 

ｂ ②市民や報道関係機関に対する積極的な情報発信 

ｃ ③避難情報勧告・指示の発令及び解除 

ｄ ④緊急応援要請（自衛隊、緊急消防援助隊、医師会、柏警察署等） 

ｅ ⑤各部局や外部関係機関等から情報が報告されない場合に、状況に応

じて被害状況等を収集 

   情報処理班：ａ ①市民、コールセンター、各部局等からの連絡の第一報を受け付け 

ｂ ②受け付けた情報の重要度や緊急性から、本部の各チーム及び情報統

制班に伝達する情報か、その場で即座に対応できる情報かを選別 

ｃ ③各部局や外部関係機関等から情報が報告されない場合に、情報統制

班と連携し、被害状況等を収集 

 

(ｳ) （ウ）コールセンターの設置 

   総務部、総務部応援職員が中心となり、災害発生後２４時間以内に本庁舎５階第５・

６委員会室にコールセンターを設置する。対応にあたっては、職員がローテーション

を組んで対応できるよう管理する。コールセンターが開設された時点で、市民からの

電話はコールセンターで受け付ける。その場で回答できる内容については、その場で

回答し、各部署での対応が必要となる案件については、担当部署へ速やかに引き継ぐ。

なお、緊急性・重要度の高い案件については、災害対策本部事務局（情報処理班）へ

情報を伝達する。 
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ウ ③情報連絡系統 
(ｱ) ア 本部情報共有 

 本部の情報連絡、指示・命令等の伝達は次の系統で行い、収集した情報の共有を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ (ｲ) 内部活動報告 

   災害に関する様々な情報については、各部局別活動概要（※第 3 章-第 1 節-第 1）

を参考として各部局ごとに取りまとめ、本部が意思決定を行う判断材料として本部事

務局（情報処理班）へ報告、及び庁内システムへ記録する。 

   また、活動の本部への報告は、原則として次のとおり実施する。 

災害対策本部
分析 → 対策の決定（意思決定） → 共有

本部事務局 本部長・副本部長

本部付き・本部員
情報の集約・処理・統制を行う

本部連絡員

各　部　局

住民等　　職員・各所属（出先機関）・地区災害対策本部

判断材料の提供

指示・命令報告
報告

緊急情報

通報

要請

報告・連絡 ※「イ 内部活動報告参照」

本部長付・本部員 

情報統制班 

情報処理班 
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エ ④本部運営に必要な資機材 

 

□臨時電話 □防災行政無線 □衛星携帯電話 □千葉県防災行政無線テレビ電話 

□ラジオ □テレビ □パソコン □プリンター □コピー機 □プロジェクター 

□ＦＡＸ □ホワイトボード □文房具・用紙 □長机・椅子 □地域防災計画 

□マニュアル類 □住宅地図 □市全図 □ハンドマイク □懐中電灯 

 

(９) ８ 関係機関への通知 

本部を設置又は廃止した場合、総務部長は直ちに関係機関に通知する。 

報告事項 実施者 
報告先 

(とりまとめ担当) 

報告時期 

集約先 
１日目 

２～３ 

日目 

４日目 

以降 

職員情報 各所属 人事課 １時間毎 

３時間毎 

※ ９時 

１２時 

１５時 

１８時 

２１時 

１日１回 

※ ９時 

本部事務局

（情報処理

班） 

被害情報 

（人的・物的） 

各地区災害 

対策本部 
財政部 

随時 

各所属 各部局 

避難所情報 

各地区災害 

対策本部 

地域づくり 

推進部 

１時間毎 学校 

市立 学校教育部 

市立以外 

県立 
生涯学習部 

その他 

所管施設 
各部局 

要配慮者情報

（K-Net） 

各地区災害 

対策本部 
保健福祉部 ３時間毎 

救護・医療情報 各所属 救護本部 随時 

その他の 

活動情報 
各所属 各部局 随時 

連絡担当者 報告・通知・公表先 

総務部 
千葉県(東葛飾振興事務所経由も含む)、柏警察署、近隣市長、 

防災会議委員 

地域づくり推進部 住民、報道機関 

各主管部局 市議会議員、消防団等関係連絡団体 
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(10) ９ 本部の廃止 

 本部長は、災害の危険がなくなった時、又は災害発生後における措置がおおむね終了し

た時、本部を廃止する。その決定の経路については、設置の場合に準ずるものとする。 

 また、本部長は、本部を廃止後、復旧・復興が長期にわたると予想される場合は、必要

に応じ復興対策本部を設置し、災害対応業務を引き継ぐことができるものとする。 
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４ 地区災害対策本部 

 

(１)  本部の設置・目的 

大規模地震（震度 5 強以上）が発生したとき等、市内２０２1 のコミュニティエリアを

防災エリアとして、エリアの情報収集や調査のほかに地域住民と連携した防災活動を行う

ことを目的に、各近隣センターに地区災害対策本部を設置する。 

 

(２)  参集体制 

 地区災害対策本部員にかかる参集は下表のとおりとする。 

参集基準 参集体制 

市内震度５弱 

東海地震注意情報

（気象庁） 

近隣センター職員：１／２参集 

避難所運営担当：全員参集 

市内震度５強以上 

東海地震予知情報

（気象庁） 

全員参集 

  

(３)  組織の構成と役割 

地震や大規模災害発生後から被害の拡大期においては、市域の情報収集と同時に人命保

護活動や避難行動の開始が行われる。このことから、地震や大規模災害発生直後から住民

からのニーズの高い業務に従事する職員を一定数確保し、遅滞なく応急対策が行える体制

を整える。 

 

ア (１) 地区災害対策本部（本部員）の役割 

構成 役 割 配置職員 

本部長 
 災害対策本部と連携し、情報の円滑な報告・共有・伝

達等の連絡を行う。 

 避難してくる来館者等の対応及び地区に向けた情報

の発信を行う。 

 エリア担当職員及びふるさと協議会と連絡調整して、

地区における応急対策を行う。 

近隣センター職員 

本部長補佐 

本部運営担当 

被害調査担当 
 地区内の人的・物的被害状況を調査し、地区災害対策

本部を通じて本部に報告する。 

近隣センター以外

の職員 

避難所担当 

 避難所運営組織及び施設管理者と連携して避難所運

営を行う。 

 近隣センター及び市管理施設以外の避難所の開設・運

営を行う。 

救護福祉担当 

 避難所等を巡回し、救護・衛生管理支援活動を行う 

 K-Net 登録名簿に基づき、要配慮者の安否確認を行

う。 

物資給水担当  第３章第２節第９項「物資・給水担当」参照 
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※地区災害対策本部（市内２０２1 のコミュニティエリア地域）・・・・・【資料編 3－２】 
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イ (２) 地区災害対策本部の情報連携（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

応急対策活動
情報伝達・救護・物資・給水等

情
報
・
要
望

各
部
局

災
害
対
策
本
部

　
　
本
部
事
務
局

地区災害
対策本部

緊急情報

地

域

（
被
災
現
場
・
避
難
所
等
）
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第２ 活動体制 

 

 

１ 施設利用者の安全確保 

 

活動目標 

1 時間以内 

◆ 施設利用者の安全確保 

 ・館内放送の実施  

 ・屋外への避難支援・避難誘導 

◆ 施設の被害確認 

 

活動方針 

施設管理者は、利用者の安全確保及び二次的被害を防止するため、次の活動を行う。 

 

(１)  施設利用者の安全確保 

ア (１) 館内放送 

 放送設備を利用し、落ち着いた行動と身の安全確保、職員の指示に従うことを促す。 

 

イ (２) 負傷者・要配慮者対応 

 負傷者の手当て・要配慮者への配慮を優先するとともに、エレベーターへの閉じ込め

状況を確認し、適切に対応する。 

 

ウ (３) 屋外への避難支援・誘導 

 屋外への避難を指示する際は落下物に注意し、駐車場等の安全な場所に誘導する。 

 

(２)  施設の被害確認と使用制限 

 余震が治まった収まった段階で、施設の外壁・柱・天井等を目視により確認し、次に該

当する場合は、施設の一部又は全部の使用を制限する。 

項目 担当部局 関係機関 

１ 施設利用者の安全確保 全部局  

２ 活動資源の確保 全部局 千葉県石油商業協同組合柏支部 

３ 職員の参集・動員 全部局  

基本方針 

● 人命保護を第１に考え、行動する。 

● 初動時は限られた資源（人・物）の中で、迅速・適正に行動する。 

□ 周辺地盤面の亀裂    □ 建物の傾き    □ 外壁・内壁・柱への大きな亀裂 

□ 天井の崩落・崩落の恐れ □ 窓ガラスの破損  □ 照明器具の破損・落下の危険性 等 
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２ 活動資源の確保 

 

活動目標 

 

活動方針 

(１)  職員の安否確認 

 職員は、「職員参集メール」により参集の可否、参集予測時間等を報告する。各部局長は

職員の安否確認を行うとともに、参集可能な職員数を把握し、業務遂行のための体制を確

立する。 

 

(２)  施設の機能維持確認 

各部局長は、施設の被害状況を把握し、災害時優先業務を実施するために必要な資源の

確保状況を確認し、不足分の確保にあたる。 

【市役所本庁舎の非常用発電設備】 

※非常用発電設備により使用可能な資機材等 

エレベーター、ポンプ類（水道等）、非常誘導等、非常照明、非常コンセント、非常放送及び

庁内放送用設備。 

1 時間以内 

◆ 職員の安否確認開始 

◆ 施設の被害状況確認 

◆ 通常業務停止の決定 

◆ 災害対応業務遂行のため資源の確保 

３時間以内 ◆ 実施する通常業務の決定 

 項目 確認事項 

施設  被害状況から判断し、業務遂行ができる状態か。 

電力  業務遂行に必要な電力が確保されているか。（非常用発電機の準備） 

 業務遂行に必要な燃料が確保されているか。（燃料供給事業者からの調

達体制の準備） 

情報システム  庁内の情報システム及びサーバーは正常に稼働しているか。 

 保守業者の参集は可能か。（緊急停止に伴う再起動） 

情報通信  電話は使用できるか。（災害時優先電話、携帯電話、固定電話、衛星携

帯電話） 

 無線は使用できるか。（防災行政無線（固定系、移動系）） 

 情報通信回線は使用できるか。（インターネット，庁内ネットワーク） 

その他資源  エレベーターは稼働しているか、停止している場合の復旧見込みは。 

 都市ガス被害、トイレの使用状況、断水状況はどうか。 

場 所 電力       燃料種別 容 量 連続稼働時間                    

本庁舎 300ＫＶＡ Ａ重油         1、000 ㍑ １５時間（全負荷時） 
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３ 市職員の参集・動員 
 

活動目標 

１時間以内 
◆ 職員参集開始 

◆ 職員参集状況の報告開始（職員の安否確認開始） 

 

活動方針 

(１)  職員の参集・動員 

 市職員は配備基準、所掌事務に基づき参集し、この計画の定めに基づき応急災害対策を

実施する。本部長は、災害の状況その他必要があると認めたときは特定の部局や職員に対

し、予め定めた配備体制及び事務分掌と異なる指令をすることができる。 

 なお、各部局長は、所管の部の配備動員計画を予め作成し、平常時から職員に周知徹底

を図るように努める。 

【配備・動員方法】 

※職員配備体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 3－1】 

 

(２)  職員動員の報告 

各部局は、参集状況を記録し、その累計を本部連絡員を通じて、総務部人事課に報告す

る。人事課は、職員の参集状況をとりまとめ、総務部長を通じて、本部長に報告する。報

告の時期については、本部長が特に指示した場合を除き１時間ごとの報告に努めるものと

する。 

【柔軟な職員の配置・職員への配慮】 

 

 

 

 

 

 

勤務時間内 

 各部局長は、「配備体制」が発令されたときは任務分担に基づき、予め定

めた職員を動員する。 

 配備についた職員は、上司の命令に従い直ちに警戒活動又は応急活動を実

施する。 

勤務時間外 

 職員は、地震災害時の配備体制にもとづき、動員命令を待つことなく直ち

に予め指定された場所に自動参集する。 

 各部局長は、職員の参集状況に応じ順次応急対策活動を命ずる。また、必

要に応じて、予め定められた者以外の職員を指名して配備につけ応急活動

を命じる。 

各部局からの職員応援要請に対し、被災状況及び活動の優先順位等を総合的に判断して

横断的な職員の配置を検討し、各部局長に調整を指示する。 

なお、職員の配置にあたっては災害の規模や被害の程度を鑑み、長期的な対応が必要に

なることを考慮する。し、一部職員を帰宅させるなど、職員自身の健康状態にも配慮する 

総務部は、職員自身の健康状態に配慮し、部内でローテーションを組んで対応出来る態

勢を取っているか、適切な期間で帰宅できているか等、各部の部長と連携し調整する。 

また、応急活動における悩みや不安、ストレスを解消するため、総務部内に職員のため

の相談窓口を設け、必要に応じて心のケア等を行う。 
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(３)  指揮伝達・活動体制の準備 

災害発生後における動員職員の統制及び本部（員）からの指揮・伝達事項の確実な実行

を図るため、年度当初に次の担当を指名し災害活動体制を整える。 

 

(４)  職員の心得 

(１) ア 遵守する服務 

市（職員）は、次の事項に留意し災害対応活動に従事するものとする。 

 自らの安全の確保を十分に図り、災害対応活動に従事する。 

 常に災害に関する情報及び本部の指示に注意する。 

 自らの言動によって市民に不安や誤解を与えないよう発言には細心の注意を払

う。 

 参集（勤務）場所を離れる場合には、所属もしくは地区災害対策本部の責任者と

連絡をとり、常に所在を明らかにする。 

 正規の勤務時間が終了しても、上司の指示があるまでは退庁せず待機する。 

 不急の行事、会議、出張等を中止する。 

災害現場に出動する場合は、名札を着用し、自動車には標旗及び緊急通行車両の

標章を使用する。 

 

イ (２) 参集心得 

市（職員）は、勤務時間外に地震が発生した場合、次の事項に留意し参集するものと

する。 

 地震が発生した場合、参集メールに頼らず、自ら情報を収集し、配備体制の発令

を待つことなく、速やかに予め指定された場所に参集する。 

 病気その他やむなき事情により参集が不可能な場合には、なんらかの手段をもっ

てその旨を所属の長、若しくは参集先の地区災害対策本部へ連絡する。 

 参集時は、徒歩又は自転車・バイク等を使用する。 

 緊急に参集する際は、特に指示があった場合を除き、作業に適する服装・靴（運

動靴や安全靴）を着用し、軍手、携帯電話、食料（最低１日分）、飲料水、懐中

電灯等を携帯する。 

本部連絡員  本部において本部員の活動を補佐するとともに、本部（員）からの

決定・指示事項を伝達するなど、本部と各部局の調整を行う。 

危機管理・防災統

括リーダー 

 本部（員）に被害状況や応急対策の実施状況を報告する。 

 本部（員）からの指示・伝達事項の基に、応急対策が迅速かつ円滑、

適切に行うため職員の指揮・現場との調整を行う。 

危機管理・防災リ

ーダー 

 応急対策における実働部隊の指揮者として統括リーダーを補佐す

る。 
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 参集途上においては、可能な限り被害状況その他の災害情報の把握に努め、参集

後直ちに参集場所の責任者に報告する。 
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第 2 節 被害を最小限にくいとめる 
 

第１ 情報収集・伝達 

項目 担当部局 関係機関 

１ 情報連絡体制の構築 全部局 防災関係機関 

２ 情報収集・伝達・報告 全部局 国、県、防災関係機関 

３ 災害時広報 地域づくり推進部 柏警察署、ライフライン機関、鉄道機関、 

報道機関 

 

 

１ 情報連絡体制の構築 

 

活動目標 

1 時間以内 

◆ 資機材等の確認・確保 

◆ 通信手段の確認・確保 

◆ 災害対策本部に本部連絡員参集 

 

活動方針 

(１) １ 防災関係機関 

防災関係機関は、必要に応じ、市災害対策本部へ連絡員を派遣する。派遣された連絡

員は、連絡用資機材を必ず携行し、所属機関との連絡調整にあたる。 

また、国と迅速かつ的確な情報交換を行うため、国土交通省関東地方整備局との協定

に基づき、情報連絡員（リエゾン）を受け入れる。 

 

(２) ２ 通信手段 

ア (１) 市内部の通信手段（優先順位） 

大規模地震発生時には、通信機器の被災等により情報伝達の手段が限られてくるが、

被害の状況などの情報は大量に溢れてくることが予想されるため、予め通信手段の優

先順位を明確にしておく。また、通信機能が麻痺し使用ができない場合を想定し、書

面や伝令による等の伝達手段と、本庁舎内部、本庁舎と分庁舎間等の市の施設間を行

き来し書面等を伝達する情報伝達要員（伝令）もを確保しておく。 

基本方針 

● あらゆる手段を駆使して災害の全体像を迅速に把握する。 

● 関係機関との情報共有を徹底する。 

● 市民等への情報伝達はあらゆる手段をつかって行う。 

● 災害記録を残す。 
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【通信手段と使用優先順位】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ (２) 市外部（防災関係機関）との通信手段 

１ 有線通信 
 災害時優先電話 

 ファクシミリ 

２ 無線通信 
 防災行政無線（固定系・移動系） 

 消防無線 

３ 代替通信 

 非常・緊急電話 

常時優先電話により、市外局番なしの「１０２」をダイヤルしオペ

レーターへ申し込む 

 非常・緊急電報 

市外局番なしの「１１５」にダイヤルし、オペレーターへ申し込む 

 非常通信 

地震その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合で、

災害対策上必要が生じた時は、電波法第５２条の規定に基づき、免

許状に記載された範囲外の通信を行う。 

 

 

 

 

 

 アマチュア無線の活用 

協定先のアマチュア無線クラブの構成員の協力を得て情報収集等に

活用する。 

 通信手段 通信要領 

１  庁内共有  定型報告は書式を定め、定時更新する。 

２  LINK 掲示板 
 通常報告・周知に使用する。（確認員を選定する） 

※ＬＩＮＫ掲示板は、分類「危機管理情報」を選択。 

３  FAX  通常報告・周知に使用する。（LINK 使用不能時） 

４  内線  緊急連絡のみとする。 

５  外線  緊急連絡のみとする。（基本的に使用しない） 

６  防災行政無線 
 通信手段が断たれた（輻輳してつながらない）場合、又

は移動局からの手段として活用する。 

― 
非常伝達手段 

（書面・伝令） 
 「通信機能麻痺対策」参照。 

（
高
） 

優
先
度 

（
低
） 

   
・警察通信施設・国土交通省関係通信施設・東京電力パワーグリッ

ド㈱通信施設 

・東日本電信電話㈱通信施設・日本放送協会千葉放送局通信施設 

・その他の通信施設 



震災編 第 3 章 応急対策計画 第 2 節 被害を最小限にくいとめる 

 

震－118 

ウ (３) 通信の統制 

 災害の発生時には、各種通信の混乱が予想されるため、それぞれの無線通信施設の

管理者は、適切な通信の統制を実施し、円滑かつ迅速な通信の確保に努める。 

 市（総務部長）は、重要情報の収集、伝達を優先的に行うため通信回線を確保する

必要がある場合は、次のとおり通信統制を行うものとする。 

【通信統制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)  通信機能麻痺対策 

情報通信手段が使用できない場合は、徒歩、自転車、バイク等を使用し、情報伝達要

員（伝令）を派遣して、市内部及び市施設間、防災関係機関との通信連絡を確保する。 

なお、情報の伝達には、可能な限り共通の情報シート等を活用し、期日、発信元、受

信先、返信の要否、関連部署、内容等、情報項目に漏れがないようにする。 

 

 

２ 情報収集・伝達・報告 

 

活動目標 

１時間以内 
◆ 地震情報の収集・共有・伝達 

◆ 災害情報の収集・共有・伝達・報告 

３時間以内 
◆ 情報の空白地区の把握 

◆ 被害調査情報の収集 

１２時間以内 
◆ 大規模被害地域被害調査の完了 

◆ 未確認情報の確認 

２４時間以内 ◆ 災害コールセンターの設置 

 

活動方針 

地震発生直後は、市全域における被害の概要の早期な把握が必要となり、その後は被災状

況に応じて様々な情報が必要となる。 

このため、市（職員）は、災害発生から経過時間ごとに必要とされる情報が変化に対応す

るため、収集すべき情報、情報収集先、報告時間を明確にしておく。  

 無線機器の管理・・・携帯・可搬用無線機の集結、搬出 

 通信の統制・・・携帯可搬用無線機からの通話は、すべて本部に対して行う。 

①重要通信の優先の原則（救助、避難指示情報等重要性の高い通信を優先） 

②統制者の許可の原則（統制者の許可を得る） 

③子局間通信の禁止の原則（必要がある場合は統制者の許可を得る） 

④簡潔通話実施の原則 

⑤専任通信担当者の設置（各子局には担当者を常駐させる） 

 一斉指令・・・本部はすべての無線局に対し一斉に情報の伝達を行う。 
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(１)  情報収集 

ア  (１) 直ちに収集すべき情報（全体像の早期把握） 

災害情報  各地震度、震源地、地震規模、余震等 

市民等の安否  要配慮者の安否 

 児童・生徒、来所者、入所者等施設に滞在する者の安否 

 けが人、死傷者等人的被害発生地区  

火災・建物被害  出火地点・延焼方向・範囲  

 建物倒壊等の発生箇所 

避難状況  避難者発生地区 

災害危険箇所  土砂災害警戒区域・急傾斜地・河川堤防 

 危険物取扱施設  

 大型工業施設 

防災対策基幹施設  庁舎・出先機関、柏警察署、国及び県の施設 

 学校等指定避難所施設  

 ライフライン（電話・水道・電力・ガス・下水道） 

医療福祉基幹施設  病院、診療所  

 福祉施設・（特別養護）老人ホーム 

交通・物流施設  緊急輸送道路、通行不能箇所、橋りょう、トンネル  

 鉄道線路・駅舎  

 大型商業施設・民間大手物流センター 

 

(２) ２ 情報収集の手段 

ア  (１) 現地調査からの情報収集 

地区災害対策本部  被害調査担当が予め指定された地区の調査活動を集約する。 

 各部局が災害応急対策を通して得た情報を集約する。 

特別被害調査  本部長の指示に基づき財政部を中心に担当を編成。調査項目、

構成その他必要な事項は、事態に応じて適時実施する。 

 編成職員が不足する場合は、他部署からの応援職員で対応する。 

参集途上の職員  職員が参集途上で得た情報を集約する。 

 

イ (２) 市民からの情報収集 

災害コールセンター  市（総務部）は、本庁舎５階第５・６委員会室に災害コールセ

ンターを設置し、市民からの情報を集約する。 

 

(３)  市民への災害情報の伝達 

収集した情報のうち、災害情報、被害状況、避難情報、応急対策の実施状況などの情

報については、広報活動（第３章 第 2 節 第１ ３ 災害時広報 参照）を通じて、適切

な時期に、確実かつ迅速に市民へ提供する。 
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(４)  県への災害情報の報告 

ア ①本部事務局（情報統制班）から県への報告 

本部事務局（情報統制班）は、次に掲げる事項のいずれかに該当する事態が発生し

た場合、覚知後３０分以内に第一報「緊急災害報告」を県防災情報システム等を利用

してにより報告し、以後判明したものを随時、確実に報告する。また、県に報告する

ことができない場合には、国（総務省消防庁）に対して直接報告し、事後速やかに県

に報告する。 

報 告 す べ き 災

害 

 災害救助法の適用基準に合致するもの。 

（第 3 章第６節第１「災害救助法」参照） 

 市が災害対策本部を設置したもの。 

 災害が他県にまたがるもので、本県における被害は軽微であって

も、他県においては同一災害で大きな災害をもたらしているもの。 

 地震が発生し、東葛飾地域内で震度４以上を記録したもの。 

 上記に該当しない災害であっても、報道機関に取り上げられる等社

会的影響等度が高いと認められるもの。 

 ※報告の種類、時期、方法等・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 15－2】 

 

イ ②各部局から県への報告 

 各部局の所管事項に係る被害情報等の県への報告は、この計画の定めるところによ

り報告事務を取扱う。 

報告の種類 報告主幹部 報 告 先 

公共土木施設等関係 土木部 柏土木事務所 

農林業施設等関係 経済産業部 東葛飾農業事務所 

商工施設等関係 経済産業部 県商工労働部 経済政策課 

公設市場施設 経済産業部 県農林水産部流通販売課 

文教施設等関係  生涯学習部、 

学校教育部 

東葛飾教育事務所 

危険物施設等関係 

危険物 

消防局→総務部 

消防局 

県災害対策本部事務局（危機管理課） 

社会福祉施設関係 保健福祉部 健康福祉部 健康福祉指導課 

下水道施設関係 土木部 県土整備部 下水道課 

清掃（し尿、廃棄物処理）施設関係 

し尿、一般廃棄物処理施設 
環境部 環境生活部 循環型社会推進課 

産業廃棄物処理施設 環境部 環境生活部 廃棄物指導課 

水道施設関係 水道部 総合企画部 水政課 

医療施設等関係 保健福祉部 健康福祉部 医療整備課 

医療機関・薬局等関係 保健所 健康福祉部 医療整備課 

公営住宅関係 都市部 県土整備部 住宅課 

 ※被害情報等伝達経路・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 15－4】 
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 ※県の報告様式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 15－5】 

３ 災害時広報 
 

活動目標 

１時間以内 
◆ 緊急広報の開始 

◆ 災害記録の開始 

３時間以内 
◆ 各報道機関への情報提供 

◆ 被災者生活支援情報の広報開始◆ 記者会見の実施（継続） 

４８時間以内 ◆ 記者会見の実施（継続） 

10 日以内 ◆ 印刷会社の協力要請◆ 臨時広報紙の発行 

 

(１)  市民への災害時広報 

地域づくり推進部は、関係機関と連携して災害時の広報活動を行う。 

 

ア (１) 手段と内容 

災害時における広報は、憶測による人心不安や不正確な情報による社会的混乱を防

止し、民心の安定を図ることに重要な役割を果たす。また、情報ニーズは時間の経過

とともに必要とする内容が変化していくため、収集した情報は次の伝達手段を用いて、

適宜、確実かつ、迅速かつ繰り返しに実施発信する。 

伝達手段 内容 

１ 防災行政無線 

■全国瞬時警報システム（Ｊアラート）と連動し、震度５強以上の地震が発

生する場合（緊急地震速報）、または地震が発生した場合に自動放送され

る。また、適宜情報発信の際に使用する。 

２ ホームページ 

■市が収集した災害情報及び応急活動の実施状況を随時掲載。また、他自治

体やボランティアへの人的・物的な応援要請・受け入れに関する情報発信

にも活用。 

３ 
かしわメール配

信サービス 

■市が収集した災害情報及び応急活動の実施状況、避難所の開設状況を随時

定期的に、繰り返し配信。音声ではなく、視覚から受け取れることも利点。 

４ 緊急速報メール ■避難勧告・避難指示（緊急）情報を配信。視覚から受け取れることも利点。 

５ ツイッター 

■市が収集した災害情報及び応急救急活動の実施状況、避難所の開設状況を

定期的に、繰り返し配信する。 

■ホームページやメールの補完的機能を果たす。市民からの書き込みによ

り、瞬時の災害情報の収集に効果を発揮する。 

６ 防災アプリ 
■避難所の開設状況等を「Yahoo!防災速報」のアプリから発信する。スマ

ートフォン端末の位置情報を用いて、旅行者にも情報通知が可能。 

７ 広報車 
■特に情報発信を必要とする地域を中心に給水情報や物資配給情報の巡回

広報。 

８ 消防団 ■消防団車両の巡回等により、避難情報を広報。 

９ テレビ ■NHK、千葉テレビ、J:COM 等に柏市が収集した災害情報を提供。 

１０ ラジオ ■ベイエフエム等に柏市が収集した災害情報を提供。 

1１ 臨時災害放送局 
■本部長の決定にしたがい、関東総合通信局に連絡し開局。市庁舎以外（地

元コミュニティ放送局）から災害関連情報を放送する。 

1２ 近隣センター掲 ■上記１の内容をその都度掲示。その他、被災生活に係る緊急・重要情報を
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伝達手段 内容 

示板 その都度掲示。 

1３ 避難所掲示板 ■上記１の内容をその都度掲示。その他、避難者に係る情報をその都度掲示。 

１４ 町会掲示板 
■地区災害対策本部を通じて緊急・重要情報を、初期には地域の拠点掲示板

に掲載。最終的には市内約 1，650 カ所の掲示板を目標とする。 

１５ 
広報紙（臨時広

報紙） 

■通常の定期発行に変え災害時の臨時広報紙を発行。当初は、平常時のよう

に全戸配布は困難なため、避難所、公共施設等への重点配布を行い、最終

的には新聞折込みによる全戸配布を目標とする。 

１６ 

Lアラート 

(災害情報共有シス

テム) 

■避難情報勧告・指示など各種災害関連情報を簡素化・一括化し、マルチメ

ディア振興センターが運営する災害情報発信システムで、テレビやインタ

ーネットなどのさまざまなメディアを通じて配信する。 

１７ ファックス 
■聴覚障害者専用のファックスにより、停電時においても情報発信する。（字

事前の登録者が対象） 

１７

８ 
その他 

■災害時の情報発信に関する応援協定に基づき，、協定の相手方に各種災害

関連情報の発信を要請する。 

 

イ (２) 通信機能麻痺対策 

情報通信手段が使用できない場合（通信障害や電波のふく輳を想定）は、文字情報

が重要となることから、上記表の 11 から 14 番を市民向けの広報手段として優先的

に実施する。 

また、市（職員）は、広報広聴課が行う通信媒体を使用した広報活動とあわせて、

災害対応現場で住民への情報提供活動を積極的に行う。 

 

ウ (３) 広報の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地
震
発
生
直
後
か
ら
３
日 

ぐ
ら
い
ま
で 

 災害情報及び被災状況に関すること 
・ 余震 ・倒壊建物 ・火災 

 注意喚起、避難情報の指示発令に関すること 
・ 避難時の注意 ・避難所開設 ・福祉避難所受け入れ 

  二次災害防止に関すること 
・ 出火防止 ・人命救助の協力 

  市の災害対策活動体制及び活動状況に関すること 
・ 安否確認 ・応急給水 ・食料、生活用品配給 

  その他必要な事項 
・ 医療機関の受け入れ ・公共交通機関 ・ライフライン 

混乱防止 生存確認関連 生活支援関連 

 避難者、避難所向け生活・住宅関連情報 
 避難者及び在宅市民向け給水、食糧の供給に関する情報 
 医療機関の受け入れ・開設された医療施設情報 
 各種相談窓口情報 
 通信、道路、交通機関等の復旧、運行状況 
 業務を行っている行政サービス情報 
 義援金・支援金・租税の特別措置・雇用情報・り災罹災証明の発行 
 行方不明者、遺体安置情報 
 市外避難者向け情報 
 その他必要な事項 

生活支援関連 被災者支援関連 応急・復旧対応 ３
日
目
以
降
～
生
活
再
開
時
期 
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エ (４) 避難者及び要配慮者への配慮 

要配慮者、災害負傷者、こども等の情報伝達困難者への情報提供を行うため、柏市

社会福祉協議会などの関係機関と連携を図りながら、手話通訳者、語学翻訳ボランテ

ィア、イラストレーターを確保するなどして状況に応じた広報を行う。 

 

オ (５) 広報活動の決定 

広報活動を実施する決定は本部長が行うこととする。広報情報の不統一を避ける観

点から、広報依頼は必ず広報広聴課を通すものとし、災害対策本部総務部と緊密に連

携をとって情報の収集及び市民ニーズに合わせた効果的な広報手段を選択するよう

努める。 

  

 

(３)  報道機関への対応 

ア (１) 報道要請 

本部は、広報広聴課を担当窓口として、適宜、報道機関に対して災害に関する情報

の発表及び協力の要請を行う。 

また、ラジオ・テレビに対する広報の協力の要請については、原則として県を通じ

て行うが、災害のため電気通信設備、優先電気通信設備若しくは無線通信設備により

通信ができない場合又は通信が著しく困難な場合は、災害対策基本法第 57 条の規定

に基づき、放送機関に対して通知、要請、伝達又は警告のための放送を直接放送機関

に要請する。 
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イ (２) 報道対応 

過激な取材の殺到やデマを防ぐため報道機関への情報提供、質疑等の対応は本庁舎

３階の記者クラブで行い、毎日指定する時間に本部長または副本部長が共同会見方式

で行うこととする。 

その他、報道機関からの取材等の申し込み、問い合わせ等は、全て情報統括責任者

（総務部長）へ協議または報告するものとする。 

  

(４)  災害状況の記録 

 各部局で所有するカメラやビデオを用い、災害の記録を後世に残すため、災害発生直

後から復興段階に至るまで、被害状況や、災害対策本部の対応状況（判断の経過）を、

記録（撮影）日時、場所等を明確にして様々な場面の映像や写真を撮影記録する。その

際、撮影日時、場所等を明確にしておく。記録した情報は各部署等で取りまとめたうえ

で本部事務局（情報処理班）に報告する。取りまとめた情報は庁内システムによりで速

やかに庁内全体で共有し、あわせて本部から県や関係機関に伝達する。 

 

(５)  関係機関の広報 

ア (１) 柏警察署 

市、その他関係機関と協力して、次の事項に重点を置いて広報活動を実施する。 

 災害の状況及びその見通し 

 避難、救援活動に関すること 

 治安状況及び犯罪の予防に関すること 

 道路交通規制に関すること 

 その他の警察措置に関すること 

 

イ (２) 東日本電信電話(株) 

災害のため通信が途絶したとき、若しくは利用の制限を行ったときはトーキー装置

による案内、広報車、窓口掲示等の方法によって、利用者に対して広報活動を実施す

る。 

 通信途絶、利用制限の理由 

 通信途絶、利用制限の内容 

 災害復旧に対してとられている措置及び復旧見込時期 

 通信利用者に協力を要請する事項 

 その他事項 

 

ウ (３) 東京電力パワーグリッド(株) 

電気による災害を防止するため、利用者に対し、次の事項について十分な広報活動

を実施する。 

 電力施設の被害状況、復旧予定時間 

 電柱の倒壊折損、電線の断線垂下等設備の異常を発見した場合の通報 
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 浸水、雨漏りなどにより冠水した屋内配線、電気器具等の使用禁止。また、使

用する場合の絶縁検査 

 屋外に避難するときの安全器又はブレーカーのスイッチオフ 

 警戒宣言が発せられた時及び地震発生後のコンセントの引き抜き 

 その他事故防止のため留意すべき事項 

 

エ (４) 京葉ガス(株)、京和ガス(株) 

防災供給センターにおいて、製造所、供給所、整圧所等の被害状況を把握し、必要

に応じ緊急遮断や減圧措置等の措置をとる計画であるが、ガスによる災害を防止し市

民の不安解消を図るため、以下の表のとおり、サービス巡回車による広報、消防署、

警察署、報道機関への協力要請等あらゆる手段をつくして広報活動を行う。 

 地震発生時（供給を継続している場合） 

・ガス栓を全部閉め、ガスメーターのそばにあるメーターガス栓を閉めること 

・ガスのにおいがする場合、火気使用は厳禁であるとともに、換気扇の使用も、

スイッチの火花によって爆発の原因となるので避けること 

 地震発生時（供給停止をした場合） 

・ガス栓を開いてもガスが出ない場合は、供給停止しているので、ガス栓、メー

ターガス栓を閉じ、京葉ガス又は京和ガスから連絡があるまで待つこと 

・ガスの供給が再開される時には、必ず、安全が確認されるまで使用しないこと 

 ガス供給を再開する場合 

・あらかじめ通知する内管検査及び点火試験等の当日はなるべく在宅すること 

・点火試験に合格するまでは、ガスを使用しないこと 

・内管検査及び点火試験等の当日不在の場合は、必ず京葉ガスはお客様コールセ

ンターに連絡すること 

・ガスの使用再開後に異常を発見した場合は、直ちにガスの使用を止め京葉ガス

は漏れ専用電話に連絡すること 

 

オ (５) 東日本旅客鉄道（株） 

被害線区等の輸送状況、被害状況等を迅速かつ適切に把握し旅客等に周知・案内を

行い、テレビラジオ等のマスコミを通じて、市民への情報提供に努める。 

 駅における広報案内 

・災害の規模、被害範囲、駅周辺や沿線の被害状況、列車の不通線区や開通見込み等 

・避難を行う場合は、社員が誘導を行い、避難場所に避難させる。  

 乗務員の広報案内    

・輸送指令から災害の規模、被害状況、運転再開の見通し等の指示 

 帰宅困難者が発生した場合 

・市災害対策本部及び柏駅周辺帰宅困難者対策ネットワークと連携し、一時受け入れ

施設滞在施設への案内等帰宅困難者の安全確保に努める。 
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第２ 消防・救助 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 消防活動 総務部、消防局 消防団、柏警察署、防災関係機関、事業所 

２ 柏警察署の任務 総務部、消防局 柏警察署、消防団 

 

 

１ 消防活動 

 

活動目標 

１時間以内 

◆ 消火・救助・救急活動の開始 

◆ 避難情報勧告、避難指示の発動発令の打診決定 

◆ 火災警戒区域、消防警戒区域の設定及び避難誘導 

◆ 応援要請の判断 

◆ 救護本部に連絡員を派遣 

 

活動方針 

市（消防局）は、消防団、柏警察署、防災関係機関等と連携して消防活動を行う。 

(１)  消防活動 

ア (１) 初動活動体制 

 大規模災害の発生時には、速やかに対応力を強化した消防活動体制を確保する。  

職員参集  市域に震度５強以上の地震が発生した場合、消防職・団員は、地域

防防災計画に基づく、別に定める基準に基づき、非常配備体制をと

る。 

情報収集  119 番通報、高所情報カメラ、住民からの駆け付け通報、消防団

員からの情報などを収集し、本部に報告する。 

 救護本部に医療機関からの情報収集及び連絡調整を確保するため

職員を派遣する。 

水利の確保  地震による水道管の破損等によって、消火栓が使用不能となること

が予想されるため、自然水利等活用できる水利を確保する。 

 

イ (２) 同時多発火災への対応 

 地震により、同時多発火災が発生した場合は、消防計画に基づき、住民に重大な危

険が迫っている地区、避難場所や病院など生活に影響がある施設等を優先して消火す

る。 

基本方針 

● 同時多発火災による延焼火災を防止するため、全ての機関が連携して初期消火を実施する。 

● 消防機関は関係機関等との連携し、活動分担を明確にして効率のよい活動を実施する。 



震災編 第 3 章 応急対策計画 第 2 節 被害を最小限にくいとめる 

 

震－128 

 

ウ (３) 避難情報勧告、避難指示の発動発令 

 火災の拡大や特殊災害等により、市民の生命、身体に危険が及ぶと判断した場合は、

本部長へ避難情報指示等の発動発令を打診する。本部長は打診内容により、迅速に措

置を講ずる。また、必要に応じ、災害対策基本法第 63 条の警戒区域の設定を行う。 

 

エ (４) 警戒区域の設定 

 ガス、火薬又は危険物の流出、飛散等により火災が発生する危険性が高い場合、又

は現に火災が発生している場合は速やかに警戒区域を設定し、区域内の市民を退去さ

せ立入りを禁ずる。 

 

オ (５) 救助・救急活動 

 １１９番通報や市民等の駆け付け通報等により、救助・救急要請の多発が予想され

るため、警察・自衛隊等の関係機関に加え住民、地域住民組織、事業所と連携し、活

動分担を明確にして効率のよい活動を実施する。 

 

カ (６) 消防相互機関の応援 

 市域の災害の概要を把握した時点で、県内消防機関による広域的な応援を必要と判

断した場合は、早急に応援要請を行う。また、多数傷病者発生地区には、救護本部と

連携し、医師・看護師等の派遣を要請する。 

【消防相互機関の応援体制】 

千葉県消防広域

応援要請 

消防局長は、応援要請を決定した場合、本部長に報告の上、迅速に県

内消防機関による応援部隊の派遣を要請する。 

 

(２) 消防団の活動 

消防団は、地域防災の中核的存在として、住民に対する出火防止、初期消火活動等の

指導を行うことを第一の任務として、常備消防隊の活動を補完し、二次的被害の発生を

最小限にとどめるように努める。 

【消防団の災害活動】 

出火の防止  管内の市民に対し、出火防止の警戒を呼びかける。また、出火した

場合は、住民と協力して、初期消火に全力をあげる。 

情報収集  地震発生初期における火災等の状況、道路障害の状況、特異救助事象

等を団本部もしくは各消防署管内指揮本部に通報する。 

消防隊との連携  消防活動は、消防隊と連携し、人命の安全を最優先にした消火活動

を地域住民組織や事業所と協力して行う。 

救助救急  要救助者の救出と負傷者に対する応急措置、地域住民・ボランティ

ア組織等と連携して安全な場所へ搬送する。 

避難誘導  避難情報の指示・勧告がな発表された場合は、これを住民に伝達す

るとともに、住民を安全に避難させる。 
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２ 柏警察署の任務 

 

活動目標 

１時間以内 

 市災害対策本部への連絡員の派遣 

 救出・救護班の派遣 

 警備体制の確立 

 

活動方針 

(１)  救出・救護活動 

 消防機関等と連携し、被害の程度に応じて部隊を被災地域に派遣し、倒壊・埋没家屋

等からの救出・救護及び避難に遅れた者の発見に努める。 

 

(２)  警備活動 

 地震の発生に伴い市域内においても社会の混乱が予想されることから、円滑な応急対

策活動の実施及び人命の保護を目的に、避難誘導、緊急交通路の確保、雑踏警備、各種

犯罪の予防及び取締り、その他社会秩序の維持に当たる。 

【住民等による消防活動】 

住民、事業所等は、地震発生時の出火防止、初期消火の協力に努めるとともに、消

防、警察、自衛隊が行う救助・救出活動に可能な限り協力する。  

【柏市の消防体制】 

 

消防局 

（災害対策指揮本部） 

（市庁舎） 

分署（７分署） 消防署（４署） 
災害対策本部 

救護本部 

（消防局庁舎） 

分団（４２分団） 方面（５方面） 

女性分団（団本部付） 

消防団本部 



震災編 第 3 章 応急対策計画 第 2 節 被害を最小限にくいとめる 

 

震－130 

 

第３ 医療・救護 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 

 

医療活動 総務部、地域づくり推進部、

保健福祉部、保健所、水道部、

経済産業部、消防局 

柏市医師会、柏歯科医師会、柏市薬剤師会 

千葉県柔道整復師会、DMAT、日本赤十字社、

JMAT、DPAT 

２ 救護活動 保健所 千葉県助産師会、日本赤十字社、JMAT、

DPAT 

 

 

１ 医療活動 

 

活動目標 

 

基本方針 

● 死者ゼロを目指すため、発災期及び超急性期（災害発生から 72 時間）は、主に外科的

措置に医療提供力を集約する。 

● ＤＭＡＴ等の応援要請を直ちに行う。 

● 医薬品・医療材料の調達・供給を迅速に行う。 

● 在宅難病者の安否を確認し、支援する。 

● 地域住民組織と連携し、軽傷者の救護を迅速に行う。 

１時間以内 

◆ 救護本部（保健福祉部・災害医療コーディネーター等）の設置 

 ・医療機関の被害状況確認 

・災害拠点病院及び災害医療協力病院の医薬品・医療材料等の確認 

・医薬品卸売販売業者の被害・在庫状況確認 

 ・医療活動方針の決定 

◆ 災害拠点病院及び災害医療協力病院等に市内の医師・看護師の出動要請  

◆ 応援の要請（ＤＭＡＴ、日本赤十字社、ＪＭＡＴ、DPAT） 

◆ 病院機能を維持するための物資（燃料・水・発電機）の確認及び要請 

３時間以内 

◆ 医療機関情報の広報開始 

◆ 災害拠点病院及び災害医療協力病院等の補強開始（発電機等燃料） 

◆ 医薬品・医療材料の調達・供給開始 

◆ 重症者の後方医療施設への搬送 

６時間以内 
◆ 在宅患者の巡回 

◆ 災害拠点病院及び災害医療協力病院等の補強支援開始（燃料・水道給水） 
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活動方針 

(１)  医療提供方針 

  市と関係機関は、救護本部の指示のもと、協力して医療・救護活動行う。 

 

ア (１) 発災から概ね７２時間以内 

災害拠点病院 

災害医療協力病院 

 重傷者を救命するため、救急搬送患者は予め決められた病院（市

内１１箇所の災害拠点病院及び災害医療協力病院）へ集約する。 

 市内の医師・看護師及び応援派遣したＤＭＡＴ等により、負傷者

のトリアージ及び治療を行う。 

産科施設 

透析施設 

 産婦人科分娩施設及び透析施設については、診療体制の確保・維

持を図る。 

在宅患者  患者宅を巡回し、治療を行う。 

災害現場  市災害対策本部からの要請により、救護本部は多数傷病者発生現

場に市内の医師・看護師、ＤＭＡＴ等の派遣を行ない、負傷者の

トリアージ及び治療を行う。 

 ※トリアージ・タッグ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 5－２】 

イ (２) 発災から概ね７２時間以降 

災害拠点病院 

災害医療協力病院 

 外科的治療を継続するとともに、DPAT と連携し、次第に増加す

る内科的・精神科的治療を強化する。 

産科施設 

透析施設 

 産婦人科分娩施設及び透析施設については、診療体制の確保・維

持を図る。 

在宅患者  患者宅を巡回し、治療を行う。 

 停電から復旧しない事態に備えて、避難情報が解除された後も福

祉避難所を延長して開設する。 

避難所  市（保健所）と連携し、投薬が必要な慢性疾患患者や被災による

ストレス障害、健康診断の実施等、内科的・精神科的ケアを実施

する。 

【災害発生後の時間経過と医療救護活動の変化】 

呼  称 期  間 保健・医療の主な状況 

発 災 期 発災直後～数時間 医療機能の大幅低下、負傷者の集中的発生 

超急性期 数時間～3日間 救護活動の開始、外傷系患者の集中 

急 性 期 3日～1週間 慢性疾患患者の悪化、公衆衛生(心)ニーズの増加 

移 行 期 1週間～1箇月 地域医療の補完ニーズの増加 

復 旧 期 1箇月以降 平常医療体制への移行、地域医療機能復旧進行 

 □発災期・超急性期：救命医療ニーズの爆発的発生。災害対策本部・救護本部の設置。人

命救助・救護活動。 

 □急性期：避難所環境の悪化による、慢性疾患患者の病状悪化や内因性疾患への対応。  

 □移行期：避難所等、被災生活の長期化にともなう、医療ニーズの多様化への対応。  

 □復旧期：医療機能の回復。 
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(２)  救護本部の設置・運営 

 大規模地震（震度５強以上）が発生したとき等、市役所本庁舎３階会議室に保健福祉

部長を本部長とし、柏市医師会会長・同副会長・同救急災害担当理事を地域災害医療コ

ーディネーターとする救護本部を設置する。救護本部では「柏市医師会災害対応マニュ

アル」に従い、救護本部長とともに医療活動の救護本部の運営及び指揮統制を行う。 

 

ア (１) 構成員 

 柏市医師会、柏歯科医師会、柏市薬剤師会、千葉県柔道整復師会、市職員（保健福

祉部、保健所、消防局） 

 

イ (２) 活動内容 
(ｱ) ①医療活動方針の決定 

集合医師数、受入可能患者数（科別）、透析必要患者を含む他院及び域外搬送必要

患者数、必要薬剤・血液量、ライフライン状態を把握し、派遣・応援医師、看護師

等の配置方針及び医薬品、医療材料等の配置方針を決定する。 

(ｲ) ②医師・看護師への要請 

市内の医師・看護師等に対し、災害拠点病院及び災害医療協力病院・救護現場へ

の出動、トリアージ、治療の要請を行う。 

(ｳ) ③DMAT 等の応援要請 

災害状況により、医療活動に人的支援が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ、日本

赤十字社、ＪＭＡＴに派遣要請を行う。 

(ｴ) ④市災害対策本部への要請 

水、燃料、電力などの供給を市災害対策本部へ要請する。 

(ｵ) ⑤応援医師・看護師の要請   

災害医療コーディネーターを配置し、被災地外からの応援医師・看護師の調整を

行うとともに、毎日１回、情報伝達・情報共有のためのミーティング（市役所本庁

舎１階）を実施する。 

災害医療コーディネーターは医師会の協力のもと、平常時に選定しておく。 

(ｶ) ⑥県災害医療本部への要請 

 医薬品及び医療材料等の供給について、千葉県災害医療本部に要請する。 

 

(３)  負傷者の搬送 

 原則として、被災現場から災害拠点病院及び災害医療協力病院までは、警察、自衛隊

等の防災関係機関及びタクシー・バス・患者搬送車両等を有する民間事業者の協力を得

て市（消防局）が実施する。また、災害拠点病院及び災害医療協力病院から後方医療施

設への搬送については、市（保健福祉部、消防局）が県その他関係機関の協力を得て行

うこととする。 

 救護本部は、県の災害医療本部（健康福祉部）から県全域または県外の救急医療施設

の応需情報などを収集し、これにより重傷者を搬送するための応需可能な後方医療施設

を調整・選定する。 

 車両による搬送が困難あるいは緊急の場合は、必要に応じ航空輸送等を要請する。 
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(４)  医薬品・医療材料の供給  

 医薬品・医療材料の供給は、救護本部の指示のもと、市（保健所）と市薬剤師協会が

連携して実施する。 

 

ア (１) 流通品の供給 

 卸売業者の営業所や倉庫からの供給は次の優先順位に従って行う。なお、卸売業者

による搬送が困難な場合、速やかに災害対策本部に対し、搬送協力を要請する。 

(ｱ) ①卸売業者からの直接供給 

卸売業者は取引先の病院からの要請等に基づき、必要な医薬品・医療材料を直接供

給する。 

(ｲ) ②救護本部から千葉県災害医療本部に要請 

医療機関は、上記①の方法が困難又は時間を要すると判断された場合、救護本部

へ医薬品・医療材料の供給を要請するものとし、救護本部は、千葉県災害医療本

部に要請する。 

 

イ (２) 備蓄医薬品の供給 

 流通品の調達・供給が困難、又は時間を要すると判断された場合は、備蓄している

医薬品を市（経済産業部）が医療機関に搬送する。 

 

 保管場所  柏市立柏病院（布施１－３） 

災害拠点病院 

災害医療協力病院 

（市内１０病院） 

救護本部 

災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

(柏市医師会) 

柏歯科医師会 

柏市薬剤師会 

千葉県柔道整復師会 

救護本部 
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 ■災害時における医薬品等の確保体制 

要望 供給

【医療機関】

災害拠点病院

災害医療協力病院

【市災害対策本部】

救護本部

卸
売
販
売
業

県

災
害
医
療
本
部

医
薬
品
卸
協
同
組
合
等

 

 

５(５)  医療機関情報の発信 

 市（広報広聴課）は、医療機関における最新の被災状況、受け入れ可能状況をホーム

ページ、メール等を通じ広く周知する。 
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２ 救護活動 

 

活動目標 

１時間以内 

 救護担当を各地区災害対策本部に救護福祉担当（地区災害対策本部

員）を派遣 

 避難所の状況把握開始 

３時間以内  救護福祉担当による避難所巡回・救護活動開始 

 

活動方針 

市（保健所）は、地区災害対策本部、応援に派遣した保健師等と連携して救護活動を行う。 

 

(１)１ 救護員の派遣 

地区災害対策本部に保健師を中心とした救護福祉担当を派遣するとともに、市（保健

所）は、被災状況に応じて救護班を編成し、地区内の避難所状況を把握する。 

 

【把握する情報】 

 ① 避難者数、ライフライン稼働状況  ②要救護者・要助産者の把握 

  

(２)  避難所の巡回 

 救護福祉担当は、地区内の避難所を巡回し、住民と協力しながら、要救護者の手当て

を行う。 

 

(３)  重傷者の搬送 

 避難所での手当てが困難な場合や助産が必要な場合の搬送は、１１９番通報または地

域住民、関係機関やボランティアの協力を得ながら実施する。 

 

(４)  応援職員等との連携 

市域外から派遣されてくる保健師と協力・調整し、避難所及び地域での保健・衛生体

制を早期に確立する。 
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第４ 応援要請・市外被災地支援 

 

 

 

１ 応援受け入れ体制の確保 
 

活動目標 

１時間以内 

 緊急応援要請開始 

 受け入れ態勢の準備 

 応援活動のニーズや状況のとりまとめ 

３時間以内  応援・受援調整会議の実施 

 

活動方針 

他の自治体等からの人的・物的支援を円滑に受け入れ、その状況を適切に記録する。 

項目 担当部局 関係機関 

 

１ 

人的応援要請・受援 総務部（応援・受援窓口）、 

企画部、保健福祉部、保健所、

消防局、各業務担当部（応援・

受援窓口） 

県、応援協定市、自衛隊、 

緊急消防援助隊、DMAT、

JMAT、日本赤十字社 

２ 物的応援要請・受援 総務部（応援・受援窓口）、 

企画部、地域づくり推進部、 

保健所、経済産業部、農業委員

会、各業務担当部（応援・受援

窓口） 

県、応援協定市 

３ ボランティアとの連携 総務部、保健福祉部 柏市社会福祉協議会 

４ 市外被災地支援 総務部、企画部 同上 

５ 市外被災者の受入支援 同上 同上 

基本方針 

● 応援要請・受援 

  災害状況を迅速に把握し、直ちに千葉県や協定締結自治体に応援を要請する。  

● 市外被災地支援 

  柏市に甚大な被害がない場合、災害状況を迅速に把握し、直ちに被災地に職員・物資

を派遣する。 
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応援部隊（人・物資）の派遣・協力 

 

庁内調整・調整会議 

 

 
(１)  応援・受援窓口の設置 

県及び他市町村等と応援・受援に係る総合調整を行うための専門窓口として、応援・

受援窓口を総務部内に定める。 

また、各部局にも応援・受援窓口を設置し、総務部の応援・受援窓口との調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務部の応援・受援窓口の主な役割は、以下のとおりとする。 

 

(１)ア  応援・受援に関する状況把握・とりまとめ 

各部局の応援・受援窓口から応援活動のニーズ／状況の情報を収集し、とりまとめ

る。（何が、何を／誰を、いつまで、どのくらいの数／量、応援が必要か／受けてい

るか） 

 

イ (２) 資源の調達・管理 

・応援活動のニーズと現状の受け入れ状況から、資源の過不足を整理する。 

・被害状況を基に今後求められる業務内容を検討し、必要となる応援を見積もる。  

・今後必要となる人的・物的資源の応援を要請する。 
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適切な管理を行う。応援・受援管理帳票に記載する事項は下記の通りである。 

 主な記載事項 

応援要請側（柏市）

の情報 

・応援要請の内容（時間、場所、作業） 

・応援要請を行った部名、担当者名、連絡先 

応援要請先の情報 
・応援要請先の自治体、団体、企業等の情報 

・応援要請先の担当者名 

応援資源の情報 

・資源（人的／物的）の区分     ・資源の内容 

・資源の人数（個数）        ・資源の要請場所（到着場所） 

・資源の派遣（送付）手段      ・資源の到着日時 

・資源の待機（集積）場所      ・派遣（貸借）の終了予定日 

・資源の出発（送付）予定及び到着予定 

備考 ・返却義務の有無（物的資源の場合） ・応援要請に係る協定等 

帳票記入者の情報 ・管理帳票の記入時刻、記入者名 

 

ウ (３) 応援職員への支援 

・応援職員の待機場所、応援職員によるミーティングが開催できる執務環境を提供す

る。 

・各部局の応援・受援窓口が、応援職員に対して適切な執務環境を提供しているか把

握する。 

 

エ (４) 庁内調整 

・ア(1)でとりまとめた結果を、各部局の応援・受援窓口に共有する。  

・調整の必要を検討し、必要がある場合には応援・受援調整会議を実施する。 

 

オ (５) 応援・受援調整会議の開催 

・全体調整が必要な際、応援・受援調整会議を開催・運営する。会議には、関係部局

の応援・受援窓口担当者が参加する。 

・必要に応じて、各部局での意思決定に関わる職員へも参加を求める。  

 

カ (６) 専門性の高い業務に関する応援職員の要請 

各部局が所管する専門性の高い業務に関する応援は、必要に応じて総務部の応援・

受援窓口を通さず、直接各部局の応援・受援窓口から要請を行う。この場合、各部局

は総務部へ事後報告を行い、総務部が応援・受援管理帳票に記載する。 

 

(２)  経費の負担 

応援団体が支援に要した費用は、その内容が協定等に基づく場合は、協定等により定

めた方法によるものとし、基づかない場合は、必要に応じて応援自治体等と協議を行う。

費用の管理は、総務部が行う。 
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１２ 人的応援要請・受援 

 

活動目標 

１時間以内 ◆ 緊急応援要請の実施 

２４時間以内 ◆ 中・長期応援要請業務の検討 

７２時間以内 ◆ 中・長期応援要請業務の決定・応援要請 

 

活動方針 

(１)  緊急応援要請 

ア (１) 千葉県 

自衛隊  本部長から知事に要請する。なお、通信の途絶等により知事への依頼がで

きない場合には、直接最寄りの駐屯地司令等の職にある部隊の長に通知する。 

 必要に応じて、本部長は自衛隊に対して、県知事に対して派遣要請を要求

した旨及び市域の災害の状況を通知する。 

 自衛隊の災害派遣の実施は、以下の３要件が基準となる。 

①公共性：公共の秩序を維持するため、人命または財産を社会的に保護しなけ

ればならない必要性があること。 

②緊急性：差し迫った必要性があること。 

③非代替性：自衛隊の部隊が派遣される以外に他の適切な手段がないこと。 

緊急消防

援助隊 

 本部長は、応援要請を決定した場合、直ちに知事に要請する。なお、通信

の途絶等により知事への連絡ができない場合には、直接消防庁長官に要請す

る。 

※自衛隊の災害派遣が要請できる範囲・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 6－1】 

 ※自衛隊の緊急連絡先・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 6－2】 

 ※自衛隊の災害派遣要請について・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 6－3】 

 

【千葉県緊急消防援助隊受援計画における活動拠点及び県救助部隊・消火部隊拠点】 

進出拠点 
活動拠点 

（野営可能所） 
施 設 名 称 所 在 

車両駐車 

可能台数 

○ ○ 大堀川防災レクリエーション公園 篠籠田字初音 50 台 

○ ○ 沼南体育館 藤ケ谷1908-1 40 台 

 ○ あけぼの山農業公園 布施 2005-2 25 台 

 ○ 大津ケ丘中央公園 大津ケ丘 2-1 25 台 

 ○ 手賀の丘公園 片山 275 220 台 
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 (イ (２)) 医療提供者 

ＤＭＡＴ 

（災害派遣医療チー

ム） 

 市災害対策本部は、医療活動に人的応援が必要と判断した場合、

県災害医療本部（ＤＭＡＴ調整本部）に知事に対しての派遣要

請を依頼する。 

また、派遣要請の特例を利用する場合には、千葉市消防局に知

事に対しての派遣要請を依頼する。 

ＪＭＡＴ  救護本部から千葉県医師会に要請する。 

DPAT 

（災害派遣精神医療

チーム） 

 市災害対策本部は、必要に応じ、県災害医療本部内の DPAT 調

整本部に対し、DPAT の派遣要請を依頼する。 

日本赤十字社  市（保健福祉部）から日本赤十字社に要請する。 

 

ウ (３) 協定締結自治体 

東葛飾地域８市 

本部長から要請する。 

千葉県内市町村 

青森県つがる市、福島県只見町、茨城県水戸市、神奈川県綾瀬市 

全国の中核市 

（※応援チーム：いわき市、高崎市、柏市、長野市、大津市、福山

市、大分市、八王子市、明石市） 

 

(２)  中・長期応援要請 

 災害状況から応援が必要な業務や職種（一般職、技術職、専門職）、必要人数、要請期

間を検討・決定するとともに、宿泊施設、食事等生活必需品を確保する。 

 

【主な応援要請業務】 

□ 物資関係（搬送、管理）    □ 避難所運営 □ 福祉避難所運営 

□ 保健業務（要援護者対応等） □ 生活保護 □ 建物応急危険度判定 

□ 建物被害調査 □ 罹災証明発行 □ 上水道復旧・給水活動 

□ 廃棄物処理 □ 下水道復旧 □ 応急仮設住宅供給支援 

□ 各種相談業務 □ 復興支援  

※災害時に関する各種協定締結一覧・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 2－1】 
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２３ 物的応援要請・受援 

  

活動目標 

１時間以内 

◆ 災害状況把握開始 

 ・災害拠点病院及び災害医療協力病院の医薬品・医療材料医療資機材等の確認 

 ・大規模小売店、燃料供給施設等の被災（稼働）状況確認 

◆ 応援協定市の被災状況確認開始 

６時間以内 

◆ 緊急応援要請（品目・数量）の決定 

◆ 応援物資集積拠点の決定 

◆ 応援要請の実施 

２４時間以内 ◆ 救援物資の配給開始 

 

活動方針 

本部は、各部局から報告される支援要望を分析し、物資の応援要請を行う。 

 

(１)  品目・数量 

備蓄物資と市内の被災状況を総合的に判断し、必要物資の品目及び数量を決定する。

なお、必要物資は時の経過とともに変化するため、要請にあたっては需給ギャップを想

定し、適宜・適切な対応が必要となる。 

【参考：初期に避難所で必要となる想定品目】 

全季節 食糧、飲料水、粉ミルク、哺乳瓶 

紙おむつ（大人用・乳幼児用）、ウエットティッシュ、生理用品、下着 

夏期 夏掛け、蚊取り線香、殺虫剤 

冬期 テント、使い捨てカイロ 

 ※ 米殻等調達関係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 10－５】 

 

(２)  物資の集積・運搬  

 救援物資の受入拠点（集積施設）は、効率的・効果的な集積と運搬を行うため、民間

の物流倉庫等を活用した体制が望ましいが、体制が構築できない場合は次の施設での食

糧等の集積・運搬体制を決定し、受け入れた物資の仕分け要領、区画を確立する。集積

施設が不足する場合は、大型テントを自衛隊等へ応援を要請する。 

 なお、物資の集積所候補施設は、市内や当該施設周辺の被害状況から判断し、周辺住

民等の安全確保の必要が生じた場合は、避難所として使用する。 

 

【物資の集積所候補施設】 

 名称 住所 

１ 中央体育館   柏下７３ 

２ 沼南体育館   藤ケ谷 1908-1 

３ 青少年センター 十余二 313-92 

４ 公設総合地方卸売市場 ※避難所対応不可 若柴 69-1 
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(３)  応援要請 

ア （１）千葉県、協定市等に物資の供給を要請する。 

 イ （２）必要に応じ、物資の搬入、運搬について自衛隊に要請する。 

 

(４) 救援物資配給・調整 

 ア （１）被災状況や公平性、安定性などを勘案し、救援物資の配給要領を確立する。  

 イ （２）応援物資が飽和状態となっている場合又は近隣市が不足している場合は、各

部局との協議の上、配分できる物資とその数量を決定し、近隣市との調整を企画部

へ依頼する。 

  
３４ ボランティアとの連携 

  

活動目標 

１２時間以内 ◆市民・行政ニーズの確認開始 

２４時間以内 ◆災害ボランティアセンター設置の検討 

４８時間以内 

◆災害ボランティアセンターの設置 

 ・名簿作成、活動調整 

◆ボランティアの募集 

７２時間以内 

◆ボランティアの募集 

◆支援要請物資の決定 

 ・広報を通した義援物資の募集 

 

活動方針 

(１)  災害ボランティアセンターの設置 

 柏市社会福祉協議会は、災害ボランティアの拠点となる災害ボランティアセンターを

いきいきプラザに設置する。ただし、いきいきプラザの被害状況や災害ボランティアの

人数等に応じて、施設管理者と調整の上、市本庁舎駐車場を活用する。 

【活動項目】 

□ 被災者ニーズの把握 □ ボランティア活動の決定 □ 活動の割り振り 

□ 必要資機材の確保  □ 必要資料の作成     □ ボランティアの受付 

 

(２)  災害ボランティアセンターとの連携 

ア (１) ボランティアセンターへの依頼 

 市職員の補助的作業（避難所運営、物資の仕分け等）について、ボランティアの派

遣を依頼する。 

 

イ (２) 災害ボランティアの支援 

 ボランティアの活動拠点や資機材の提供等、その支援に努める。  
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４５ 市外被災地支援 

 

活動目標 

１時間以内 ◆ 近隣市・県内市町村・協定市・中核市の被害状況の確認開始 

３時間以内 
◆ 緊急支援決定・出発 

 ・人的支援 ・物的支援 

 

活動方針 

(１)  緊急支援 

 協定市等の災害情報を把握し、被災地や県からの要請がなくても、テレビ等による情

報に基づき、支援体制を整え、被災地支援を開始する。 

 

【緊急支援方針】 

 被災地に負担をかけないよう自己完結型とし、混乱する被災地職員の支援、被災地ニ

ーズの把握を目的とする。 

 千葉県との連携と、中核市市長会等を通じた派遣支援を確実に実施する。 

 被災地災害対策本部付近に「柏市支援本部」を設置する。 

 ①総務部 ②地域づくり推進部（被災地支援経験職員） ③保健所（保健師） ④都

市部（建築技師） ⑤土木部（土木技師）、計５名前後で構成する。 

 被災地の状況に応じて、第二次応援隊を派遣するとともに、交代のローテンションを

構築する。 

 

(２)  中・長期的支援 

 中・長期支援については、全国市長会、中核市市長会等、広域的支援体制の枠組みの

中で、できる限りの支援を継続する。 
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５６ 市外被災者の受入支援 

 

活動目標 

１時間以内 
◆ 災害状況の把握開始 

◆ 被災地の被害状況の確認開始 

３時間以内 

◆ 市外被災者の受け入れ方針決定 

 ・主担当部局・応援部局の決定 

 ・受け入れ施設の準備 

 ・支援物資の準備 

 

活動方針 

(１)  受け入れ施設 

ア (１) 緊急受け入れ施設 

 市施設の内、宿泊に適した施設を選定する。 

 

イ (２) 中・長期受け入れ施設 

 住環境を整えるため、住宅の提供支援を行う。住宅は、市内の民間社宅を優先して

選定する。 

 

(２) ２ 支援物資 

(１) 市の備蓄物資 

 市の防災備蓄物資を用意する。 

               【主な品目】 

□毛布 □食料 □飲料水 □簡易更衣室 □間仕切り 

 

(２) 公募 

 市民等から必要物資を募る。 

 必要想定物資は、同節「物的応援要請・受援」の「初期に避難所で必要となる想定品目」

のとおり。 

 

(３)  ボランティアの募集 

 柏市社会福祉協議会との連携により、人的・物的支援体制を整える。  
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第５ 要配慮者支援 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 要配慮者支援 保健福祉部、保健所、こども部 町会・自治会・区等、 

柏市社会福祉協議会 

２ 外国人支援 地域づくり推進部 通訳翻訳ボランティア、柏市国

際交流センター、多言語支援セ

ンター 

３ こどものケア こども部、学校教育部  

 

 

１ 要配慮者支援 

 

活動目標 

１時間以内 
◆ 地区災害対策本部（各近隣センター）に担当職員を配置 

◆ 避難所状況の確認開始 

３時間以内 ◆ 町会・自治会・区等の協力による安否確認・避難支援開始 

１２時間以内 ◆ 福祉施設の被害状況、避難者受入可否の把握 

２４時間以内 ◆ 二次的避難所（福祉避難所）の開設 

４８時間以内 ◆ 避難所における要配慮者の生活支援 

７２時間以内 
◆ 要配慮者安否確認 

◆ 在宅要配慮者の支援開始 

 

活動方針 

市（保健福祉部）は、柏市社会福祉協議会等と連携して、高齢者や身体障害者等の支援活

動を行う。 

 

(１)  Ｋ－Ｎｅｔ活動 

 町会・自治会・区等や民生委員・児童委員の協力のもと、K-Net 登録者名簿（避難行

動要支援者名簿）に基づき、登録者の安否確認・避難支援を行う。また、各地区災害対

策本部に担当職員を配置し、町会・自治会・区等からの安否確認・避難情報を把握し、

基本方針 

● 福祉関係者や住民組織等が連携して、要配慮者の避難支援を行う。 

● 避難所における状況を確認し、必要な生活支援、二次的避難所への受け入れを円滑に行う。 

● 災害時に子どもが受ける心理的ダメージは、表現できない場合やすぐに表れない場合があ

ることに配慮する必要がある。災害時のこどもの社会的養護を認識し、支援を行う。 
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必要な支援を行う。 

 災害発生から 72 時間以内に確認ができない者は、行方不明者の捜索に移行する。 

 

(２)二次的避難所（福祉避難所）の開設決定 

福祉施設の被害状況、避難者受入可否の把握は、災害発生から 12 時間以内に実施す

る。その後、災害発生の当日中に、二次的避難所（福祉避難所）の開設を決定する。 

 
 

(２３)  二次的避難所（福祉避難所）の開設 

集団生活が困難な障害者等、要配慮者のための二次的避難所（福祉避難所）を選定し、

受け入れ・移動を支援する。また、避難後は、情報提供の方法への配慮、ニーズの把握、

ボランティアの支援要請を行うなどきめの細かい生活支援を心掛ける。 

 

(４)  二次的避難所（福祉避難所）の運営 

避難者に対しては、「第 2 章 第 3 節 第 4 (3) イ 社会福祉施設等における対策」の

下部に示す表の事柄に留意しながら、保健師や看護師等による長期的な経過観察・支援

を行う。また、避難所や自宅で生活する要配慮者の訪問は、薬剤師や栄養士、歯科衛生

士、理学療法士、マッサージ師等とも連携して行う。 

  
【要配慮者の特徴と配慮】 

高齢者  高齢者は、病気による寝たきり、認知症等様々な症状を抱えていること
もあり、複数での支援が必要である。 

 災害時は、自宅に閉じこめられている可能性もあるので、安否確認の際
は可能な限り姿を確認する。 

 避難所では、孤立しないようコミュニケーションを密にとる。 

視覚障害者  災害時は状況を把握するまでの時間差がある。安否確認の際は状況を大
まかに説明し、不安の解消を図る。 

 絶えず声をかけるとともに、誘導の際は本人の左側で肩・腕・肘をかし、
半歩前を足元に注意しながらゆっくり歩く。 

 白杖等を確保・携帯、盲導犬・聴導犬・介助犬の同行に配慮する。 
 方向の説明は、時計の文字盤を想像して行う。 

聴覚障害者  外見からの判断が難しく、また、自ら助けを要請することも困難になる
ため支援が遅れがちになる。 

 避難誘導の際は、手話や筆談（筆記用具を用意）を使う。 
 情報伝達は、掲示板・ファックス・メール等により文字や絵を使う。 

言語障害者  外見からの判断が難しく、また、自ら助けを要請することも困難になる
ため支援が遅れがちになる。 

肢体不自由者  自力での避難が困難で、できるだけ早い安否確認・避難支援に向かう必
要がある。 

 できるだけ車いすやリヤカー等の移動用具を確保する。 

内部障害者  外見からの判断が難しく、自力歩行や避難行動が困難な場合が多い。 
 医療機材の消毒や交換のため、医療機関による治療に時間がかかる場合

は、清潔な処置スペースを用意する。 

知的障害者 
精神障害者 
自閉症者 

 災害時、自力での状況判断や避難が困難なため、できるだけ早い安否確
認・避難支援に向かう必要がある。 

 環境の変化により気持ちが混乱し、精神的に不安定になることもあるた
め、気持ちを落ち着かせるように努める。 

乳幼児・妊産婦  行動機能が低下または能力がないため、常時、支援が必要となる。 
 必要に応じて医療的なサポートが必要となる。 
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２ 外国人支援 

 

活動目標 
１時間以内 ◆ 外国人支援対策本部の設置 

３時間以内 
◆ 外国人避難者の把握開始 
◆ 外国人被災者支援情報の広報開始 

４８時間以内 ◆ 外国人の避難状況の把握 

４８７２時間以内 ◆ 通訳翻訳ボランティアによる避難所巡回開始 

 

活動方針 

市（地域づくり推進部）は、関係機関と連携し、支援活動を行う。 

(１)  外国人支援対策本部の設置 

 市役所本庁舎３階に外国人支援対策本部を設置し、外国人に対する情報の提供に万全

を期すため、柏市国際交流センター、通訳翻訳ボランティア等との協力体制等を整える。

また、職員で多言語による通訳や翻訳が可能な職員の協力により、外国人への情報提供

と問い合わせに対応する。通訳翻訳ボランティアとの協力体制等を整える。 

 

(２)  外国人被災者支援情報の広報 

 次の伝達手段を用いて、性格かつ迅速に広報活動を行うため、やさしい日本語で情報

を提供する。 

 電子媒体  かしわメール配信サービス 

 紙面  近隣センター掲示板、避難所掲示板、町会・自治会・区等掲示板 

 

(３)  通訳翻訳ボランティアとの連携 

避難所に避難している外国人を支援するため、通訳翻訳ボランティアの協力により、

避難所を巡回し、掲示板等への外国語表記や通訳支援を行う。 

 

(４) 多言語支援センターの設置 

市（地域づくり推進部）は、避難所に避難している外国人の支援として避難所を巡回

するため、必要に応じて、千葉県に多言語支援センターの設置を要請する。 

 
 

３ こどものケア 

 

活動目標 

２４時間以内 
◆ 災害遺児の把握 
◆ 災害遺児の保護 

１週間以内 
◆ 相談対応 
◆ 避難所における別スペースの確保 

 

活動方針 

 市（こども部、学校教育部）は、学校、地域住民等と連携して、災害時のこども支援を実

施する。 
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(１)  心理的ケア 

 災害時、こどもは心理的ダメージを受けていてもそれを表現することが難しいため、

急性期、中期、長期の視点に立ち、関係機関との連携のもと心理的なケアが必要となる。  

 市（学校教育部）は、担任教員等が子どもの相談対応にあたることができるよう配慮す

る。 

 

(２)  スペースの確保 

 避難所においては、児童・生徒が学習や同世代同士のコミュニケーション等ができる

よう、避難所スペースとは別の部屋を確保するよう努める。 
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第６ 避難対策 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 避難指示情報の発

令・警戒区域設定 

総務部、消防局 消防団、柏警察署 

２ 避難所開設・運営 地域づくり推進部、市民生活

部、保健福祉部、都市部、 

生涯学習部、学校教育部 

柏市社会福祉協議会、ＮＴＴ、 

協定先（旅館、ホテル、福祉施設） 

 
 

基本方針 

● 避難情報勧告等を発令する場合は、住民等の安全確保のため関係機関との情報共有を徹底す

るとともに、発令や解除の経過記録を作成する。 

● 避難所の準備や開設を待たずに、適切なタイミングで、躊躇なく各避難情報を発令する。 

● 避難所へは、原則「徒歩」により避難する。 

● 休日・夜間の避難所開錠は、近隣住民等を含めた鍵の所持者が行う。 

● 避難所における基本方針は次のとおり 

 ①発災後の混乱期は避難者の安全確保を第１に考える。 

②避難所運営は、地域住民等による避難所運営組織が主体となって行う。 

 ③教育施設の場合は、教育の場の区分に努め、教育活動の再開に配慮する。 

 ④被災避難者同士のプライバシーの確保、要配慮者や女性、子どもの安全・安心、防犯対策に

努める。 

 ⑤高齢者や障害者の特性に応じた、きめ細かい支援や備品の調達に努める。 

 ⓺各避難所においては災害種別や施設規模に応じてペット受入れ可能スペースについて検討

し、ペットの避難可否を判断する。 
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１ 避難情報発令指示・警戒区域設定 

  

活動目標 

１時間以内 

◆ 危険状況を把握し、被害を予測する。 

◆ 避難情報勧告・避難指示を発令する。 

◆ 警戒区域を設定し、立ち入り制限、禁止、退去を命ずる。 

 

活動方針 

(１)  避難勧告・指示情報 

ア (１) 避難勧告・指示情報の発令または（解除）の実施者 

実施者 要 件 根拠法規 報告先 

市 長 ○災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に

おいて、住民等の生命・身体を災害から保護し、

その他災害の拡大を防止するため特に必要があ

ると認めるとき 

災 害 対 策 基 本 法

第 60 条 

東 葛 飾 地

域 振 興 事

務所 

警察官 ○市長が措置をとることができないと認めると

き、又は市長から要求があったとき 

○住民等の生命、身体に危険が切迫していると自

ら認めるとき 

災 害 対 策 基 本 法

第 61 条 

警 察 官 職 務 執 行

法第４条 

警察署長 

水防管理者 

（市 長） 

○洪水により著しい危険が切迫していると認め

られるとき 

水防法第 29 条 警察署長 

知事又はそ

の命を受け

た県職員 

○市が事務の全部又は大部分の事務を行うこと   

ができなくなったとき 

○洪水及び地すべり等により著しく危険が切迫

していると認められるとき 

災 害 対 策 基 本 法

第 60 条 

水防法第 29 条 

地 す べ り 等 防 止

法第 25 条 

警察署長 

自衛官 ○災害により危険な事態が生じた場合で、警察が

その場にいないとき 

自衛隊法第 94 条 総務部長 

 

イ (２) 避難勧告等情報の内容 

①避難対象地区（町丁名、施設名等） 

②理由（避難要因となった危険要素の所在地、避難に要する時間等） 

③避難先（安全な方向及び避難場所の名称） 

④その他（避難行動時の最小限の携帯品、要配慮者の優先避難・介助の呼びかけ等） 

 

(２)  警戒区域の設定 

 災害が発生し、またはまさに災害が発生しようとしている場合において、生命・身体から

危険を防止する必要が認められるときは、警戒区域を設定する。 
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【警戒区域が設定される場合】 

 設定権者：本部長（市長）、消防職員、警察官 

○崩壊危険のある大規模建物周辺地域 

○施設の被害により有毒ガスの危険がおよぶと予想される地域 

○施設の被害により爆発の危険がおよぶと予想される地域 

○放射線使用施設の被害により被曝の危険がおよぶと予想される地域 

○その他市民の生命を守るため必要と認められるとき 

 

(３)  避難者の誘導 

ア (１) 避難周知 

 避難が必要な場合は、対象地域の全ての住民等に情報が伝わるようあらゆる手段

を使って伝達する。伝達にあたっては、訪日外国人旅行者も含む、要配慮者への配慮

を徹底する。 

 

イ (２) 避難誘導 

災害の状況に応じて各避難情報を発令した上で、避難時の周囲の状況等により、近

隣のより安全な建物への「緊急的な待避」や、「屋内安全確保」といった適切な避難

行動を住民がとれるように努めるものとする。 

また、消防局は消防団と連携し、住民避難時のパトロールを行うよう指示する。 

(ｱ) ①在宅者等 

消防団、消防局、警察官、地域住民等が協力して、組織的に避難を誘導する。そ

の際、要配慮者の登録名簿（Ｋ-Net）に基づき、安否確認や避難所への誘導を支援

する。 

(ｲ) ②学校、病院等 

学校、病院、社会福祉施設、その他不特定多数の者が利用する施設の管理者は、

施設内の利用者等の安全を確保するため避難誘導を行う。 

 

２ 避難所開設・運営 

 

活動目標 

３時間以内 

◆ 市職員の参集 

◆ 避難所の開設 

◆ 避難者の受け入れ 

２４時間以内 

◆ 避難者の把握（避難者名簿の作成） 

◆ 物資の配給 

◆ 二次的避難所（福祉避難所）の開設 

４８時間以内 
◆ 避難所運営組織づくり 

◆ ボランティアの募集 

７２時間以内 
◆ ルールづくり 

◆ ボランティアとの連携 

１週間以内 ◆ 被災生活支援 
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１か月以内 ◆ 避難所の収束・統合 

 

活動方針 

 市は、各避難所運営組織、協定締結機関等と連携して、避難所の支援活動を行う。 

 避難所開設・運営担当職員は、性別に配慮した体制で配置する。 

(１)  避難所開設の基準 

 避難情報（勧告・指示）の発令又は警戒区域の設定を実施した場合 

 市内で震度５強以上を観測した場合 

 災害の状況により避難が必要な場合 

 

(２)  避難所の開設 

ア (１) 安全確認・スペース設定 

施設管理者（開錠者）等は、被害を目視確認し、状況に応じて施設の一部又は全部

の使用を制限する。 

また、避難所として使用する場所としない場所を区別するとともに、更衣、授乳、

救護スペース等を確保する。また、地域住民と協力し、落下物や障害物の除去を行う。 

 

イ (２) 防災資機材の準備 

(ｱ) ①電気・ガス、水道、電話、トイレ、インターネット環境を確認する。 

(ｲ) ②停電している場合は、懐中電灯（乾電池）を複数用意し、夜間活動に備える。 

(ｳ)③ ライフラインの被害状況に応じて、発電機、ガソリン、投光器、非常用トイレ

袋を体育昇降口に用意する。また、応急医療セット、毛布、暖房器具（季節に応じ

て）、食糧、飲料水を準備する。 

 

(３)  避難者の受け入れ 

ア (１) 避難者の誘導 

施設管理者等は、地域住民と協力して安全が確認された体育館や会議室等の広いス

ペースに避難者を誘導する。その際、町会等毎（世帯単位）の設定に配慮する。 

 

イ (２) 負傷者対応 

 重傷者は１１９番通報、軽傷者は応急医療セットを活用し避難者と協力して手当て

を行う。 

 

ウ (３) 要配慮者・女性幅広いニーズへの配慮 

 要配慮者を優先し、温かい所やトイレに近い所、和室等を割り当てる。  

 駅前等、不特定多数の避難者がいる場合やスペースが飽和状態の場合は、男女別と

する。 
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【幅広いニーズへの配慮】 

 

 

 

エ (４) 車での避難者への対応 

 身体障害者等を除き、避難所の駐車場に避難者の自家用車を駐車することは原則と

して禁止する。ただし、車両の運転中に災害が発生した場合等、やむを得ない理由に

より車で避難し、た場合には、「(5) 避難所の運営 キ 被災生活支援 (ｳ) 健康管理」

に示す通り車内で避難する避難者が発生した場合には、その人数、所在地、ニーズ等

の早期の情報収集に努めるとともに、エコノミークラス症候群（静脈血栓塞栓症）を

発症しないよう必要な予防対策（定期的な運動、水分の摂取等）の周知等を行う。 

 

オ (５) 避難者への情報提供 

 掲示板や放送設備等を利用し、災害状況、交通状況等の最新情報を提供する。この

場合、障害者にも正しく情報を提供する。 

 

(４)  避難者の把握 

 避難者の安否確認や食糧・物資配給に対応するため、世帯ごとに「避難者名簿カード」

を配布し、取りまとめる。医療対応や介護の要否、資格・災害応急対応等に役立つ特技・

資格などを記入してもらうことで、以後の避難所運営に役立つ場合もある。 

併せて、避難所ではなく自宅にて避難生活を送る（在宅避難者）場合も、避難者名簿

カードに情報を記入してもらうことで把握する。在宅避難者へは、この情報を基に支援

物資等を配布する。 

 ※ 避難者名簿カード・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 ８－４】 

 

(５)  避難所の運営 

ア (１) 避難所運営組織の設置 

 避難所運営組織は地域住民、施設管理者を中心に構成し、女性幅広い年代・性別の

避難者の中の要配慮者の有無を把握し、必要に応じ職員を派遣してケアに努めるととも

に、早期に二次的避難所（福祉避難所）の開設や医療施設での受け入れ、常駐が可能な保

健師や看護師の確保、ボランティアの派遣などを行う。また、現場における女性の意見多

様なニーズを反映できるよう配慮する。 

＜要配慮者＞ 
□ 要配慮者優先のスペース設定 
□ 要配慮者優先のルールづくり 
□ 継続的な経過観察 
□ 視覚・聴覚障害者に配慮した情報伝

達 
□ 二次的避難所（福祉避難所）の確保 
□ 二次的避難所（福祉避難所）への移

動支援 

＜女性やこどもへの配慮＞ 
□ テントや間仕切りの設置 
□ 男女別のトイレや多目的トイレ、・更衣

スペースの設置 
□ 洗濯物の干し場の確保 
□ 授乳・育児スペースの確保 
□ 女性や子供こどものための相談場所の

設置 
□ 巡回警備の実施 
□ 防犯ブザーの配布 
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人材を積極的に登用する。 

 避難所生活が長期化する場合は、避難者を中心とする組織に移行することも考慮す

る。 
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イ (２) 避難所状況の報告 

 避難所から本部への報告は、原則として派遣された市職員が行う。ただし、職員が対

応できない場合は、学校職員等、施設管理者側に協力を求める。 

 

ウ (２３) 生活ルールの設定 
□ 避難所の入所、退所の手続き □ 起床・消灯時間 □ 食事・水の配給方法、時間、場所 

□ トイレの使い方、ごみの分別方法  □ ペットの扱い □ 避難所での飲酒、喫煙の禁止 

□ 電話の取り次ぎ時間、問い合わせ対応 □ 郵便物の受け取り（掲示板での周知） 

 

エ (３４) 衛生管理 

(ｱ) ①食品 

 ・食中毒を引き起こさぬよう、製造年月日や賞味期限を管理しながら配給する。  

 ・食べ残した弁当等の廃棄の徹底と生ごみの適正処理を徹底する。  

(ｲ) ②トイレ 

 ・毎日、最低午前と夕方の２回は清掃する。 

・汲み取り型の仮設トイレは、便袋の使用を徹底する。（使用済み便袋は可燃ごみと

してビニール袋に入れ集積） 

(ｳ) ③入浴支援 

 ・受け入れ可能な近隣の入浴施設利用を支援する。（入浴券の配布など） 

・利用できない場合は、体をふくためのお湯とタオルを準備し、配給する。 

(ｴ) ④ペット避難 

 ・ペット避難については同行避難を原則とするが、災害種別、施設規模に応じて判断

する。 

・避難所での衛生対策及び動物ペットが苦手な避難者への配慮として、避難所屋内へ

のペットの持ち込みは原則禁止とするが、状況に応じて、避難所敷地内における飼

育スペースの確保、給餌等、動物ペットの飼育に関するルールの取り決めについて、

助言・指導する。 

・※避難時のペットの保護及び飼養は原則として動物ペットの管理者が行う。 

・所有者・管理者が分かるよう、鑑札・マイクロチップを装着するものとする。  

 ・盲導犬等の介助犬については、介助者と同居できる専用スペースを確保し、周囲の

避難者に理解と協力を求める。 

(ｵ) ⑤ごみ 

 ・ごみの集積場所を確保し、分別排出に努める。 

 

オ (４５) 防犯対策 

 避難所運営組織は、避難者や地域住民と連携して避難所内及びその周辺のパトロー

ルを行うとともにトイレなど、夜間人気のない場所に照明を設置するなど、女性・子

どもの安全確保に努める。 

 

(カ 5６) 定例ミーティングの実施 

 避難所内の意見・要望等を共有し、その後の運営に反映できるよう、原則として１

日２回、ミーティングを行う。主として、朝は前夜以降の伝達事項と１日のスケジュ
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ールを確認し、課題の協議は夕食後に行う。ミーティングで決定した内容は、掲示板

や館内放送により、避難者へ積極的、迅速に情報提供していく。 

 

(6７) キ 被災生活支援 
(ｱ) ①暑さ、害虫対策 

 ・室内の通気性を確保する。（同時に蚊やハエなどの侵入を防ぐ工夫も必要）  

 ・寝具として夏掛けを用意し、虫よけ対策として蚊取り線香、殺虫剤を用意する。  

・冷房機器を、民間事業者との協定に基づきリースする。学校においては、エアコ

ンを設置している教室を開放して対応する。 

(ｲ) ②寒さ対策 

 ・床にダンボール（初期）、マット、畳などを敷き、ストーブなどの暖房を多数用意

する。 

(ｳ) ③健康管理 

・手洗いやうがいはもとより、軽めの体操などを励行する。 

・市の保健師等による健康相談を通じて、健康状態等の問題を早期に発見する。 

・炊き出し等により、温かい食事や汁物の追加献立を工夫し、栄養管理に配慮する。  

・食事の提供に当たっては、栄養士等の助言を受け、カロリー管理、病気履歴、ア

レルギーへ配慮するものとする。 

・感染症が疑われる患者が発生したときは、患者数及び症状を把握し、原因究明を

拡大防止のための対応を図る。 

・避難所や車中での避難のように狭い空間で生活している場合、エコノミークラス

症候群（静脈血栓塞栓症）を発症する可能性があるため、車中泊者等の人数、所

在地、ニーズ等を早期に情報収集し定期的な運動や水分の摂取等の注意事項を周

知するとともに、巡回検診等を通じて健康被害の抑制に努める。 

※上記のような健康指導や栄養面を考慮した食事提供は、各種避難情報が解除され

た後も長期にわたり継続が必要である。 

 

 

 

(ｴ) ④被災者ニーズ対応 

・プライバシーの確保と空間の有効活動 

 世帯区画の境界は間仕切りやテントなどで区別し、各世帯区画が最低 1 箇所は通

路に面するよう配慮する。また、児童・生徒の勉強部屋、受験生が消灯時間以降

にも勉強できるスペースの設定など、共同生活のストレス緩和に努める。 

 ・仮設電話機の設置、電源の確保 

 仮設電話（ＮＴＴの協力）、テレビやインターネット用等の通信配線、Wi-Fi

※エコノミークラス症候群（静脈血栓塞栓症） 

 脚の血流が悪くなり静脈に血栓ができ、血栓が肺に運ばれることで呼吸困難・胸痛・失神・

意識消失等を起こし、最悪の場合には死に至る。災害時には狭い避難所や車内での生活が長期

間続く場合に発症する。定期的な運動や十分な水分補給等が予防策として効果的。 
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（NTTdocomo の協力）を用意するとともに、電気製品や携帯電話の充電等の電

源ニーズに対応するための延長コードを配備する。 

・避難所からの移動手段の確保 

避難生活の長期化に備え、避難所からの通院・通所・通学等に対する移動手段

を確保する。 
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(６)  避難所の収束・統合・閉鎖 

ア 避難所集約・閉鎖の決定 

仮設住宅への入居等により避難者が減少したときは、避難所集約・統合を決定する。

集約は地域単位を原則とし、避難所施設の一般利用を踏まえ決定する。避難者に対す

る避難対策が完了したときは、避難所の閉鎖を決定する。地域単位に避難所を統合す

る。それに伴い、避難所運営組織の集約等も求められる。 

イ 避難所の集約・統合・閉鎖 

避難所の閉鎖時期や撤収準備などについては事前に地域の代表者と協議を重ねたう

えで避難者全体に説明し、避難者との合意形成を行う。 

統合や閉鎖が決定した場合には、避難者や地域住民、ボランティアは協力して、避

難所の閉鎖に伴う後片付けや清掃、避難者の移動支援を行う。特に自立が困難な避難

者に対しては、市が適切な受け入れ先の斡旋を行い、自立に対する支援を行うものと

する。また、避難所への受け入れ期間の長期化が見込まれ、その施設の本来目的使用

に支障を来たす場合には、他の対応可能な避難所へ統合する。 

 

７ 避難所の閉鎖 

災害の危険が解消し、避難者に対する救援対策が完了したときは、避難所を閉鎖する。 

 

【要配慮者と女性への配慮】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難者の中の要配慮者の有無を把握し、必要に応じ職員を派遣してケアに努めるととも

に、早期に二次的避難所（福祉避難所）の開設や医療施設での受け入れ、ボランティアの

派遣を行う。また、現場における女性の意見を反映できるよう配慮する。 

 

＜要配慮者＞ 

□ 要配慮者優先のスペース設定 

□ 要配慮者優先のルールづくり 

□ 視覚・聴覚障害者に配慮した情報伝

達 

□ 二次的避難所（福祉避難所）の確保 

□ 二次的避難所（福祉避難所）への移

動支援 

 

＜女性への配慮＞ 

□ 間仕切りの設置 

□ 男女別のトイレ・更衣スペースの設置 

□ 女性用洗濯物の干し場の確保 

□ 授乳・育児スペースの確保 

□ 女性や子供のための相談場所の設置 

【避難所状況の報告】 

 避難所から本部への報告は、原則として派遣された市職員が行う。ただし、職員が対応で

きない場合は、学校職員等、施設管理者側に協力を求める。 
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第７ 帰宅困難者支援 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 市 内 帰 宅 困 難

者対応 

総務部、企画部、地域づくり

推進部、経済産業部、生涯学

習部、学校教育部 

柏警察署、公共交通機関、大規模集客施

設、柏駅周辺帰宅困難者対策ネットワー

ク 

２ 広 域 帰 宅 困 難

者対応 

総務部 災害時帰宅支援ステーション（ガソリン

スタンド、コンビニエンスストア、ファ

ミリーレストラン等） 

 

 

１ 市内帰宅困難者対応 

 

活動目標 

１時間以内 

 災害情報確認（鉄道運行情報、被害情報） 

 駅利用者への呼びかけ・情報提供開始 

 柏警察署に雑踏警備要請 

３時間以内  帰宅困難者一時受け入れ施設滞在施設等の決定 

日没まで  一時受け入れ施設滞在施設等への案内開始 

72 時間以内  代替輸送の検討 

 

活動方針 

市（企画部）は、柏警察署、公共交通機関、大規模集客施設等と連携して、帰宅困難者の

支援活動を行う。 

(１)  呼びかけ・情報提供 

ア (１) 一斉帰宅抑制・施設内待機の呼びかけ 

 市民、企業、学校等に対し、むやみに移動せず、施設内に留まることを、エリアメ

ールや緊急速報メール、かしわメール配信サービス、ホームページ、ツイッター等に

より呼びかける。 

 

イ (２) 情報提供 

災害情報、鉄道運行状況（再開予定含む）、公衆電話設置場所、災害用伝言ダイヤル

等の情報を帰宅困難者一時滞在施設内掲示板や、エリアメールや緊急速報メール、駅

前のデジタルサイネージ（電子看板）等を活用し、伝達する。 

基本方針 

● 鉄道利用者・駅前滞留者に対し、駅前等で最新の災害情報・鉄道情報を適宜発信する。 

● 帰宅困難者の安全確保を図るため、駅周辺施設を開放し、必要な支援を行う。 
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(２)  帰宅困難者の安全確保 

ア (１) 警察署による警備 

 駅前の安全を確保するため、警察官の配置について柏警察署へ協力を要請する。  

 

イ (２) 一時受け入れ場所の確保 

 駅周辺の民間施設、指定避難所、一時滞在施設の内、一時的に受け入れ可能な施

設については、帰宅困難者の受け入れ体制を整える。施設の開設状況は、集約して

県へ報告するとともに、駅、大規模集客施設、帰宅困難者、企業等へ情報提供を行

う。 

 

ウ (３) 一時受け入れ施設滞在施設等の案内 

一時受け入れ施設滞在施設等をあらゆる情報伝達手段で伝達するとともに、施設

への移動支援については、可能な限り誘導体制を整える。その際、障害者や高齢者

等の要配慮者の安全確保を優先する。 

 

エ (４) 支援物資の配給 

 毛布や食料、飲料水等、必要に応じて可能な限り避難者を支援する。その際、障

害者や高齢者等の要配慮者への配慮を優先する。 

 

(３)  帰宅困難者の搬送 

 鉄道の運行復旧が見込めない場合、バス保有事業者と連携し代替輸送手段を検討する。

この際、近隣市との調整を図る。 

 

２ 広域帰宅困難者対応 

 

活動目標 

６時間以内 ◆ 帰宅困難者の受け入れ（避難所での受け入れ） 

72 時間以内 ◆ 代替輸送手段の検討 

 

活動方針 

(１)  徒歩帰宅支援 

 主に東京都市圏からの徒歩帰宅困難者の安全確保を図るため、避難所での受け入れを

行う。 

 

(２)  帰宅困難者の搬送 

 鉄道の運行復旧が見込めない場合、バス保有事業者と連携し代替輸送手段を検討する。

この際、近隣市との調整を図る。 
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第８ 輸送支援 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 交通規制 土木部 柏警察署、県（公安委員会） 

２ 輸送道路・拠点の確保 同上 柏市建設関連防災ネットワーク、柏警察署、

県 

３ ヘリポートの開設 総務部、消防局 自衛隊、柏警察署、県 

 

 

１ 交通規制 

 

活動目標 

１時間以内 

◆ 災害情報確認 

◆ 県（公安委員会）及び柏警察署に交通規制の要請 

◆ 交通規制情報の広報 

３時間以内 ◆ 交通規制の実施 

 

活動方針 

(１)  実施責任者 

 市（土木部）は、災害時の緊急幹線道路の通行の確保を実施するとともに、市内の交

通状況を把握し、県（公安委員会）及び柏警察署に必要な交通規制の要請を行う。 

 

(２)  交通規制道路 

 緊急に通行確保すべき幹線道路は、次に掲げる原則に基づき、あらかじめ定められた

道路とする。 

 

 県の指定する緊急輸送道路 

 本市と近隣市を接続する幹線道路 

 避難場所に接続し、応急対策活動上重要な道路 

 病院等の主要公共施設又は防災関係機関を接続する道路 

 上記道路の通行確保が困難である場合は、これに代わるべき道路 

 

 

 

基本方針 

● 防災関係機関が効率よく有機的に活動できるよう市指定の路線から順次確保する。 

● 交通の混乱防止を避けるため、早急な交通規制を行う。 
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２ 輸送道路・拠点の確保 

 

活動目標 

１時間以内 ◆ 緊急通行車両の手続き 

１２時間以内 ◆ 輸送道路の確保 

 

活動方針 

(１)  緊急輸送道路の確保 

 市（土木部）は、柏市建設関連防災ネットワークの協力及び警察等関係機関と連携し、

緊急輸送道路を確保するとともに早急に優先道路の応急復旧作業を開始する。 

 

【復旧を優先させる道路】 

広域基幹道路 広域的な輸送を行う道路 国道、県道など 

市内幹線道路 市内の防災拠点を結ぶ道路 県道、市道など 

 

【輸送道路の確保をするための作業】 

国土交通省千

葉国道事務所 

 道路上の障害物の状況を調査し、除去対策をたて、関係機関と協力の上所管

する道路の障害物の除去等を実施する。 

千葉県柏土木

事務所 

 被害を受けた県指定路線（千葉県緊急輸送道路）について、緊急輸送道路１

次路線から速やかに復旧し、交通確保に努める。 

 そのうち救助活動及び避難通路となる道路については特に重点的に復旧作業

にあたる。 

市（土木部） 
 緊急輸送道路の被害情報を確認し、必要箇所の確保を図る。 

 応急修理が困難な場合は、柏警察署等と連携し、通行止め等の措置をとる。 

柏警察署 

 交通の障害となっている倒木、垂れ下がっている電線等の障害物の除去につ

いて、各道路管理者及び関係機関に連絡して、復旧の促進を図るとともにこ

れに協力する。 

道路管理者 

 車両等による道路の占有車等が発生している場合は、所有者等に移動命令を

する。 

 道路の占有車の所有者が不在の場合は、道路管理者自らが車両の移動を行う。 

 

(２)  緊急通行車両 

 市（総務部）は、災害応急対策に使用する車両については、事前に公安委員会に申請

し「緊急通行車両確認証明書」及び「標章」の交付を受ける。交付された標章は、災害

時当該車両の前面に箇所に掲示し、証明書は当該車両に備えつける。 

 ※ 緊急輸送（通行）車両確認証明書等・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 ９－２】 
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３ ヘリポートの開設 

 

活動目標 

３時間以内 ◆開設予定地の決定 

 

活動方針 

(１)  開設の決定 

 臨時ヘリポートの開設の決定は、千葉県からの指示、若しくは本部長の指示により、

予め指定した予定地から選定する。臨時ヘリポートの開設が可能な予定地について、被

害状況等を事前に把握しておく。（第２章第３節第５「交通輸送体制」参照） 

ただし、指定した予定地が被災状況により使用できない場合は、次の条件にあてはま

る場所から代替地を選定する。 

 

(２)  開設の方法 

ア (１) 地表面の条件 

(ｱ) ① 舗装された場所が最も望ましい。 

(ｲ) ② やむを得ずグランド等の未舗装の場所になる場合は、板、トタン、砂塵等が

巻き上がらないように処置する。また、乾燥している時は充分に散水する。草地の

場合は、硬質で丈の低いものであること。（資料編 9-３「ヘリコプター臨時離着場」

参照） 

 

イ (２) 着陸点の表示 

 着陸点には、基準のＨの記号を風と平行方向に向けて標示するとともに、ヘリポー

トの近くに上空から風向、風速の判定、確認ができるよう吹き流し（又は旗）を掲揚

若しくは発煙筒をたき安全進入方向を示す。 

 

(３)  その他の留意事項 

ア① 離発着時は風圧等により危険が伴うので、関係者以外の人を接近させないこと。 

イ② 救急車、輸送車両の出入に便利なこと。 

ウ③ 電話その他の通信手段の利用が可能であること。 

エ④ 緊急時は、布等を左右に振るなどの処置をしてパイロットに知らせるために有効

なあらゆる手段を講じること。 
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第９ 物資供給・給水 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 物資供給活動 経済産業部、農業委員会 千葉県トラック協会柏支部、柏市石油商業協

同組合 

２ 給水活動 水道部 柏市管工事協同組合 

 

 

１ 物資供給活動 

 

活動目標 

１時間以内 

◆ 車両等の確保 

◆ 地区災害対策本部（各近隣センター）に物資担当の配置  

◆ 避難所情報（要物資情報）の確認 

３時間以内 

◆ 市内事業者（協定締結先、食品工場、公設市場）からの供給可否確認 

◆ 避難所・医療機関への備蓄物資運搬開始 

 ・各防災備蓄倉庫から緊急物資（毛布、非常食、医薬品等）を運搬 

◆ 燃料供給方針の決定 

６時間以内 

◆ 緊急応援要請の実施（品目・数量） 

◆ 救援物資受入拠点の決定 

◆ 医療機関への燃料供給開始 

２４時間以内 
◆ 応援物資供給体制の確立 

◆ 備蓄資器材の避難所配置 

 

 

活動方針 

市（経済産業部）は、千葉県トラック協会柏支部、柏市石油商業協同組合等と連携して、

物資供給活動を行う。 

 

(１)  輸送体制の確保 

 地域内輸送拠点を速やかに開設し、協定を締結している千葉県トラック協会柏支部等

を通じて避難所までの輸送体制を確保する。災害状況により確保が困難な場合、各地区

災害対策本部は、地域の協力者から車両の提供を得る。 

 

基本方針 

● 市の備蓄品は各コミュニティエリア内（２０1 エリア）での効率的な物資運搬を行う。 

● 各給水所を迅速に開設し、関係機関との連携のもと円滑な配給を行う。 
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(２)  燃料の確保 

 協定を締結している柏市石油商業協同組合と協議し、燃料の供給方針を決定する。  

 

(３)  備蓄物資の運搬 

 地区災害対策本部に参集した職員は、他の本部員等と協力し、各コミュニティエリア

内の防災備蓄倉庫から、必要な物資を避難所に運搬する。なお、各避難所には２００人

分（一部避難所は１００人分）の食糧・飲料水等は既に配備されていることを念頭にお

く。 

 この場合、使用する運搬車両の優先順位は次のとおりとする。 

① 千葉県トラック協会柏支部  

② 協力者の車両 

③ 公用車（近隣センターの管理車両等） 

 

(４)  物資の調達・供給 

 協定を締結している事業者や市内食品工場、柏市公設市場内の卸売業者等から調達し

た物資及び国、他の地方公共団体等によって調達され引き渡された物資について、被災

者への供給を行うものとする。 

 千葉県や他の自治体等への応援要請は、第３章第２節第４の２「物的応援要請・受援」

を参照する。 

 

２ 給水活動 

  

活動目標 

１時間以内 
◆ 水道事業災害対策本部の設置 

◆ 被害状況の把握を開始（水道施設（水源地）、給水優先施設、工事業者） 

３時間以内 

◆ 給水優先施設への緊急給水開始 

◆ 水道管路の被害確認 

◆ 応急給水担当職員を給水拠点に配置 

◆ 被害調査の結果を情報収集し、本部へ報告 

◆ 応援要請（給水車等） 

◆ 広報活動開始 

◆ 水質検査開始 

６時間以内 

◆ 給水優先施設への緊急給水開始 

◆ 応急給水担当職員を給水拠点に配置 

◆ 応急給水活動開始（水源地、耐震性貯水槽、災害用井戸） 

２４時間以内 

◆ 応援要請（技術者・重機・資機材等） 

◆ 応急復旧工事計画の策定 

◆ 応急給水開始（給水タンク） 
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４８時間以内 ◆ 応急給水活動開始（災害用井戸、給水タンク） 

活動方針 

市（水道部）は、柏市管工事協同組合等と連携して、応急給水活動を実施する。 

(１)  水道事業災害対策本部の設置 

 水道部内に水道事業災害対策本部を設置する。組織は、総務班、給水班、復旧班、浄

水班の４班構成とする。 

 

(２)  被害調査 

 柏市管工事協同組合の協力を得て、予め定めた被害調査ルートを点検し、被害箇所を

特定する。 

 

(３)  給水活動 

ア (１) 緊急給水 

 災害時に優先的に給水する医療機関（第２章第３節第３「物資供給・給水体制」参

照）、給水タンクに対し緊急給水を開始する。 

 

イ (２) 応急給水 
(ｱ) ①飲料水 

 飲料水にかかる応急給水所（第２章第３節第３「物資供給・給水体制」）について、

柏市管工事協同組合等の協力を得て開設する。配給にあたっては地域住民の協力を

得て実施する。 

(ｲ) ②生活用水 

 防災用簡易井戸（手こぎ式）からの給水については、施設管理者や地域住民等の

協力を得て配給する。 

「災害用井戸協力の家」からの給水については、町会・自治会・区等内でのルール

に従い、配給する。 

 

(４)  応援要請 

 被害状況や復旧までの長期化などを勘案し、必要であれば各関係機関や協定先に給水

車などの応援要請を行う。 

 

(５)  水質検査 

 水道水の安全を確保するため、消毒効果（残留塩素）確認等の水質検査を速やかに実

施する。 
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第１０ 遺体対応・行方不明 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 遺体収容・埋火葬 市民生活部、保健福祉部、

保健所 

柏警察署、自衛隊、救護本部、葬祭事業者 

２ 行方不明者捜索 市民生活部、保健福祉部 柏警察署、自衛隊、葬祭事業者 

 

 

１ 遺体収容・埋火葬 

 

活動目標 

１２時間以内 
◆ 遺体安置所の指定・開設 

◆ 医療機関等からの遺体収容開始 

４８時間以内 ◆ 遺体収容・安置・検案開始 

１週間以内 ◆ 身元不明遺体埋火葬の検討 

 

活動方針 

市（保健福祉部）は、柏警察署、救護本部等と連携して、遺体対応を行う。 

 

(１)  遺体収容の開始 

ア (1) 市内葬儀業者・ウィングホール柏斎場への協力依頼 

 市内葬儀業者及びウイングホール柏斎場の被災状況及び稼働状況を確認し、稼動可

能であれば協力を依頼する。 

【依頼内容】 

□ 遺体搬送の可否 □ 遺体収容可能数   □ 火葬可能数（ウイングホールのみ） 

□ 納棺用品    □ ドライアイス保有状況 

 

イ (2) 遺体安置所指定 

 市内葬儀業者及びウイングホール柏斎場で安置できない遺体が発生するおそれが

ある場合は、市内体育館等を遺体安置所として指定する。 

 

(２)  遺体収容・安置・検案開始 

ア (1) 遺体収容・安置 

 被災現場からの搬送、または医療機関、警察、自衛隊又住民等からの要請により、

市内の引受人のない遺体を収容し、安置する。なお、遺体の収容先は、その後の見分、

検視、医師による検案作業及び遺族感情に配慮したものとする。 

基本方針 

● 医師会・歯科医師会と連携して、身元不明者遺体の早期判明を行う。 
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イ (2) 遺体検案 

 収容した遺体について、警察、救護本部と連携し、検案書の作成を行う。身元不明

者については、遺体及び所持品等の写真を撮り、指紋採取、特徴等を記録し、遺留品

を保管する。また、収容遺体台帳を作成し行方不明者との照合を行う。 

 

【遺体の収容及び検案場所として適した場所】 

 

 

 

 

(３)  応援要請完了 

 遺体数が多数のため火葬場で処理できない場合は、千葉県、近隣市に応援を要請する。  

 

(４)  身元不明遺体埋火葬の検討 

 引取人のいない遺体について、応急措置として火葬を行う。 

 火葬又は他機関における措置が困難な場合は、遺体の仮埋葬を検討する。仮埋葬した

遺体は火葬可能となり次第、順次火葬する。 

埋火葬措置を行う場合は、市民生活部から埋火葬許可証を受けること。 

火葬又は仮埋葬した者の遺骨（火葬時）、仮埋葬の場所、遺留品、検案書、記録等は管

理を徹底すること。 

 

 

 

 地震後の断水も想定し、遺体や所持品の洗浄を行うのに充分な水が確保できる施

設。 

 遺族の身元確認入口と遺体搬入口が重ならないなど複数の出入り口を要する施設。 

 活動場所を幾つかに区切ることのできるだけのスペースを確保できる施設 
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２ 行方不明者捜索 

  

活動目標 

７２時間以内 

◆ 行方不明者の捜索開始 

 ・行方不明者相談窓口の開設 

 ・要配慮者の未確認者調査 

 ・千葉県、近隣市への協力要請 

 ・マスコミへの協力要請 

１週間以内 ◆ 死亡者・行方不明者の確認作業開始 

 

活動方針 

 市（保健福祉部）は、柏警察署、自衛隊、消防局等と連携して、行方不明者の身元確認作

業を行う。 

 

(１)  行方不明者の捜索 

ア (1) 行方不明者相談窓口の開設 

市（保健福祉部）は、行方不明者の相談窓口を開設し、行方不明者情報と住民記録

情報及び戸籍情報との確認・照合を行うなどして行方不明者台帳を作成する。 

 

イ (2) 捜索の実施 

行方不明者台帳をもとに、特に被害の大きい地域や各避難所を中心に、柏警察署、

自衛隊、消防局、救護本部（医療機関）、地域住民の連携・協力により捜索する。 

 

ウ (3) 要配慮者の未確認者調査 

柏市防災福祉 K-Net による未確認要配慮者に対し、登録者の発災前の生活状況（資

料）から再調査を行い台帳の確認を行う。未確認者については行方不明者として捜索

を開始する。 

 

エ (4) 千葉県・近隣市への協力要請 

作成した行方不明者台帳を千葉県及び近隣市へ提出し、行方不明者の捜索について

協力を要請する。 

 

オ (5) マスコミへの協力要請 

 作成した行方不明者台帳をマスコミへ提出し、行方不明者の捜索について協力を要

請する。 

 

(２)  行方不明者・死亡者の確認 

 行方不明者の住民記録情報及び戸籍情報からその所在を確認し、収容遺体台帳との照

合を行う。収容遺体台帳と行方不明者台帳との照合が確認された場合は、埋火葬許可証
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を発行するとともに、死亡処理事務を進める。 

 ※ 行方不明・遺体対応の手続きフロー・・・・・・・・・・・・・【資料編 １１－１】 
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第１１ 災害拡大防止対策 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 土砂災害対策 総務部、地域づくり推

進部、都市部、消防局、 

県、柏警察署、消防団、町会・自治会・

区等 

２ 危険物等災害防止対策 総務部、消防局 県、柏警察署、危険物等取扱施設 

 

 

１ 土砂災害対策 

 

活動目標 

１時間以内 

◆ 市内被害確認開始 

  ・危険箇所の被害確認 

  ・気象予測 

◆ 避難情報勧告・避難指示の発動発令 

  ・避難準備・高齢者等避難開始（警戒レベル 3） 

  ・避難勧告（警戒レベル４）、避難指示（緊急）（警戒レベル４） 

 

・広報活動、避難誘導 

３時間以内 ◆ 避難所の開設 

 

活動方針 

(１)  市内被害確認開始 

ア (1) 危険箇所の被害確認 

市（都市部）は、土砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊危険箇所（土砂災害危険箇所）

の巡視や市民からの情報を通じて、災害発生場所や土砂災害前兆現象を把握し、危険

箇所を特定する。 

 

①(ｱ)  土砂災害警戒区域（20９箇所） 

(ｲ) ② パトロール実施箇所（１９箇所 ※内５箇所は①に含む） 

(ｳ) ③ 土砂災害危険箇所（６２箇所 ※内 20９箇所は①に含む） 

 

イ (2) 気象予測 

 市（都市部）は、本部事務局（情報統制班）と連携し気象情報、地震情報を収集し、

今後の被害を予測する。 

基本方針 

● 早期に被害状況を把握し、二次災害の防止を図る。 

● 迅速な避難行動の判断を決定する。 
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(２)  避難勧告・避難指示情報の発動発令 

ア (1) 避難準備・高齢者等避難開始（警戒レベル３） 

 市（災害対策本部事務局（情報統制班））は、土壌雨量の状況を勘案し、避難の勧

告・指示に先立ち、一般住民の避難準備と要配慮者の避難開始を促すため「避難準備・

高齢者等避難開始（警戒レベル３）」を伝達する。 

 

イ (2) 避難勧告（警戒レベル４）・避難指示（緊急）（警戒レベル４） 

 市（災害対策本部事務局（情報統制班））は、余震、土壌雨量などの状況を勘案し、

人的被害が発生する可能性が明らかに高まった状況や危険の切迫性に応じて本部長

へ避難勧告（警戒レベル４）や避難指示（緊急）（警戒レベル４）等の発動発令を打

診する。 

本部長は、打診内容により迅速に措置を講ずる。また、必要に応じ災害対策基本法

第６３条の警戒区域の設定を行う。 

 また、市（土木部）は、柏警察署と協議し、道路交通規制区域及び迂回路の設定を

行う。国道、県道は、国、県と協議する。 

 

ウ (３) 広報活動 

 警察官、消防団員、町会・自治会・区等の協力のもと、対象世帯の戸別訪問を実施

する。 

 また、防災行政無線塔による一斉放送、警鐘、かしわメール配信サービス、防災ア

プリ、ツイッター、Facebook、電話連絡網による電話、広報車の巡回、報道機関の

協力等あらゆる広報手段を活用する。 

 

エ (４) 避難誘導 

 警察官、消防団員、町会・自治会・区等の協力により避難誘導を行う。誘導にあた

っては、高齢者、幼児、傷病者、障害者その他単独での避難が困難な人を優先する。 

 

２ 危険物等災害防止対策 

 

活動目標 

１時間以内 
◆ 災害情報の収集 

◆ 警戒区域の設定 

 

活動方針 

市（消防局）は、各事業所と連携して、危険物等災害防止対策を行う。 

(１)  高圧ガス保管施設の応急措置 

高圧ガス保安法により規制を受ける高圧ガス関係の事業所に災害が発生した時、又は

火災、水災等により危険な状態になった時は、緊急に行う設備等の点検や応急措置につ

いて速やかに適切な措置を講ずるよう指導する。 
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(２)  石油類等危険物保管施設の応急措置 

 関係事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者緊急が行う設備等の点検や

応急措置について速やかに適切な措置を講ずるよう指導する。 

 

(３)  火薬類保管施設の応急措置 

 火薬類取締法により火薬類保管施設が火災、水災等により危険な状態になった時は、

製造保安責任者その他施設の責任者に対して次に掲げる措置を講ずるとともに、速やか

に最寄りの警察署及び消防局等に届け出るよう指導する。また、各機関の応急措置につ

いては次のとおりとする。 

機関 応急措置の内容 

施設の責任者 

 保管又は貯蔵中の火薬類を安全地域に移す余裕のある場合は、速やかにこ

れを安全な場所に移し、見張人をつけて関係者以外の者の近づくことを禁

止する。 

 道路が危険である又は搬送の余裕がない場合は、火薬類を付近の水溝等の

水中に沈める等安全な措置を講ずる。 

 搬出の余裕がない場合には、火薬庫にあっては入口等を目張等で安全に密

閉し、木部には消火措置を講じ爆発により危害を受けるおそれのある地域

はすべて立入禁止の措置をとり、危険区域内の市民等を避難させるための

措置を講ずる。 

消防局 

 火災に際しては、誘発防止のため延焼拡大を阻止するなど、消防計画に定

める消防活動を行う。  

 施設の責任者及び現場の消防責任者と連携して、応急対策の実施にあたる

とともに警戒区域等を設定する。 

柏警察署 

 火薬類取扱場所の付近に火災が発生し、貯蔵中の火薬類に引火爆発のおそ

れがある場合には施設の責任者及び現場の消防責任者等と連絡を密にし

て速やかに火薬類を安全な場所に移し、見張人をつけて関係者以外の者が

近づくことを禁止する。 

 搬出の余裕がない場合には、爆発により危害を受けるおそれのある地域は

すべて立入禁止の措置をとり、危険区域内の市民等を避難させるための措

置を講ずる。 

関東東北産業保安

監督部 

 火薬類製造事業者等の施設等が災害の発生により危険な状態となった場

合又は危険が予測される場合は、その保安責任者が法令の定めるところに

より危険防止措置を講じるよう十分な監督又は指導を行うものとし、必要

があると認めるときは法令の定めるところにより緊急措置命令等を行う

ものとする。 
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(４)  毒物・劇物保管施設の応急措置 

 毒物、劇物保管施設の応急措置の各機関の応急措置については次のとおりとする。 

 また、各機関の応急措置については次のとおりとする。 

機関 応急措置の内容 

消防局 

 火災に際しては、施設責任者と連絡を密にして警戒区域の設定を図るとともに施

設の延焼阻止、汚染区域の拡大を防止する。 

 消防活動は消防計画に基づき行う。 

柏警察署 

 中毒防止方法の広報活動を実施する。 

 施設の管理者に対する漏出防止及び除毒措置等の指示と援助を行う。 

 その他危険物保管施設の応急対策計画を準用する。 

保健所 

 毒物劇物販売業者及び届出を要する業務上取扱者から緊急通報があった場合は、

状況に応じてほかの防災機関と連絡調整を図る。 

 また、大量流出事故に際しては医療機関に連絡するとともに、連携して被災者の

救出救護、避難誘導を実施する。 

 

(５)  危険物等輸送車両の応急対策 

 危険物等輸送車両の応急対策の各機関の応急措置については次のとおりとする。  

機関 応急措置の内容 

消防局 

 事故通報等に基づきその状況を把握のうえ、交通規制等について関係機関と密接

な情報連絡を行う。 

 必要に応じ地域住民への広報活動や警戒区域に対する規制等を行う。 

 危険物輸送車両の関係者に対して、必要に応じ一時使用停止又は使用制限の緊急

措置命令を発する。 

柏警察署 

 警察署は輸送中の車両については、周囲の状況によりあらかじめ安全な場所へ移

動させる。 

 災害が拡大するおそれのあるときは、経済産業省関東東北産業保安監督部を通じ

て、県内又は隣接県に所在する各県の高圧ガス地域防災協議会等が指定した防災

事業所に対し応援出動を要請する。 

日本貨物鉄道㈱ 

 危険物積載タンク車等の火災、漏洩等の事故が発生した場合は、事故の拡大、併

発事故を防止するため、日本貨物鉄道㈱における応急措置要領に従い、消火、火

気厳禁、立入禁止等の措置を講ずるとともに消防、警察等の関係機関へ通報する。 

関東東北産業保安

監督部 

 正確な情報は把握のため千葉県及び関係機関と密接な情報連絡を行う。 

 高圧ガス輸送者に対して、必要に応じ一般高圧ガス及び液化石油ガスの移動の制

限又は一時禁止等の緊急措置命令を発令する。 

 災害が拡大する恐れのあるときは、必要に応じ県内又は隣接都県所在する各都県

の高圧ガス地域防災協議会等が指定した防災事業所に対し応援出動を指導する。  

関東運輸局 

 危険物輸送の実態に応じ次に掲げる対策を推進する。 

 災害発生時の緊急連絡設備を整備する。 

 災害発生時の危険物輸送列車の停止箇所は、できるだけ橋りょう、ずい道等の危

険箇所を避けるように対策を講じる。 

 輸送担当者に災害時の連絡、通報、応急措置等に関し指導を行うとともに、訓練

を実施する。 

 

３ 地震水害対策 

 地震水害等の発生に対する水防活動については、「柏市水防計画」並びに「消防計画」に基

づき実施する。 
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第 3 節 まちの機能を回復させる 
 

第１ ライフライン・道路等の応急復旧 

 

 

 

１ 電力・ガス・通信・鉄道施設 

 

活動目標 

１時間以内 
◆ 被災把握 

◆ 被災状況の広報 

２４時間以内 ◆ 応急復旧工事の開始 

 

活動方針 

(１)  電力施設 

 東京電力パワーグリッド㈱は市（総務部）と下記の通りに連携して次の施策を実施活

動する。 

所内に非常災害対策本部を設置し、災害の程度に応じた応急復旧対策にあたる。 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 電力・ガス・通信・交通施設 総務部、企画部 ライフライン機関、鉄道機関 

２ 上水道施設 水道部 柏市管工事協同組合、千葉県水政

課、北千葉広域水道企業団、日本

水道協会千葉県支部 

３ 下水道施設 土木部 柏市建設関連防災ネットワーク 

４ 道路・橋りょう 土木部 国土交通省柏維持修繕出張所、県

柏土木事務所、東日本高速道路㈱、 

柏市建設関連防災ネットワーク 

５ 河川管理施設・その他公共施設 経済産業部、土木部 県、郵便局、利根土地改良区 

６ 一般廃棄物収集処理施設 環境部 県、一般廃棄物委託・許可業者、

柏・白井・鎌ヶ谷環境衛生組合 

基本方針 

● 各応援協定に基づく体制を中心にして早期に復旧作業を実施する。 

● ライフラインは市民生活の生命線となるため、復旧に関する情報の提供を確実に行う。 



震災編 第 3 章 応急対策計画 第 3 節 まちの機能を回復させる 

震－177 

ア (１) 非常時の通信手段 

発災時においては、専用のホットラインや災害時優先電話等、個別の連絡先を通し

て、市から東京電力パワーグリッド㈱へ連絡を行う。 

 

イ (１２) 応急対策への協力 

  

 

 

 

(ウ ２３) 優先活動の実施 

 応急工事に当たっては、原則的に人命に係る箇所、復旧対策の中枢となる官公庁

（署）、避難施設等を優先する等、供給上、復旧効果の大きいものから行う。 

電源車の派遣先についても、事前に定めた優先順位をもとに、上記の施設等に優先

的に配備する。 

 

(２)  都市ガス施設 

京葉ガス㈱及び京和ガス㈱は市（総務部）と連携して次の施策を実施する。 

地震等の非常災害が発生した場合には速やかに本社内に地震災害対策本部を設置し応

急対策措置をとる。 

 

ア (１) 応急対策への協力 

 

 

 

 

イ (２) 優先活動の実施 

 応急対策上、及び防災上特に必要があると認める施設、地域を優先的に復旧活動を

行う。 

 

(３)  通信施設 

 電気通信事業所は市（総務部）と連携して次の施策を実施する。  

東日本電信電話㈱及び㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ、ＫＤＤＩ㈱及びソフトバンク㈱

は、その状況により災害対策本部を設置し、情報の収集伝達及び応急対策が実施できる

体制をとる。 

 

ア (１) 応急対策への協力 

 

 通信施設の被害状況等の収集、提供 

 被害状況、復旧状況の住民への広報 

 応急対策に必要な施設や資機材等（電話機等）の提供 

 都市ガス施設の被害状況等の収集、提供 

 被害状況、復旧状況の住民への広報 

 応急対策に必要な施設や資機材等の提供 

 

 電力施設の被害状況等の収集、提供 

 被害状況、復旧状況の住民への広報 

 応急対策に必要な施設や資機材等の提供 

 



震災編 第 3 章 応急対策計画 第 3 節 まちの機能を回復させる 

 

震－178 

 

イ (２) 優先活動の実施 

 応急対策上、及び防災上特に必要があると認める施設、地域を優先的に復旧活動を行

う。 

 

(４)  放送機関 

 ＮＨＫ、千葉テレビ、Ｊ：ＣＯＭ等放送機関は、地震が発生した場合、放送機能を確

保した後、地震情報、災害の状況、防災活動等を迅速、正確かつ適切に伝え、被災者の

不安と混乱の防止、防災対策の促進等に努める。 

 また、法律に基づいて、県及び市の要請による防災情報の伝達にあたる。 

 

(５)  鉄道施設 

ア (１) 災害時の活動体制 
(ｱ) ①災害対策本部等の設置 

大地震が発生した場合、各交通機関は全機能をあげて旅客及び施設の安全確保と

緊急輸送を行うため災害対策本部等を設置する。 

 

(ｲ) ②通信連絡体制 

災害情報及び応急措置の連絡指示並びに被害状況の収集等の通信連絡は、列車無

線、指令電話、鉄道電話等を利用するとともに、必要に応じて無線車、移動無線機

等も利用して行う。 

 

イ (２) 発災時の初動措置 

 災害発生と同時に各交通機関は運転規制等適切な初動措置を実施し、乗客の安全確

保を図る。 

 

ウ (３) 乗客の避難誘導  

 列車の停止が長時間にわたるときや、火災等の二次災害の危険が迫っているときは、

乗客の安全確保のため的確な避難誘導を行う。 

 

エ (４) 事故発生時の救護活動 

 地震により旅客等に事故が発生した場合、適切な救護措置を行う。 

 

２ 上水道施設 

 

活動目標 

１時間以内 ◆ 被害状況の把握を開始（水道施設(水源地)） 

３時間以内 ◆ 水道管路の被害調査の開始 

２４時間以内 
◆ 応急復旧工事計画の策定 

◆ 応援要請（技師、重機、資機材） 
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４８時間以内 ◆ 応急復旧工事開始 

７２時間以内 ◆ 復旧長期化対策の検討 

活動方針 

市（水道部）は、柏市管工事協同組合、千葉県水政課、北千葉広域水道企業団、日本水道

協会千葉県支部と連携して、応急復旧活動を行う。 

(１)  被害把握 

ア (１) 水道施設（水源地）、水道管路等の被害確認 

 市内の水道管、水源施設（水源地）の被害調査を開始する。断水・減水地域を把握

したときは、即時、本部及び市（消防局）へその旨を報告する。 

 

イ (２) 水道管工事業者の稼働確認 

 柏市管工事協同組合など市内水道工事業者の稼働状況及び資材在庫状況を確認す

る。 

 

(２)  応急復旧工事計画の策定 

ア (１) 被害箇所の詳細調査 

 被害区域の詳細調査を行い、復旧工事に必要な人員、資機材等を取りまとめる。 

 

イ (２) 復旧工事計画の策定・工事の実施 

 詳細調査を受け、工事スケジュールなど復旧工事計画を策定し、優先順位が高い箇

所から設計を行い復旧工事を開始する。 

 

(３)  応援要請 

 復旧工事に必要な技術者、専門職及び重機、資機材の不足分については、千葉県水政

課、日本水道協会千葉県支部、関係市等への応援要請を行う。 

 

 

３ 下水道施設 

 

活動目標 
１時間以内 ◆ 被害状況確認 

３時間以内 

◆ 応急対応開始 

◆ 交通規制開始 

◆ 非常用トイレ袋の配備 

２４時間以内 

◆ 簡易トイレ・仮設トイレの設置開始 

◆ 応援要請 

◆ 応急復旧工事計画の策定 

４８時間以内 ◆ 応急復旧工事開始 

 

活動方針 

市（土木部）は、柏市建設関連防災ネットワーク等と連携して、応急復旧活動を行う。 
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(１)  被害の確認 

 下水道施設（汚水管、雨水管、処理場）、千葉県手賀沼下水道事務所、千葉県江戸川下

水道事務所の被害確認を行う。 

 また、国道、県道、鉄道施設内において被害箇所を確認した場合は次のとおり連絡す

る。 

 国道  ：千葉国道事務所柏維持修繕出張所 

 県道  ：千葉県県土整備部柏土木事務所 

 ＪＲ  ：柏駅事務所 

 東武鉄道：柏駅事務所 

 つくばエクスプレス：守谷駅事務所 

 

(２) 工事体制の確立 

ア (１) 柏市建設関連防災ネットワークとの連携 

 柏市建設関連防災ネットワークとの連携により、工事体制・資機材の確保、雨水管

被害による水害対策などを迅速に行う。 

 

イ (２) 広報活動 

 汚水管の被害区域については、排水禁止の緊急広報を実施する。  

 

ウ (３) 交通規制  
(ｱ) ①交通規制区域の設定 

汚水管及び雨水管被害発生箇所の交通規制区域及び迂回路の設定を行う。 

国道、県道は、国、県と協議する。 

 

(ｲ) ②柏警察署への協力要請 

 交通規制区域の設定に伴い、交通量が多い区域又は危険度が高い区域など警察官

の配置が必要な箇所については、柏警察署に協力を要請する。 

 

(３)  応援要請 

 復旧工事に必要な技術員、専門職及び重機、資器材の不足分については、県・協定締

結市等への応援要請を行う。 

  

(４)  復旧工事計画の策定 

ア(１)  被害箇所の詳細調査 

 被害区域の詳細調査を行い、復旧工事に必要な人員、資機材等を取りまとめる  

 

イ (２) 復旧工事計画の策定・工事の実施 

 詳細調査を受け、工事スケジュールなど復旧工事計画を策定する。復旧工事計画を

受け、優先順位が高い箇所から設計を行い工事を開始する。 
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４ 道路・橋りょう 
 

活動目標 

１時間以内 ◆ 被害状況確認 

３時間以内 
◆ 応急対応開始 

◆ 交通規制開始 

１２時間以内 ◆ 緊急輸送道路等主要道路の確保完了 

２４時間以内 ◆ 応援要請 

４８時間以内 ◆ 応急復旧工事計画策定 

７２時間以内 ◆ 応急復旧工事開始 

 

 

活動方針 

 市（土木部）は、柏市建設関連防災ネットワーク等と連携して、応急復旧活動を行う。 

(１)  被害把握 

 市内道路、橋梁の陥没、亀裂、障害物等の被害調査を行う。大規模被害区域を確認し

たときは、即時総務部に報告する。 

 国道、県道において被害箇所を確認した場合は次のとおり連絡する。  

国道 千葉国道事務所柏維持修繕出張所 

県道 千葉県柏土木事務所 

 

(２)  工事体制の確立 

ア (１) 市建設関連防災ネットワークとの連携 

 柏市建設関連防災ネットワークとの連携により、工事体制・資機材の確保等を迅速

に行う。 

 

イ (２) 交通規制 
(ｱ) ①交通規制区域の設定 

通行に危険が生じる区域又は救助活動に支障が生じる区域の交通規制区域及び迂

回路の設定を行う。国道、県道は、国、県と協議する。また、交通規制区域を設定

したときは、柏警察署へその区域を連絡する。 

 
(ｲ) ②柏警察署への協力要請 

交通規制区域の設定に伴い、交通量が多い区域又は危険度が高い区域など警察官

の配置が必要な箇所については、柏警察署に協力を要請する。 

 

(３)  緊急輸送道路等主要道路の確保 

 救助活動や受援活動を円滑に行うため、国、県及びと柏市建設関連防災ネットワーク

連携し、緊急輸送道路及び主要道路の応急補修、障害物除去を行う。 
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(４)  応援要請 

 復旧工事に必要な技術員、専門職及び重機、資器材の不足分については、県・協定締

結市等への応援要請を行う。 

 

(５)  復旧工事計画の策定 

ア (１) 被害区域（道路・橋りょう等）の詳細調査 

 被害区域（応急復旧工事完了区域を含む）の詳細調査を行い、復旧工事に必要な人

員、資機材等を取りまとめる。 

 

イ (２) 復旧工事計画の策定 

 詳細調査を受け、工事スケジュールなど復旧工事計画を策定する。復旧工事計画を

受け、優先順位が高い箇所から設計を行い工事を開始する。 

 

 

５ 河川管理施設、その他公共施設 

 

活動目標 

１時間以内 
◆ 被災把握 

◆ 被災状況の広報 

７２時間以内 ◆ 応急復旧工事開始 

 

活動方針 

(１)  河川施設管理 

 地震の発生に伴う被害を軽減するため、市域内の水防活動が十分に行いうる体制を確

立し、次のとおり行うものとする。 

市土木部 

 管内の施設、特に工事中の箇所及び危険個所を重点的に巡視し、被害箇

所については直ちに県に報告するとともに、必要な措置を実施するもの

とする。 

 移設の応急復旧については、大規模なものを除き県の指導のもとにこれ

を実施する。 

 低地帯等が河川、内排水路の洪水、越水等により浸水被害が発生したと

きは、市内建設業者のポンプ、労力を雇用して応急排水を実施する。 

千 葉 県 柏 土 木 事

務所 

 堤防、護岸等の河川管理施設が被害を受けたとき又はそのおそれのある

ときは、関係機関と協議して施設の応急措置を行う。 

 市の実施する応急措置に関し、技術的援助及び総合調整を行うほか応急

復旧に関して総合的判断のもとに実施する。なお、大規模なものについ

ては直接実施する。 

国 土 交 通 省 関 東

地 方 整 備 局 利 根

川 上 流 河 川 事 務

所 

利 根 川 下 流 河 川

事 務 所 及 び 江 戸

川河川事務所 

 地震が発生した場合、直ちに堤防、護岸、排水施設等の国土交通省管理

の河川管理施設及び工事箇所の被災の発見に努める。 

 橋りょう、排水施設等の許可工作物についても概略的な被災状況の把握

を速やかに行う。 

 破壊、崩壊等の被害を受けた場合には、特に浸水による被害の拡大防止

に重点を置き速やかに施設の復旧に努めるとともに、県及び市等の行う

許可工作物等の応急対策に関し、要請があれば技術的指導及び助言を行

う。 
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第２ 建物等の応急復旧 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 障害物の除去 環境部、土木部 国、県、柏警察署、柏市建設関連防災ネッ

トワーク、柏市社会福祉協議会 

２ 応急危険度判定 総務部、都市部 千葉県建築士会柏支部、千葉県建築士事務

所協会東葛支部、県 

３ 応急仮設住宅 地域づくり推進部、都市部  

 

 

 

１ 障害物の除去 

 

活動目標 

７２時間以内 
◆ 障害物除去方針の広報 

◆ 道路障害物の把握・除去 

１０日以内 ◆ 住宅関係障害物の把握・除去 

１か月以内 ◆ 河川関係障害物の把握・除去 

 

活動方針 

(１)  住宅関係障害物 

 本部長は、実施の必要があると認めたとき、住宅関係の障害物の除去を決定する。除

去の実務作業は市（土木部）が、市内の柏市建設関連防災ネットワークの協力を得て行

う。 

 また、市のみで処理不可能な場合は、近隣市、県、国その他関係機関の応援を得て実

施する。なお、災害救助法が適応された場合は知事が行い、本部長はこれを補助するも

のとし、手続等は災害救助法の適用による。 

 

(２)  道路関係障害物 

 市（土木部）は、道路上の障害物の除去は自動車、死体等の特殊なものを除き、道路

法に規定する道路管理者が行う。この場合において、災害の規模、障害の内容により関

係者及び関係機関と密接な連絡を取り、協力して交通の確保を図るものとする。 

基本方針 

● 建物や工作物、樹木等の倒壊に伴う障害物は、速やかに一時集積地に搬出する。 

● 余震等による二次被害を防止し、住民の安全確保を図る。 

● 避難生活を余儀なくされた住民の住宅環境を早期に整える。 
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(３)  河川障害物 

 市（土木部）は、河川等の機能を確保するため、災害時における管内河川、排水路等

の巡視を行うとともに、特に、橋脚、暗渠流入口及び工事箇所の仮設物等につかえる浮

遊物並びに流下浮遊物その他の障害物の除去作業を関係各部、関係機関及び市内の土木

業者等と協力して実施するものとする。 

 

(４)  環境汚染の防止 

 市（環境部）は、倒壊建物の解体又は撤去等に伴うアスベストの飛散や危険物の漏洩

による環境汚染に対処するため、「大気汚染防止法」、「石綿障害予防規則」等に従うとと

もに、「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュアル」（平成 29 年９月 環境省

水・大気環境局大気環境課）等を参考にし、環境監視体制の配備を図るとともに、環境

汚染防止の強化を図る。 

 

２ 応急危険度判定調査 

 

活動目標 

１時間以内 
◆ 応急危険度判定実施要否判断の情報収集 

◆ 応急危険度判定調査の準備開始 

２４時間以内 

◆ 被災建物の現地調査 

◆ 応急危険度判定実施本部の設置 

◆ 応急危険度判定有資格職員の招集 

◆ 応援要請 

４８時間以内 ◆ 防災拠点施設の応急危険度判定開始 

７２時間以内 
◆ 一般住宅等の応急危険度判定開始 

◆ 被災宅地危険度判定調査開始 

１か月以内 

◆ 応急危険度判定実施記録の策定 

◆ 応急危険度判定実施本部の解散 

◆ 被災住宅の応急修理完了 

 

活動方針 

市（都市部）は、地震発生後において被災した建築物の余震等による倒壊、部材の落下な

どから住民の安全を確保するため、被災建築物の応急危険度判定を実施する。 

 

(１)  被災建築物の応急危険度判定 

ア (１) 応急危険度判定実施本部の設置 

  建築指導課長を実施本部長とする柏市被災建築物応急危険度判定実施本部（以下

「実施本部」という。）を設置するとともに、県に報告する。 
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イ (２) 応急危険度判定士の確保 

 本部長は、全庁から応急危険度判定士の資格を有している市（職員）を招集し、実

施本部長に応急危険度判定の実施を指示する。 

 

ウ (３) 応急危険度判定調査対象建築物の検討 

 実施本部長は、被害状況、被災地の状況等を考慮して判定実施計画を作成する。 

【調査優先方針】 

① ① 市の防災拠点施設 

② ② 避難者のいる避難所 

③ ③ 病院等の災害対応として使用する施設 

④ ④ 大規模災害地域の一般住宅等 

   

エ (４) 判定作業の実施 
(ｱ) ①地元判定士への参集要請 

実施本部長は、必要に応じて地元応急危険度判定士への参集要請を行う。 

 

(ｲ) ②応急危険度判定の実施 

被災後、調査優先方針にしたがい、始めに緊急に応急危険度判定を行う必要のあ

る施設から実施し、その後優先順位にあわせ順次判定を行いその結果を実施本部長

に報告する。 

 

(ｳ) ③応援判定士への支援要請 

本部長は、参集した地元判定士だけでは必要判定士数に満たない場合には、知事

に対して応援判定士の支援要請を行う。 

 

■ 地元判定士 

 千葉県被災建築物応急危険度判定士名簿に登録されている市内在住の判定士

等に協力を要請する。 

■ 県・協定締結自治体 

 災害の状況から判断して、応急危険度判定士、判定コーディネーター及び判

定資機材等の支援を要請する。 

 

(ｴ) ④住民への広報 

実施本部長は、応急危険度判定を実施するにあたり、被災地の住民に対して、判

定実施の理解を得るため、実施状況等について広報を行う。 

実施本部長は、判定開始とともに実施本部又は判定拠点に、建築物の所有者等か

らの相談に応じる窓口を設置する。 
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オ (５) 応急危険度判定実施本部業務の終了 
(ｱ) ①判定の実施記録の作成 

実施本部長は判定結果の集計、資料整理を行い、本部長及び知事へ報告する。 

 

(ｲ) ②全国被災建築物応急危険度判定協議会への通知 

実施本部長は、民間判定士等を判定活動に従事させた場合は、全国被災建築物応

急危険度民間判定士等補償制度運用要領に基づき、判定活動状況について、翌月の

２０日までに県を経由して、全国被災建築物応急危険度判定協議会に通知する。 

 

(ｳ) ③応急危険度判定実施本部の解散 

実施本部長は、本部長と協議し、実施本部を解散させる。その際には知事に実施

本部業務修了の連絡を行う。 

 

(２)  被災宅地の危険度判定 

 市（都市部、総務部）は、宅地が大規模かつ広範囲に被災し、二次災害の恐れがある

場合、被災宅地危険度判定を開始する。 

 判定の実施方針は前述の「被災建築物の応急危険度判定」に準ずる。  

 

(３)  被災住宅の応急修理 

 住宅が半壊・半焼等の被害を受け、自らの資力で住家の修理ができない市民、かつ修

理によりとりあえずの日常生活を営むことができる市民に対し、被災住宅の応急修理を

実施する。 

 なお、市のみでの対応が困難な場合は、国・県・協定締結自治体、関係機関の協力を

得て実施する。 

 

３ 応急仮設住宅 

 

活動目標 

１週間以内 

◆ 必要住宅戸数の算出 

◆ 応急仮設住宅建設方針の決定 

◆ 集合住宅の借上げ方針の決定 

３週間以内 

◆ 入居希望調査 

◆ 借上げ住宅等の確保 

◆ 応急仮設住宅の建設 

１か月以内 ◆ 借上げ住宅への入居開始 

３か月以内 ◆ 応急仮設住宅への入居開始 

 

活動方針 

(１)  応急仮設住宅確保計画の策定 

 住宅が全焼、全壊又は流出し、居住する住家がなく、かつ自らの資力では住宅を得る
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ことができない世帯数及び家族構成等を把握し、必要戸数を算出する。 

(２)  応急仮設住宅の建設 

ア (1) 応急仮設住宅建設方針の検討 

 ライフライン等の被害、飲料水の確保、保健衛生、交通の便、教育の場等を考慮し

て仮設住宅建設地を選定し、建設スケジュール、住宅の形式、戸数等の建設計画を策

定する。 

  ※応急仮設住宅建設候補地一覧・・・・・・・・・・・・・・【資料編 １２－９】 

 

イ (2) 人材・資機材の確保 

 建設工事に必要となる技師の応援体制を構築するとともに、資機材の調達、要員の

確保について柏市建設関連防災ネットワーク、県、協定締結自治体等へ支援要請を行

う。 

 

ウ (３) 費用・着工・供与期間 

 建設費用は、災害救助法の限度額以内とし、災害発生の日から２０日以内に着工、

供与期間は２年間とする。 

 

(３)  集合住宅の借上げ 

ア (１) 集合住宅の確保 

 一時的な応急住宅として、市内の公共住宅、社宅及び民間賃貸住宅等の空き状況を

調査し、空き部屋を確保する。 

 

イ (２) 集合住宅借上げ方針の決定 

 集合住宅の借り上げ方針を決定し、国、県へ報告する。なお、集合住宅の借り上げ

が災害救助法の弾力的運用に適合することも考慮し、応急仮設住宅の供与の基準を準

用する。 

 

ウ (３) 集合住宅の活用 

 災害ボランティア等の協力のもと、必要な補修・清掃を行い、被災者に提供するも

のとし、入居契約にあたっては、市、入居者、所有者の三社契約とする。 

 

(４)  入居者支援 

 入居者に対しては、関係部局や地域住民組織、ボランティア等との連携に努め、生活

支援、自立支援、コミュニティ形成を行う。 
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第 4 節 優先度の高い通常業務を行う 
 

 

活動目標 

        ▼発災      

   

    

    

時間 

活動方針 

１ 通常業務の休止 

災害時は人命保護が最優先となるため、市は震度５強以上の地震が発生した場合は通常業

務を休止し、来庁・来館者等の安全確保、施設の被害確認、災害時業務を実施する。 

 

２ 通常業務の継続・再開 

通常業務の継続・再開は、業務に係る人的資源や物的資源を勘案し、通常業務の延長線上

にある災害時業務を優先して実施する。その他の通常業務の再開は、次に掲げる優先度の高

い通常業務を照らし、災害対策本部長が判断し、決定する。 

 

優先度の高い通常業務  

１ 直ちに実施すべき通常業務 

市部局名 業  務 内  容 

総務部 
市庁舎に関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認 

災害応急対策に関すること 災害応急対策 

企画部 情報ネットワークに関すること 
電子計算機・行政情報ネットワークシステム

の復旧 

地域づくり推進部 

近隣センター・文化会館に関するこ

と 

来館者の安全確認、施設の被害確認 

外国人支援に関すること 多言語による情報提供 

市長・副市長の秘書に関すること 災害対策本部長・副本部長の補佐 

広報に関すること 広報活動、報道機関等への情報提供 

市民生活部 戸籍に関すること 届出の受理、埋火葬の許可 

市民生活部（支所） 沼南庁舎に関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認 

基本方針 

● 震度５強以上で平常時の通常業務を休止する。 

● 優先度の高い通常業務の再開は、参集人員と災害時業務を勘案し、本部で決定する。  

業
務
量 

通常業務 

災害時業務 

削除 
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市部局名 業  務 内  容 

保健福祉部 
柏市社会福祉協議会に関すること ボランティアセンターに係る連絡調整 

高齢者・障害者施設に関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認 

 
医療機関に関すること 

医療機関の被害確認、柏市医師会等との連絡

調整、医療情報の発信 

市立病院に関すること 利用者の安全確保、医療の提供 

保健所 保健センターに関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認・管理 

こども部 

市立保育園に関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認・管理 

こどもルームに関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認・管理 

児童センターに関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認・管理 

障害児施設に関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認・管理 

環境部 

放射線対策に関すること 放射性物質災害の情報収集 

し尿処理施設に関すること 山高野浄化センターの被害確認・管理 

清掃施設に関すること 

南部・北部クリーンセンター、山高野浄化セ

ンター、クリーンセンターしらさぎ、アクア

センターあじさい、最終処分場、リサイクル

プラザ、柏プラネット等の被害確認・管理 

経済産業部 

勤労会館に関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認・管理 

公設市場に関すること 

施設の被害確認・管理、関係機関との連絡調

整 

都市部 
急傾斜地に関すること 土砂災害等の防止対策 

市営住宅等に関すること 施設の被害確認・管理、入居者支援 

土木部 

道路・橋りょう等に関すること 
道路・橋りょうの被害確認・管理、関係機関

との連絡調整 

公共下水道施設に関すること 
下水道施設の被害確認・管理、関係機関との

連絡調整 

排水施設等に関すること 
排水施設等の被害確認・管理、関係機関との

連絡調整 

生涯学習部 生涯学習施設に関すること 利用者の安全確保、施設の被害確認・管理 

学校教育部 学校教育施設に関すること 
児童・生徒等の安全確保、施設の被害確認・

管理 

議会事務局 市議会議員に関すること 
市議会議員・傍聴者の安全確保、市議会議員

との連絡調整 

選挙管理委員会 
選挙に関すること 選挙人の安全確保、投開票所の被害確認・管

理 

水道部 
上水道施設に関すること 水道施設の被害確認・管理、関係機関との連

絡調整 
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市部局名 業  務 内  容 

給水に関すること 応急給水 

消防局 消防･救助･救急に関すること 消防･救助･救急業務 

 

２ ３日以内に実施すべき通常業務 

市部局名 業  務 内  容 

総務部 文書等の収受・発送に関すること 文書の収受・発送 

市民生活部 各種証明に関すること 
戸籍の謄抄本・住民票の写し・印鑑登録証明

書・その他証明書の発行 

市民生活部（支

所） 

文書等の収受、発送に関すること

（支所） 

文書の収受・発送 

保健福祉部 
介護サービスに関すること 要介護高齢者の相談・支援 

障害者の支援に関すること。 障害者の相談・支援 

保健所 感染症に関すること 感染症の調査・相談・予防 

こども部 
家庭児童相談に関すること 要保護児童対策 

障害児相談支援に関すること 障害児の相談・支援 

環境部 
し尿の収集・処理に関すること 

災害用トイレの設置、し尿の収集・処理、公

衆便所の維持管理 

ごみの収集・処理に関すること ごみ収集・処理、資源品の回収 

都市部 都市公園等に関すること 都市公園等の被害確認・管理 

会計課 会計管理に関すること 収入・支払、資金の管理 

 

３ １週間以内に実施すべき業務 

市部局名 業  務 内  容 

財政部 

財政に関するすること 予算・決算・市債に係る業務、基金の運用 

契約に関すること 物品、委託、工事、売却等に係る契約事務 

税務に関すること 各種税の賦課徴収、証明書の発行 

市民生活部 
国民健康保険に関すること 国民健康保険・後期高齢者医療事務 

国民年金に関すること 国民年金・福祉年金事務 

保健福祉部 介護保険に関すること 介護保険料の給付等 

保健所 

精神保健福祉に関すること 精神保健福祉に係る相談・生活支援 

環境衛生・食品衛生に関すること 

環境衛生・食品衛生の検査・指導、犬・ねこ・

危険動物対策 

 

母子保健・健康福祉に関すること 栄養指導、保健指導、健康相談 

こども部 子育て支援に関すること ひとり親生活支援、児童手当の支給 

環境部 生活環境に関すること 動物死体の収集・処理  
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市部局名 業  務 内  容 

経済産業部 農業災害対策に関すること 
農地及び農業施設等災害復旧業務、緊急の工

事執行手続及び契約 

都市部 建築確認等に関すること 建築確認申請に係る事務など 

学校教育部 就学に関すること 児童・生徒の就学・転入学事務 

議会事務局 市議会議員の報酬に関すること 市議会議員の報酬、費用弁償等の支払い 

※各業務は第２章予防計画第５節に分掌事務（１，５７４）を統合して記載している。 
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第 5４節 被災者生活を支援する 
 

第１ 保健・環境衛生 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 保健衛生活動 保健福祉部、保健所、 

経済産業部 

柏市医師会、柏歯科医師会、柏市薬剤師会、 

千葉県接骨師会柏・我孫子支部 

２ し尿処理対策 保健所、環境部、土木部 トイレレンタル業者、柏市浄化槽対策協議会、 

協定締結市 

３ 廃 棄 物 処 理 対

策 

環境部 柏市一般廃棄物処理業協業組合、柏市再生資源事業協

業組合、協定締結市 

 

 

１ 保健衛生活動 

 

活動目標 

７２時間以内 

◆ 避難所の保健衛生活動開始 

 ・衛生管理品の確保・配付 

 ・食中毒予防・防疫指導 

 ・入浴施設確保 

１週間以内 

◆ 避難所の健康相談開始 

 ・保健師による巡回相談 

 ・こころの健康相談 

◆ 在宅者の保健衛生活動開始 

1 か月以内 ◆ 応急仮設住宅全戸訪問の実施 

 

活動方針 

(１)  避難者支援 

市（保健所）は、避難所の保健衛生環境を調査し、予防活動を行う。 

ア (１) 衛生管理 
①(ｱ)  食中毒予防・防疫指導 

手洗い、うがいの励行、トイレや調理環境の衛生管理、食べ残し廃棄の徹底など、

食中毒予防・防疫指導を行う。また、職員やボランティアなどの炊き出し実施者や

弁当納入業者に対しての管理指導を行う。 

基本方針 

● 被災生活の影響により発生する健康被害、感染症の発生を防ぐ。 

● 防疫・衛生上の観点から、し尿・廃棄物の処理を迅速に効率的・効果的に行う。 
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(ｲ)② 入浴施設の確保 

市内入浴施設（シャワー付帯施設含む）に稼働状況の確認と協力を依頼する。ま

た、避難所の状況により、自衛隊入浴施設の設置を要請する。 

(ｳ)③ 食中毒・感染症への対応 

食中毒や感染症が疑われる患者が発生したときは、患者数及び症状を把握し、原

因究明を拡大防止のための対応を図る。 

 

イ (２) 健康支援・相談 

派遣される保健師等の協力により、高齢者等の血栓予防や健康相談を実施するとと

もに、派遣される精神保健福祉相談員等により「こころの健康相談」を実施し、被災

者のメンタル面での支援を行う。 

 

(２)  在宅者支援 

 市（保健所）は、派遣された保健師等の協力により、在宅被災者、応急仮設住宅等の

全戸訪問を実施し、台所・トイレ等の衛生管理、消毒、手洗いの励行を指導するととも

に、健康支援活動を実施する。特に、高齢者や障害者等の要配慮者（災害時要支援者）

の健康支援に努める。 

 

２ し尿処理対策 

  

活動目標 

１時間以内 

◆ 被災状況確認 

◆ 仮設トイレ設置方針の検討 

３時間以内 
◆ 非常用トイレ袋の配備 

◆ 流通品の調達要請 

２４時間以内 

◆ 簡易トイレ・仮設トイレ設置開始 

◆ し尿の収集・運搬計画の検討 

◆ 応援要請 

  ・収集（応援協定業者、他自治体） 

  ・受入（他自治体） 

◆ し尿処理（土壌還元）協議開始 

４８時間以内 ◆ し尿の収集・運搬開始 

７２時間以内 ◆ 応援協定業者によるし尿の収集・運搬開始 

 

活動方針 

(１)  し尿処理方針の決定 

 市（環境部）は、水道の断水地域、下水道の被害地域、上下水道施設、山高野浄化

センター、し尿処理業者の施設、車両、従業員の被災状況をは把握し、仮設トイレ等の

設置方針、し尿の収集・処理方針を決定する。 
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(２)  仮設トイレの設置 

市（経済産業部）は、トイレ不足の解消を図るため、仮設トイレの設置対応を行う。 

ア (１) 市防災備蓄品 

 仮設トイレ、簡易トイレ、非常用トイレ袋を指定避難所等に運搬する。 

 

イ (２) 流通在庫（仮設トイレ）の確保 

 市との協定に基づき、協定先業者に在庫の確保と供給支援を要請する。また、仮設

トイレレンタル業者に供給支援を要請する。 

 

【仮設トイレ設置の優先順位】 

①避難所・避難場所 ②高層集合住宅地 ③住宅密集地 

 

(３)  収集・処理 

ア (１) 応援要請 
(ｱ) ①協定締結業者 

 収集車両が不足する場合は浄化槽対策協議会に応援要請を行う。 

(ｲ) ②他自治体 

上下水道の被害状況に応じて、自治体間で締結している相互応援協定基づき、収

集車両、便袋等の支援要請を行うとともに、し尿処理施設の被害状況に応じて、自

治体間で締結している相互応援協定に基づき、し尿の受け入れ要請を行う。 

 

イ (２) 土壌還元 

 市（環境部）は、し尿処理施設の被害状況に応じて、し尿の埋め立て（土壌還元）

の可否について保健所と協議する。 

 

３ 廃棄物処理 

 

活動目標 

１時間以内 ◆ 被災状況確認 

１２時間以内 
◆ 発生廃棄物の種別及び発生量の推定開始 

◆ 廃棄物ストックヤード調査開始 

２４時間以内 

◆ 廃棄物ストックヤードの決定 

◆ 廃棄物の収集・処理方針の決定 

◆ 応援要請 

４８時間以内 ◆ 廃棄物の収集・処理方針の広報活動開始 

７２時間以内 
◆ 廃棄物の収集開始 

◆ 廃棄物の自己搬入受付開始 
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活動方針 

 市（環境部）は、柏市一般廃棄物処理業協業組合、柏市再生資源事業協業組合等と連携し

て、廃棄物処理対策を行う。 

 

(１)  廃棄物処理方針の決定 

 南部・北部クリーンセンター、クリーンセンターしらさぎ、最終処分場、第二最終処

分場、リサイクルプラザ、柏プラネット、関係施設及び車両や職員・従業員の被災状況

を把握し、廃棄物の収集・処理方針を決定する。 

 ※ ごみ処理施設の現況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 １２－５】 

 

(２)  収集・処理 

ア (１) 発生廃棄物（種別及び発生量）の推定 

 建物被害や避難所情報等により、避難所ごみ、一般ごみ等の生活廃棄物や瓦礫や家

財等の地震災害廃棄物（片付けごみ）等、発生廃棄物の種別ごとの発生量を推定し、

収集・処理方針を検討する。 

 

イ (２) ストックヤードの選定 
(ｱ) ①調査 

南部・北部クリーンセンター、クリーンセンターしらさぎ、最終処分場の敷地内

のほか、市有地等の調査を行う。道路障害物のストックヤードについては廃棄物の

仮置きが可能な市有地等の調査を行う。 

(ｲ) ②選定 

市有地を優先し、廃棄物ストックヤードの候補を選定し、候補地の地域住民との

調整を経てストックヤードを決定する。 

 

ウ (３) 応援要請 

 廃棄物処理業協業組合、再生資源事業協業組合などの協定業者へ廃棄物の収集、運

搬協力を要請する。 

 また、収集車両が不足する場合や他自治体や応援協定業者の支援が必要と判断され

る場合は、自治体間で締結している相互応援協定や廃棄物処理業協同組合、再生資源

事業協業組合と締結している廃棄物等運搬協定に基づき応援要請を行う。 

 

エ (４) 廃棄物の収集 

避難所ごみや一般ごみ等の生活廃棄物や災害廃棄物（片付けごみ）の収集運搬方法

は、被災後の状況に応じ、平時の生活ごみ搬出場所（ステーション）で災害廃棄物を

収集する「ステーション収集」もしくは、災害発生時に指定する特定の場所でまとめ

て災害廃棄物を収集する「拠点収集(住民用仮置場等)」の実施を検討し決定する。 

 道路事情や避難所の開設状況、ストックヤードの状況により、通常とは異なる収集

ルートとなるため安全確保を優先して収集作業にあたる。収集にあたっては、腐敗等

が生じやすい可燃ごみや容器包装プラスチック類を優先し収集体制を構築する。 
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オ (５) 廃棄物の受け入れ 

 震災により発生したがれき等の自己搬入を受け入れるとともに、状況に応じて特別

回収を実施する。 

 

カ (６) 国による代行処理 

 廃棄物処理特例地域に指定された場合、国（環境大臣）に対して災害廃棄物の収集、

運搬及び処分の代行を要請することができる。 
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第２ 生活安定・安全対策 

 

項目 担当部局 関係機関 

１ 応急教育・保育 こども部、学校教育部 保護者、学校医 

２ 文化財保護 生涯学習部  

３ 防犯対策 総務部、避難所担当部局 柏警察署 

４ 動物ペット対策 保健所 獣医師会、動物ペット愛護団体 

 

 

１ 応急教育・保育 

 

活動目標 

24 時間以内 
◆ 保護者引渡し 

◆ 避難所運営支援 

７２時間以内 

◆ 教育・保育の場の確保 

◆ 学級の編成 

◆ 応急教育・保育の実施 

１週間以内 
◆ 学用品の調達 

◆ 学校施設の工事復旧計画の策定 

 

活動方針 

(１)  応急教育の実施 

ア (1) 災害発生直後の体制 

 地震災害発生直後には、傷病者の応急措置、避難等、園児・児童・生徒の安全確保

と保護を優先して活動する。 

 安否確認と応急措置 

 保護者への引渡し  

 保護者へ引渡しができない児童の保護・保育を行う（保護者との連絡調整） 

 避難情報の収集と避難所運営の支援 

 

基本方針 

● 速やかな応急教育の実施により、こどもの活動の場を確保する。 

● 官民一体となって犯罪の発生を抑制する。 

● 被災動物ペットを保護し、危険動物ペットの逸走による被害を防止する。 
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イ (2) 心のケア対策 

 こどもは、災害後の生活に適応することが難しく、また、感情を表現することが苦

手なため、ストレス度合いが高くなる傾向にある。学校でのケアは、市の教育委員会

とスクールカウンセラーや養護教諭、担任教師など学校現場、専門機関そして地域が

連携して取り組む。 

  

ウ (3) 応急教育の実施 

 学校長は、施設や通学路の被害状況を調査し、応急教育実施のための場所、教科書・

学用品等の調達に努め、一刻も早い授業の再開ができる環境を整備する。 

 

【施設の応急復旧】 

被害が軽微な場合   応急措置を講じ、教育を再開する 

学校の校舎の一部が被害   残存の安全な教室で再開する（臨時体制） 

学校の校舎の全部が被害   一時的に施設を閉鎖。近隣学校の校舎、公民館等の公共施

設を使用して再開する。応急仮設校舎の建設を検討する。 

 

【応急教育のおもな内容】 

 心の安定に配慮した授業内容  

 教具、資料を要するものはなるべく使用しない授業内容 

 飲み水、食物、手洗等の飲食関係の衛生指導 

 住宅・入浴・トイレ等の衛生指導 

 

【学用品の調達及び支給】 

 支給の対象者 

・災害によって住家に被害を受け、学用品がなく、就学に支障を生じている児童生徒

等 

・市立の小学校児童、中学校生徒及び高等学校生徒 

 支給の品目 

・教科書、教材、文房具、通学用品等 

 学用品給与の費用限度 

・被害の実情に応じて、災害救助法の定める範囲内 

 

(２)  授業料等の免除 

 児童（生徒）の被災状況に応じて、関係条例及び規則の定めるところにより授業料の

減免を行うことができる。 
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２ 文化財保護 

 

活動目標 

1 時間以内 
◆ 施設入館者等の避難誘導 

◆ 火災等の出火防止 

24 時間以内 ◆ 被害拡大防止措置 

 

活動方針 

市（生涯学習部）は、所有者（管理者）と連携して、文化財の保護活動を行う。 

(１)  人命救助・出火防止 

 災害発生時は、速やかに施設入館者等の避難、人命救助活動を優先して行うとともに、

出火、消火、延焼防止等の対策をとる。 

 

(２)  文化財の被害拡大防止 

 文化財に被害が発生した場合は、その所有者（管理者）は被害状況を速やかに調査し、

その結果を県指定の文化財は県教育委員会へ、市指定の文化財は市教育委員会へ報告す

る。 

 また、関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、協力して応急措置を講じる。  

 

３ 防犯対策 

 

活動目標 

７２時間以内 
◆ 被災地域の警戒パトロール 

◆ 避難所における防犯パトロール 

 

活動方針 

本部は、柏警察署と連携して、避難所や被災地域の防犯活動を行う。 

(１)  不在家屋・事務所対策 

 被災者が避難所へ避難した後の不在家屋や事務所、又は店舗等を狙った窃盗事件、災

害後の混乱に乗じた悪徳商法の発生、放火等からの防犯対策について万全を期すものと

する。 

 柏警察署は、事件が発生、又は発生するおそれがある場合には、その規模に応じ指揮

体制を確立し災害警備活動を行う。 

 

(２)  避難所対策 

 老若男女を問わず不特定多数の住民が生活を送る避難所では、主として女性・子ども・

障害者が犯罪の被害者になる例が多く報告されている。 

 このため、こうした犯罪が発生しないよう、防犯活動をルール化し、柏警察署や避難

所運営組織、地域住民との連携のもとで防犯パトロールを徹底する。  
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４ 動物ペット対策 

 

活動目標 

７２時間以内 ◆ 避難所における動物ペットの適正飼育の助言を実施 

１週間以内 ◆ 関係機関に応援を依頼 

 

活動方針 

 緊急災害時においては人命救助が優先であるが、動物ペットの保護及び動物ペットによる

人への危害防止の観点から、市（保健所）は、危険動物ペットの逸走防止、被災動物ペット

の捕獲収容及び餌の確保等の救護措置を関係機関等との連携のもとに計画的に実施する。 

 

(１)  被災地域における動物ペットの保護 

 災害時における動物ペットの避難等は、原則、飼い主が責任をもって行うものとする

が、飼い主がわからない、負傷又は放し飼い状態の動物ペット等の保護については、迅

速かつ広域的な対応が求められることから、市保健所や県動物愛護センターが獣医師会

等関係団体やボランティアと連携し救護、保護等を行う。獣医師会等関係団体をはじめ、

動物愛護ボランティア等と協力し、動物の保護を行う。 

危険動物については、飼養者や警察官の元で情報を把握し必要な処置を行う。 

 

(２)  避難所における動物ペットの適正な飼育 

避難所での同伴ペットの衛生対策として、避難所での同居は原則禁止されているとこ

ろであるが、避難所管理者の判断において、ペットの収容を可とした場合、収容場所・

衛生管理等のルール策定について助言するとともに、飼育者の把握に努める。把握した

飼育状況は、各避難所から災害対策本部へ報告する。なお、盲導犬・介助犬・聴導犬な

どの補助犬については、避難所において飼育者と同居できるよう支援する。 

 

 各地域の被害状況、避難所での動物ペット飼育状況の把握及び資材の提供、獣医師

の派遣等の支援 

 避難所から保護施設への動物ペットの受け入れ及び譲渡等の調整 

 他県市への連絡調整及び要請 
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第３ 相談対応 

 

担当部局 関係機関 

総務部、議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査事務局 県、柏警察署 

 

 

活動目標 

４８時間以内 ◆ 災害相談窓口の開設 

 

活動方針 

(１)  災害相談窓口の開設 

 本部長は、大規模な地震が発生したとき、必要に応じて市役所に被災者又はその関係

者からの家族の消息、医療救護、交通事情等に関する問合せの相談に応ずるための災害

相談窓口の開設を指示し、相談・問合せ受付業務を実施する。 

 

(２)  県による災害相談の実施 

千葉県は、県庁内に被災者総合相談窓口を設置し、被災者への情報提供を行う。 

ア (1) 個別相談窓口の設置 

 税務、福祉、医療、商工、農林及び水産、土木、都市、教育及び女性や子育て世代

のための相談等の個別相談窓口を設置する。 

 

イ (2) 被災地への相談事業等の展開 

 災害によるショック、避難生活の長期化への対応、被災した住宅の復興を支援する

ため被災地及び避難所において専門家等による相談等の事業を行う。 

  

 

 

 

ウ (3) 関係機関との連携 

 被災者への迅速かつ適切な相談業務を行うため、県各部局及び市町村と緊密な連携

を図る。 

 

(３)  柏警察署による災害相談 

 柏警察署は、警察署又は派出所その他必要な場所に相談所を開設し、警察関係の相談

業務にあたる。 

基本方針 

● 混乱防止と被災者の不安解消のため、災害相談窓口を直ちに開設する。 

 要介護者への巡回相談事業の実施 

 被災児童生徒及び親への相談事業の実施 

 住宅金融支援機構による住宅被災者に対する相談等の実施 
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第６５節 災害救助法・激甚災害指定業務 
 

担当部局 関係機関 

総務部、保健福祉部 国、県 

 

(１)  災害救助法 

ア (１) 災害救助法の適用基準 

 市長は、市の災害の規模が次の害救助法の適用基準に該当する場合、又は基準を上

回ると予想されるときは、直ちに知事に報告し、災害救助法適用を申請する。 

 適用要請の特例（災害救助法施行細則（昭和 23 年千葉県規則第 19 号）第 5 条） 

 市長は、災害の事態が急迫して、知事の行う救助の実施を待つことができないとき

には救助に着手するものとし、その状況を直ちに知事に報告するものとする。 

 

【災害救助法の適用基準】 

指 標 と な る 被 害 項 目 適用の基準 該当号 

柏市内の住家が滅失（り災罹災）した世帯の数 150 以上 第 1 号 

千葉県内の住家が滅失（り災罹災）した世帯の数 2，500 以上 
第 2 号 

そのうち柏市内の住家が滅失（り災罹災）した世帯の数 75 以上 

千葉県内の住家が滅失（り災罹災）した世帯の数 12，000 以上 
第 3 号 

そのうち柏市内の住家が滅失（り災罹災）した世帯の数 多数※１ 

多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれ

が生じた場合 
多数※２ 第 4 号 

（※１、※２の場合には、知事が内閣総理大臣と協議する。） 

 

イ (２) 救助業務の実施者 

 災害救助法が適用された場合は知事が実施し、市長はこれを補助するものとなる。  

 ただし、市長は災害救助法が適用された場合においても、災害の事態が急迫して、

知事の行う救助の実施を待つことができないときは救助に着手するものとする。 

 また、知事は災害救助法が適用された場合においても、救助を迅速に行う必要があ

ると認めるときは、市長に救助を行わせることができる。 

 

【災害救助法による救助の内容等】 

災害救助法第４条における救助の種類 本計画における関連箇所 

収容施設（避難所及び応急仮設住宅を含

む。）の供与 

第３章第 2 節第 6 避難対策 

第３章第３節第２ 建物等の応急復旧 
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災害救助法第４条における救助の種類 本計画における関連箇所 

 炊出しその他による食品の供給与及び

飲料水の供給 

第３章第２節第４９ 応援要請・相互協力物

資供給・給水 

被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸

与 

第３章第２節第９ 物資供給・給水４ 応援

要請・相互協力 

 医療及び助産 第３章第２節第３ 災害医療 

 被災害にかかった者の救出  －第３章第２節第１０ 遺体対応・行方不

明 

 被災害にかかっした住宅の応急修理 第４章第１節 生活の安定化を目指す  

 生業に必要な資金、器具又は資料の給与

又は貸与 
 － 

 学用品の給与 第３章第５節第２ 生活安定・安全対策 

 埋葬 第３章第２節第１０ 行方不明・遺体対応・

行方不明  死体の捜索及び処理 

 災害によって住居又はその周辺に運ば

れた土石、竹木等で、日常生活に著しい

支障を及ぼしているものの除去 

第３章第５節第２ 生活安定・安全対策 － 

 

 

 

 

 

 

 ※災害救助法による救助の程度、方法及び期間・・・・・・・・・・【資料編 12－1】 

 

(２)  激甚災害の指定 

ア (１) 激甚災害指定の手続 

市長は、災害が発生した場合は、速やかに激甚災害指定の手続を行う。 

 市長は、被害の状況及びこれに対してとられた措置の概要を知事に報告する 

 知事は、市長からの報告内容により、必要と認めた時は内閣総理大臣に報告する 

（災害対策基本法第 53 条） 

 内閣総理大臣は、知事の報告に基づき、必要と認めた時は中央防災会議の意見を聞い

て、激甚災害として指定すべき災害かどうか判断する 

 この場合、中央防災会議は、内閣総理大臣に答申するに際し、「激甚災害指定基準」

「災害救助法」 

災害にかかった者の保護と社会の秩序の保全を図ることを目的として制定された

法律。救助にかかる費用は、都道府県が支弁することを原則として、国はその一定

額を負担することを定めている。 
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又は「局地激甚災害指定基準」に基づいて、激甚災害として指定すべき災害かどうか

を答申する 

 イ (２) 激甚災害に関する被害状況等の報告 

市長は、激甚災害指定基準又は局地激甚災害指定基準を十分考慮して、災害状況等

を知事に報告する。 

被害状況等の報告は、災害が発生した時から当該災害に対する応急措置が完了する

までの間、次に掲げる事項について行うものとする。 

 

 災害の原因 

 災害が発生した日時 

 災害が発生した場所又は地域 

 被害の程度（災害対策基本法施行規則別表第１に定める事項） 

 災害に対しとられた措置 

 その他必要な事項 

 

ウ (３) 激甚災害指定の基準 

激甚災害については、「激甚災害指定基準」（昭和 37 年 12 月７日・中央防災会議

決定、のち数次の追加改正あり）と、「局地激甚災害指定基準」（昭和 43 年 11 月 22

日・中央防災会議決定）の二つの指定基準がある。 

※激甚災害指定基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 12－2】 

※局地激甚災害指定基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 12－3】 

 

エ (４) 特別財政援助額の交付手続 

市長は、激甚災害及び局地激甚災害の指定を受けた時は、速やかに関係調書等を作

成し、県各部局に提出するものとする。 
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第 1 節 生活の安定化を目指す 
 

 

１ 被災者の生活確保 

 

(１)  支援金の支給・貸付 

被災者生活再建支援金  「被災者生活再建支援法」（平成 10 年法律第 66 号）に基づき、

自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、支援

金を支給する。 

基礎支援金 

 

全壊 解体 長期避難 大規模半壊 

１００万円 １００万円 １００万円 ５０万円 

加算支援金 建設・購入 補修 賃貸 

２００万円 １００万円 ５０万円 
 

災害弔慰金等  災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号）及

び柏市災害弔慰金条例（昭和 50 年柏市条例第 16 号）に基づき、

遺族に対し災害弔慰金を支給するとともに、障害を負った市民に災

害障害見舞金の支給を行う 

災害弔慰金 生計維持者 ５００万円  その他 ２５０万円 

災害障害見舞金 生計維持者 ２５０万円  その他 １２５万円 
 

災害見舞金等  災害により住家に被害を受けた市民に対し、柏市災害見舞金等支

給規則に基づき、災害見舞金、災害給付金を支給する。 

資金の貸付  被災者のうち要件に該当する者に対し、災害援護資金、生活福祉

資金（千葉県社会福祉協議会）、母子寡婦福祉資金の貸付を行う。 

 

項目 担当部局 関係機関 

1 被災者の生活確保 総務部、財政部、保健福祉部、

経済産業部 

柏市社会福祉協議会、公共職業

安定所、郵便局、日本放送協会 

2 り災罹災証明の発行 財政部 千葉県土地家屋調査士 

3 義援金品の受け入れ・配

分 

財政部、保健福祉部 柏市赤十字奉仕団 

    

基本方針 

● 被災した市民、事業者の速やかな再建を支援する。 

● 離職者に対し、雇用支援制度の情報提供と手続きの迅速化に努める。 
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【被災者生活再建支援金の支給の手続き】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)  租税等の特別措置 

 被災状況の必要に応じ、市税、介護保険料等の納税緩和・減免措置を行う。 

 国及び県は、被災者の納付すべき国税及び県税について、法令及び県条例に基づき、

申告、申請、請求、その他書類の提出又は納付若しくは納入に関する期限の延長、徴収

猶予及び減免の措置を災害の状況により実施するものとする。 

 

(３)  雇用対策 

 就業の斡旋等の雇用対策は、千葉労働局が公共職業安定所を通じて早期再就職のを促

進を図る。行うする。 

 市（経済産業部）は、早期再就職を促進するため、離職者の状況を把握し迅速に県に

報告するとともに、状況によっては、臨時職業相談所の開設又は巡回職業相談の実施を

要請する。 

 

(４)  融資制度 

市（経済産業部）は、災害により被害を受けた中小企業、農業者等の復旧を促進する

ため、資金融資が迅速かつ円滑に行われるよう必要な対策を講じる。 

 

(５)  その他の施策 

 郵便事業㈱及び郵便局㈱は、災害救助法が発動された場合において、災害の様態及び

公衆の被災状況等被災地の実情に応じて、被災者に対する郵便葉書等の無償交付、被災

者が差し出す郵便物の料金免除、被災者に対する郵便貯金業務及び簡易保険業務の非常

取り扱い、災害寄付金送金のための郵便振替の料金免除を実施する。 

 千葉労働局は、震災による離職者の把握に努めるとともに、早期再就職の促進、雇用

保険の失業給付に関する特例措置に基づく失業給付等を行う。 

 日本放送協会は、災害救助法に基づく被災者の受信料免除について検討し、総務大臣

の承認を得て実施する。 

 

補助金の交付申請 申請書提出 

被 
災 
者 

市 県 

国 

（
内
閣
府
） 

補助金交付 支援金支給（口座振込） 
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２ り災罹災証明の発行 

 

 各種被災者支援を早期に実施するため、必要とされる家屋の被害程度について、被災者

の一時的な救済を目的に、市長が確認できる程度の被害について証明するものである。 

 なお、り災罹災証明書は住宅の応急修理等の被災者の生活再建を図る上で必要となるこ

とから、早期の復旧・復興につなげるため、遅滞なく交付できるよう実施体制を平時から

構築する。 

 また、効率的なり災罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用につ

いて検討するものとする。 

 

調査体制  被害を受けた住家等の被害調査（認定調査）を行うため、市（財政部）

は調査班を編成し、調査方針などを検討し、調査体制を整える。 

被害調査  被害認定基準 

・内閣府住家被害認定基準に準じる。 

 応援職員の確保・研修 

・人員が不足する場合、他自治体や千葉県家屋調査士会等の協力を得ると

ともに、調査研修を行い公正性を確保する。 

 建物被害一次調査（外観調査） 

・災害対策本部等の情報を基に一次調査（外観調査）を実施する。 

発行受付  市役所に申請窓口を設置する。 

り災罹災台帳  被害調査結果を集約し、り災罹災台帳を整備する。 

り災罹災証明書  り災罹災証明書は、り災罹災者の申請により、り災罹災台帳を確認の上

発行する。原則として被害調査を行なっていない場合は、調査を行なっ

た上で後日発行する。ただし、状況に応じてり災罹災者が持参した資料

（写真や工事の見積書等）で被害が確認できる場合は、調査を省略する

ものとする。 

広報活動  被災建物の応急危険度判定と被害調査の違いを繰り返し広報する。 

※住家被害程度の認定基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・【資料編 12－6】 

 

 
３ 義援金品受入・配分 

 

 一般市民及び他の市町村等から寄託された義援金品を、迅速、確実に被災者に配分する

ため、市（保健福祉部）は関係機関と協力して活動を実施する。 

 

義援金品の受付  義援金品の受付に際しては、受付記録を行い、保管の手続きを行うととも

に寄託又はその搬送者に受領書を発行する。 

義援金品の保管  義援金は、出納機関の協力や指定金融機関への一時預託により、所定の
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手続をとり保管する。 

 義援品は沼南体育館を保管場所として保管するが、状況により一般救援

物資と同じく、中央公民館を保管場所とする。 

義援金品の配分  配分計画は、被害状況確定後、市長が決定する。 

 市（保健福祉部）は、災害義援金品配分委員会を設置し、世帯及び人員

を単位として、義援金品の配分計画を立案する。 

 応急対策上現に不足している物資で、義援品のうち直ちに利用できる物

資は、本部長の指示により有効に活用する。 

 被災者に対する配分にあたっては、必要に応じふるさと協議会、柏市赤

十字奉仕団等の各種団体の協力を得て、迅速かつ公平に分配する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千葉県 

日本赤十字社千葉県支部 

県内・他県市町村等 

（ 直 接 ） 

居 

託
委
託
者 

義
援
金
配
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会 

柏
市
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【義援金品分配までの流れ】 
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【被災者支援事業一覧】 

※上記は、東日本大震災に実施された主な支援制度・事業である。各部局は、上記その他の支援

について検討又は国・県へ確認する。 

支 援 項 目 担当部局 

 被災者再建支援制度 総務部 

 地方税・国税特別措置 財政部 

 医療一部負担金の減額・免除 市民生活部 

 国民年金免除 市民生活部 

 医療保険料等の減額・免除 市民生活部 

 災害弔慰金、災害障害見舞金 保健福祉部 

 災害見舞金、災害給付金 保健福祉部 

 災害援護資金 保健福祉部 

 特別支援学校等への就学奨励事業 保健福祉部 

 介護保険料等の減額・免除 保健福祉部 

 障害福祉サービスの利用者負担等の減額・免除 保健福祉部 

 生活福祉資金貸付 保健福祉部 

 義援金に関する事務 保健福祉部 

 心と体の健康支援 保健所 

 母子父子寡婦福祉資金貸付 こども部 

 子ども医療費助成受給券再発行保育援助措置 こども部 

 児童扶養手当支給事業幼稚園への就学奨励事業 こども部 

 災害孤児遺児に対する生活支援・心と体のケア 
こども部 

（保健所連携） 

 商業・工業・農業者に対する復興支援 経済産業部 

 天災融資制度 経済産業部 

 応急仮設住宅（借上げ・建設）の供与 都市部 

 住宅応急修理の支援 都市部 

 義援金（市内被災者向け）受付 会計課 

 小・中学生への就学援助措置 学校教育部 
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第２節 施設を復旧する 
 

項目 担当部局 関係機関 

1 災害復旧事業計画 各部局 国、県、その他の関係機関 

２ ライフライン・道路等 各部局 ライフライン事業者 

 

基本方針 

● 被災した施設等の原形復旧とともに、再発を防止するための対策や改良を実施する。 

 

１ 災害復旧事業計画 
 

災 害 復 旧 事 業 計

画の作成 

 市は、災害応急対策を講じた後に被害の程度を十分調査・検討し、それ

ぞれが所管する公共施設に関する災害復旧事業計画を速やかに作成する

ものとする。 

 関係機関は、復旧事業計画の作成にあたっては、被災原因および被災状

況等を的確に把握し、災害の再発防止に努めるものとする。 

災 害 復 旧 事 業 の

実施 

 市は、災害により被害を受けた施設の復旧を迅速に行うため、県及びそ

の他の関係機関と連携し、必要な職員の配備、応援及び派遣等について

措置するものとする。 

 

２ ライフライン・道路等 
 

下水道  応急対策終了後、被災状況や緊急性を考慮して、効果の大きいものから

実施するとともに、耐震性を強化し防災上の向上に努める。 

上水道  同上 

一般廃棄物収集・

処理施設 

 同上 

電力  病院、交通、公共機関、避難所等の重要施設の復旧を優先して行うが、

被災の状況、緊急性を考慮して、効果の大きいものから実施する。 

通信  同上 

ガス  被災した製造・供給設備の修理復旧順位及び供給再開地区の優先順位を

定め復旧を実施する。 

道路・橋りょう  通行障害の発生や二次被害の恐れがあるものを優先的に復旧する。 

鉄道施設  応急対策終了後、被害原因等の調査分析を行い、所定の計画に基づき復

旧工事を実施する。 

河川管理施設  被災状況や緊急性を考慮して、効果の大きいものから実施する。 

学校・病院  学校・病院等は多くの市民生活に影響を与えるため１日も早く復旧計画

を策定し、計画的な復旧を行う。 

農業施設  農業用施設管理者は、特に、管理する用水・道路・排水施設が被害を受

けた場合は、公共性を含めた農業生産基盤上の重要性から、緊急に復旧

を行う。 
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第３節 早期に復興する 
 

項目 担当部局 関係機関 

１ 震災復興本部 総務部 県 

２ 震災復興事業 各部局 県 

 

基本方針 

● 被災前の地域の抱える課題を解決し、被災を契機に地域の構造をよりよいものに改変できる復

興計画を策定する。 

● 再建を進める住民や事業者、その他関係機関が積極的に復興事業に参画できる条件や環境の整

備を速やかに行い、調整及び合意形成を十分に行う。 

 

１ 震災復興本部 

 

震災復興本部の設置  市は、被害状況を速やかに把握し、震災復興の必要性を確認した場合

に、市長を本部長とする震災復興本部を設置するものとする。 

震災復興方針の設定  学識経験者、有識者、市議会議員、住民代表、行政関係職員により構

成される震災復興検討委員会を設置し震災復興方針を策定する。また、

震災復興方針を策定した場合は速やかにその内容を住民に公表する。 

震災復興計画の策定  震災復興方針に基づき、具体的な震災復興計画の策定を行う。 

 本計画では、市街地復興に関する計画、産業復興に関する計画、生活

復興に関する計画及びその事業手法、財源確保、推進体制に関する事

項について定める。 

 

２ 震災復興事業 

 

市街地復興計画のため

の行政上の手続の実施 

 市は、被災した市街地で土地区画整理の必要が認められる場合には、

建築基準法第 84 条による建築制限区域の指定を行う。  

 市は、被災市街地復興特別措置法第 5 条の規定により、都市計画に

被災市街地復興推進地域を指定し建築行為等の制限を行う。被災市街

地復興推進地域は通常の都市計画決定の手続と同様の手順で行う。 

震災復興事業の実施  市は、震災復興に関する専管部署を設置する。 

 市は、震災復興に関する専管部署を中心に、震災復興計画に基づき、

震災復興事業を推進する。 
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種別 № 項 目 記載ページ 

活動 

主体 

・ 

客体 

1 個人・家庭 震‐13、25、26、28、31、53 

2 町会・自治会・区等（町会等） 
震‐13、24、25、27、28、29、30、31、32、36、53、57、61、62 

80、127、129、144、148、149 

3 自主防災組織 震‐4、13、25、28、29、30、33、35、36 

4 ふるさと協議会 震‐24、25、29、30、31、32、36、38、57、80、95、183 

5 保育園・幼稚園 震‐26、44、49、84、165、184 

6 学校・大学 
震‐25、26、27、28、29、31、33、36、37、42、43、47、48、58 

65、67、87、93、95、104、129、132、137、171、172、185 

7 事業所 
震‐56、89、33、39、93、105、130、140、152、155、157、158、

159、173 

8 消防団 
震‐25、28、29、30、31、53、54、93、111、112、113、130、132、

148、149 

9 電気・ガス・通信・鉄道 

震‐3、7、8、9、10、11、13、16、20、21、24、35、36、37、38、

39、40、41、44、72、73、81、98、101、102、103、104、108、

109、110、133、 135、137、138、 149、151、152、153、

155、185、  

10 要配慮者 

震‐2、24、28、29、32、35、36、45、48、49、54、57、60、61、

62、63、78、84、93、95、97、104、108、127、128、130、

131、132、133、136、147、149、168 

11 障害者・高齢者 
震‐2、25、28、33、40、42、45、60、61、63、127、128、130、

133、138、149、164、166、168、173、187、136 

12 乳幼児・妊産婦 震‐4、25、61、123、128 

13 外国人 震‐33、61、63、82、127、128、129、164 

14 女性 震‐29、34、49、57、130、133、134、136、173、175 

15 こども 
震‐25、61、84、88、108、127、129、134、165、166、171、172、

173、184 

16 帰宅困難者 
震‐2、10、11、13、18、20、27、36、43、67、68、81、82、110、

137、138 

17 資格・人材 震‐28、33、34、133、160、163 

18 ボランティア 

震‐12、13、27、33、34、63、71、72、83、106、108、112、119、

120、124、125、126、127、128、129、132、163、164、167、

174 

19 ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム） 震‐55、56、83、114、115、116、120、121 

20 
ＪＭＡＴ 

（日本医師会災害医療チーム） 
震‐83、114、116、120、121 
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・ 
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対策 

・ 

取組 

21 業務継続（ＢＣＰ） 震‐2、3、22、27、72、73 

22 災害対策本部 

震‐4、5、34、38、46、62、81、82、83、87、88、89、90、91、

95、101、105、110、113、115、116、117、121、125、143、

144、149、152、153 

23 地区災害対策本部 
震‐24、29、35、36、45、62、80、81、82、83、84、85、89、90、

95、96、100、104、107、119、127、142、143 

24 応援要請・受援 

震‐25、55、69、80、81、82、83、85、86、87、70、71、91、106、

111、112、114、116、120、121、122、123、124、126、142、

143、144、146、154、155、156、157、160、168、169、170、

177 

25 情報伝達（広報） 
震‐2、36、44、46、48、63、101、103、108、116、128、136、

138 

26 消防・救助 震‐53、54、80、87、111、112、115、140 

27 医療・救護・保健衛生 震‐4、5、11、29、55、56、83、114、115、119、162、167、175 

28 要配慮者支援 震‐29、32、61、62、127 

29 男女共同参画 震‐2、29、34 

30 動物ペット対策 震‐49、82、133、134、166、171、174 

31 避難場所・避難所・福祉避難所 
震‐24、25、27、28、41、42、43、47、48、50、65、66、49、80、

83、107、110、111、122、127、131、132、136、139、169、 

32 避難所運営 
震‐24、29、32、58、80、87、95、122、124、130、132、133、

134、171、173 

33 備蓄体制・物資供給 震‐41、57、85、142、144、154 

34 上水道・給水・井戸 

震‐4、12、21、28、32、38、39、40、41、52、55、57、59、60、

65、66、81、87、95、106、122、142、143、144、152、154、

165、168、169、185 

35 下水道・し尿 
震‐39、40、41、52、66、85、86、104、105、122、152、155、

165、166、167、168、169、185、188 

36 廃棄物 震‐38、41、66、85、105、122、167、169、170  

37 耐震化・不燃化 震‐24、27、39、40、41、43、52 

38 
応急危険度判定・被災宅地危険度判

定 
震‐33、86、122、159、160、161、162、182、 

39 応急仮設住宅 震‐83、86、87、122、159、162、163、167、168、176、184  

40 液状化 震‐18、20、51、52 

41 道路・橋りょう 
震‐51、53、94、104、115、151、156、157、158、 165、185、

221 

42 土砂災害対策 震‐86、148 

43 複合災害 震‐37、38 
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44 マニュアル作成 震‐29、35 

45 防災訓練 震‐24、25、27、28、32、35、36、53、63 

46 り災罹災証明 震‐82、107、122、180、181、182 

47 支援金・義援金支給・貸付 震‐69、83、107、180、181、184 

48 震災復興本部 震‐186 

特性 

49 地質 震‐15 

50 震災履歴 震‐18 

51 地震被害想定 震‐21、51 

52 職員参集 震‐81、88、98、99、111 
 


